
本 編





第1章

平成5年情報通信の現況
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第1章 平成5年 情報通信の現況

5年 の我が国経済をみると、住宅投資 と公共投資は堅調に推移 してい

るものの、引き続き個人消費は低迷 し民間設備投資も減少するなど・バ

ブル経済の崩壊の影響に加え、円高等の影響 もあって、我が国経済は総

じて低迷が続いていた。

このように経済が低迷 していた中で、5年 の我が国の情報通信市場に

ついて情報通信サービスの契約数等を4年 と比較すると、全体 として伸

び率が鈍化 しているものの堅調に増加 してお り、特にISDNサ ー ビス、

高速デジタル伝送サー ビス、携帯 ・自動車電話サービス、都市型ケーブ

ルテレビの契約数等は順調に増加している。また、各事業の営業収益等

を4年 と比較すると、全体 としては増加 してお り、特 に、携帯 ・自動車

電話等の事業者の伸び率が高 くなるなど、第一種電気通信事業者等の新

事業者が順調な成長を続けている。

本章では、情報通信及び情報化の動向を取 り上げ、5年 の情報通信の

現況を概観する。

第1節 情報通信サー ビスの動向

1国 内情報通信サー ビスの動向

5年 におけ る主 な国内情報通信サー ビスについてみ ると、GNPの 成

長率が低下 していた中で、情報通信サー ビスの契約数等 は、伸 び率 は全

体 として鈍化 しているものの、堅調に増加 してい る。

電気通信分 野では、契約数等 は、伸 び率が全体 として鈍化傾 向にある
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第1節 情 報 通信 サ ー ビ スの動 向 一3一

第1-1-1図 国 内 通 信 の 動 向

(昭和58年 度末=100)

lSDN回線数
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高速デジタル回線数

衛星放送受信世帯数

指
数
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郵政省資料 により作 成

(注)1.高 速 デジタル回線数は昭和60年 度末、衛星放送受信世帯数 は昭和62年 度末、ISDN回 線 数は、

昭和63年 度末 を100と した。

2,ISDN回 線数 は基本 インター フェイス(INSネ ッ ト64)の 回線数である。

中、堅調 に増加 してお り、特にISDNサ ー ビス、高速 デジタル伝送サー

ビス、携帯 ・自動車電話サー ビス、無線呼 出 しサー ビス等の伸 びが大 き

い 。

放送分野では、都市型ケー ブル テレビや衛星放送等の新 しい メデ ィア

の契約数 が順 調 に伸 びてお り社会 に普及 し始め てい るこ とが うか が え

る。

郵便 においては、 引受物数 は増加 している ものの、伸 びは鈍化 してい

る(第1-1-1図 参照)。

ここでは、主な国内情報通信サー ビスの動 向について概観す る。

(1)電 気通信サー ビス

5年 の国内電気通信サー ビスに関 して、契約数 等につ いては全体 とし



一4一 第1章 平成5年 情報通信の現況

て伸び率 が4年 と比較 して鈍化 している ものの堅調 に推移 している。提

供 され るサー ビスにつ いて は、新 たな電話サー ビスや専用線サー ビスの

品 目の追加等サー ビスの多様化が図 られてお り、また、料 金について も・

電話の市外通話料金の値下 げ、新 たな選択制通話料金 の提供が行 われ る

な ど料金の低廉化 ・多様化 が進展 して きている。

電話サー ビスにおいては、契約数等 の伸び率 が鈍化 して いる一方、N

TTの 加 入者線交換機 のデ ジタル化 の進展等に伴 い、新 たな電話サー ビ

スや選 択制通話料金 の提供が開始 され、 また、 市外通話料金の値下げが

実施 されるなど、電話サー ビスの多様化及び料金 の多様化 ・低 廉化 が進

展 している。

移動通信サー ビスにおいては、無線呼出 しサー ビスの契約数 は、前年

同期比15.3%増 と順調な増加傾 向にあ り、携帯 ・自動車 電話サー ビスの

契約数は、伸 びは鈍化 している ものの引 き続 き同18.8%増 と高い伸 び を

示 してい る。 また、6年4月 か らは、携帯 ・自動 車電話 サー ビス等の分

野 において、移動 機の売切 り制が始 まってい る。

専用サー ビスにおいては、企業 等におけ る高度化 ・高速化す る情報通

信 に対 す る需要 に支 え られ、高速デ ジタル伝 送 サー ビス(64kb/s～6

Mb/s)の 回線数は、伸 びは鈍化 しているものの同32 .6%増 と引 き続 き増

加傾 向にあ る。 また、超高速 デ ジタル伝送 サー ビス(150Mb/s)等 の新

たなサー ビス品 目の提供 が開始 されてい る。

高速 ・高品質 のデジタル公衆網 であ るISDNサ ー ビスは、利用者 の

ニー ズ、NTTの 加入者線交換機のデ ジタル化 の進展、ISDNサ ー ビ

ス提供地域 の拡大(同9.7%増)等 に支 え られて、 回線数が 同55 .7%増 と

増加傾 向にある。

この ように高度化 ・多様化す る電気通信 サー ビスの中で、利用者に とっ

ては、 自己のニー ズ ・利用形態等に応 じて事業者、サー ビス、料金、端
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末機器等 を選択す る幅が一層広 まって きてお り、利用者の利便 の向上が

進展 している。

ア 電話サー ビス

(ア)契 約数及 びサ ービス提供地域

(NTTの 動 向)

NTTの 加 入電話契約数は、5年9月 末現在5,845万 契約 であ り、伸 び

率 は、対前年同期 比2.2%増 となってい る。

契約数全体 の9割 以上 を占め る一般加入電話契約 について、事務 用 と

住宅用 とに分 けてみる と、5年9月 末現在、事務用 は1,807万 契約(対 前

年同期比1.3%増)、 住宅用は4,005万 契約(同2.7%増)で あ る。契約数

の伸 び率でみ ると、3年 度以 降事務 用の伸 び率 が住宅用 よ りも小 さ く、

事務用、住 宅用の伸 び率 は、 それ ぞれ対前年同期比 で1.3ポ イン ト、0,4

ポイン ト低下 している(第1-1-2図 参 照)。

第1-1-2図 事務用・住宅用一般加入電話契約数

及び伸び率(前 年同期比)の 推移
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(新第一種電気通信事業者の動向)

長距離系新 第一種電気通信事業者(第 二電電㈱、 日本 テ レコム㈱及 び

日本高速通信㈱)3社 の市外 電話サー ビス契約数(ID登 録数 の3社 単

純集計)は 、5年9月 末現在、2,376万 契約(対 前年同期 比41.3%増)と

なっている。

新事業者が市外電話サー ビス を提供 してい る地域(一 部地域 の場合 を

含む。)を各社別 にみ ると、5年 度末現在、第二電電㈱及 び 日本 テ レコム

㈱は全 国(4年 度 よ り提 供地域 を全国に拡大)で 提供 してお り、 日本 高

速通信㈱ は33都 府 県(同5県 増)で ある(第1-1-3図 参照)。

一方、地域系新第一種 電気通信事 業者の うち、 唯一加 入電話サー ビス

を提供 してい る東京通信 ネ ッ トワー ク㈱(電 話サー ビスの開始 は昭和63

年5月)の サー ビス提供地域 は、東京 ・神奈 川 ・千葉 ・埼玉 ・群 馬 ・栃

木 ・茨城 ・山梨 ・静 岡の9都 県 の一部の地域 であ り、加入電 話契約数 は、

5年9月 末現在 、9,721契 約(対 前年同期比19.0%増)で あ る。

第1-1-3図 長距離系新第一種電気通信事業者の電話サービス提供地域
(5年 度末現在)

2,ノ"

∴繋 諜 綴 繋;1驚
(注)県 域の一部地域の場合 を含む。
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(イ)ト ラ ピ ッ ク の 状 況

4年 度 に お け る総 通 話 回 数 と総 通 話 時 間(NTT、 第 二 電 電 ㈱ 、 日本

テ レ コム ㈱ 、 日本 高 速 通 信 ㈱ 及 び 東 京 通 信 ネ ッ トワ ー ク ㈱ の5社 合 計)

は 、 そ れ ぞ れ772.5億 回(対 前 年 度 比0,4%増)、36億9千 万 時 間(同2 .0%

増)と 、 伸 び 率 は 前 年 と比 べ て 総 通 話 回 数 で2.0ポ イ ン ト、 総 通 話 時 間 で

第1-1-4図NTT、 新 事業者 の県 問通話 回数 に おけ るシ ェア(4年 度)

ダイヤル総通話回数772,5億回[768.7億回]

県 内 通 話

628.0億 回[627.6億 囲]

813%[81.6%]

県 間 通 話

144.5f意 回

18,7%

襲難

[14Ll億 回]

[18.4%]

NTT

105.8億 回[109.6億 回 〕

73.296[77.6%]

[31.5億 回]

[22.4%]

0 102030405060708090100%

東 京 都 、 大 阪 府 、 愛 知 県 相 互 の 通 話 に お け る シ ェ ア

県間通話 回数144.5億 回[141.1億 回]

東 京 都 、 大阪 府 、愛 知 県 相 互 間

7.2億 回[7,2億 回 ユ

5.0%[5.1%]

P

:

NTT

3.3億 回[3.5億 回]

45.6%[49.0%]

彫邪'%%粥 勢・'ケ47ヴ… 『「ヴ ノ"7"尻 み噺クヴる聯F『脇7二解 写

新 事 業 者

39億 回[3.7億 回 〕

54.4%[51.096]

.,毎 〃 〃 …,ン ・ ン

01020304050

郵政省資料 によ り作成
(注)[]内 は前 年度の数値である。

60708090100%
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2.4ポ イン ト低下 してい る。

総通話回数 をNTTと 新事 業者(4社 の合 計)別 にみ る と、NTTは

727.6億 回(同0.7%減)で あ るのに対 して、新事業者は44.9億 回(同24.7%

増)と なってお り、総通話 回数 に 占め る新事業者の シェアは、前年度 と

比べ1.1ポ イン ト増加 して5.8%と なっている。新事 業者の通話回数の増

加は主に県間通話 によるものであ り、NTTと 新事業者 を合 わせ た県間

通話の通話回数 は144.5億 回で総通話回数 の18.7%を 占めて いる。この県

間通話 回数 をNTTと 新事業者別にみ ると、NTTが105.8億 回、対前年

度比3.5%の 減少 であ るのに対 して、新事 業者は38.7億 回、同22.9%の 増

加 である。 これに伴 い、新事業者の県間通話 におけ るシェアは前年 度 と

比べ4.4ポ イン ト増加 して26.8%と な り増加傾 向にあ る。

また、東京都 、大 阪府、愛知県相互 の通話 をみ ると、新事業者 の通話

回数は、この3都 府 県相互間の通話 回数の54.4%を 占め、 前年度 と比べ

3.4ポ イン ト増加 してお り増加傾 向にある(第1-1-4図 参照)。

(距離段階別通話回数 ・通話時間)

総通話 回数及び総通話時間 を「区域内通話」(3分 間の通話が10円 でか

け られる単位料金 区域の中に終始す る通話)、 中距離 の 「100km以 内」及

び遠距離の 「100km超」の ように距離段 階別 に分 け ると、 区域 内通話 の通

話回数及び通話 時間は、503.9億 回(総 通話 回数 の65.2%)、21億4千 万

時間(総 通話時間の58.1%)、100km以 内の通話が201.8億 回(同26.1%)、

11億3千 万時間(同30.7%)、100kmを 超 える通話が66 .8億 回(同8.6%)、

4億1千 万時間(同11。2%)で あ り、全通話 に対 して、 区域 内通 話の 占

め る割合が減少 し、100km以 内及 び100kmを 超 える通話 の 占め る割合 が増

加す る傾 向にある(第1-1-5図 参照)。

さらに、NTTと 新事業者別 に市外通話 の通話 回数及 び通話時 間を距

離段 階別の構成 をみ る と、NTTの 市外通 話 につ いて は、通話 回数 が
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第1-1-5図 電話 サ ー ビス 距離段 階別 通話 回数及 び通話 時 間(4年 度)

NTTと 新事業者4社 の合計
区域内 100km以 内100km超

503.9

L508.01
201.8
[195,6]

66,8
[65.1]

65.200[66100〕26,100[25.400]86りo唱[8
、5。〔,〕i

2,140

[2,130]
1.133413
[1,088][393]

通話 回数

(億 回)

772.5

[768.7]

58.1%[59.0%] 30。7%[30.1%]11.2%[10.9%]

通 話 時 間

(百 万 時 間)

3,686

[3.612]

0 102030405060708090100

NTTの 市外通話における距離段階別通話回数及び通話時間
100km以内100km超

183.7

[181.5]

40.0

[43.3]

82.100[80,8%]./179%[19.200ユ: 脚

通話回数

(億 回)
223.7

[2248]

1,044
[1,026]

269

[288]

20.5%[21.9%]

通 話 時 間

(百 万 時 間)

1,313

[1.314]

79.5%[78.1%]

0 102030405060 708090100

新事業者4社 の市外通話における距離段階別通話回数及び通話時間
100㎞以内100km超

18.2

[14.1]

26.7

[2L9]

40.59b[39.296]59.5雪 〕[60,80bユ

89

[62ユ

144

[105]

通話回数
(億 回)

44.9

[36.0]

通話時間

(百万時間)
233

[167ユ

38.2%[37,2%ユ 61.8%[62.8%]

0 102030405060 708090100

郵政省資料 によ り作成

(注)[]内 は前 年度 の数値である。



一10一 第1章 平成5年 情報通信の現況

223.7億 回(対 前年度比0.5%減)、 通話時問13億1千 万時間(同0.1%減)

と前年度 よ り減少 している。一方、新事業者の市外通話 につ いては、通

話回数が、44.9億 回(同24.7%増)、 通話 時間2億3千 万時間(同39.5%

増)と 、通話 回数、通話時間 ともに前年度 よ り増加 してい る。

(通話時間別通話回数)

総通話 回数 を通話時間別 にみ ると、1分 以内の通話の 回数が398.1億 回

(対前年度比1.3%増)で 最 も多 く、総 通話 回数 の51.5%(同0.4ポ イン ト

増)を 占めて いる。 この他 に増加 してい る通話では、10分 を超 える通話

が42.5億 回(同2、6%増)で あ り、1分 以内の通話 と10分 を超 える通話 の

回数が増加傾 向にある(第1-1-6図 参照)。

NTT、 新事業者別に通 話回数の構成 をみ ると、NTTの 増加 してい

る通話は1分 以内の通話 と10分 を超 える通話で、1分 以 内の通話が前年

度 より0.6ポ イン ト増加 し52.1%に 、10分 を超 え る通話が 同0.1ポ イン ト

増加 し5.5%に な っている。一方、新事業 者の伸 びている通話 は5分 を超

第1-1-6図 電話 サ ー ビス 通 話時間 別通 話 回数(4年 度)
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える通話で、同1.2ポ イン ト増加 し13.9%を 占めている。

(時間帯別通話回数)

1日 の時間帯別 に総通話 回数の構成 をみ ると、9時 か ら10時 の1時 間

における通話回数が最 も多 く全体の9.4%を 占めている。昼 間(8時 か ら

19時)は77.8%(対 前年度比0.2ポ イン ト減)、 夜間(19時 か ら23時)・ 深

夜早朝(23時 か ら翌朝8時)は22.2%(同0.2ポ イン ト増)で あ り、昼 間

の割合が減少 し、夜間及 び深夜早朝の割合 が増加す る傾 向にあ る。また、

NTT、 新事業者別の通話 回数総数におけ る時間帯別の通話 回数構成比

をみ ると、NTTで は昼 間が77.0%(同0.4ポ イン ト減)、 夜間 ・深夜早

朝23.0%(同0.4ポ イン ト増)で 、新事業者では昼間が87.3%(同2.1ポ

イン ト減)、 夜間 ・深夜早朝12.7%(同2.1ポ イン ト増)と な り総通話 回

数 と同様の傾 向 を示 してい る(第1-1-7図 参照)。

夜間及び深 夜早朝の割合 が増加傾 向にあるのは、4年 度 のNTT・ 新

事業者4社 に よる通話料金 の値下 げ、NTT・ 長距離系新事業者3社 に

第1-1-7図 電話 サ ー ビス 時 間帯 別通話 回数 の構成比(4年 度)
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よる選択制料金制度の提供 開始等に よ り、一般家庭 で夜 間の電話利用が

増加 して いるこ となどが影響 してい ると考 えられ る。

(ウ)加 入者線交換機端子数

5年12月 末現在 のNTTの 加入者線交換機 の総端子数 は、6,249万 端子

(対前年 同期比1.6%増)で あ り、 この うち長 距離系新事業者 に加入契約

が可能 な端子であるID送 出可能端子数 は6 ,127万 端子 で、総端子数 に占

め る比率は98.0%(同5.2ポ イ ン ト増)で ある。 また、高度 な電話サー ビ

スや料金の多様化 を実現す るための基礎 とな るデ ジタル交換機の端子数

は4,198万 端子 で、総端子数 に 占める比率 は67 .2%(同12.3ポ イン ト増)

である。

一方、新事 業者 である東京通信 ネッ トワー ク㈱の加入者線交換機 の総

端子数 は、5年12月 末現在、2万7,097端 子(対 前年 同期 比19.4%増)で

あ り、全端 子がデ ジタル交換機の端子 で、ID送 出可能 端子であ る。

(エ)電 話サー ビスの 多様化 の状況

利用者の電話サー ビスに対す る高度化 ・多様化す るニー ズに対応 して、

新 しいサー ビスの実用化が進め られてお り、5年 度 か ら新 たなサー ビス

が提供 開始 されている。

(大量情報提供サー ビス)

5年11月 か らNTTに より、例 えば災害 時の緊 急情報、 プロ野球やJ

リーグ等の試合経過 ・結果等 を、1本 の回線 で話 中にな るこ とな く複数

の利用者へ情報提供が で きるサー ビスである大量情報提供サー ビスが提

供 されている。

(電話投票サー ビス)

5年11月 か らNTTに よ り、テレビ・ラジオ放送、新聞等のマ スメデ ィ

ア を利用 したアンケー ト等への、視 聴者か らの電話 による投票結果 をN

TTが 自動的に集計 し、 その結果 を契約 者に通知す るサー ビスであ る電
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話投票サー ビスが提供 されている。

(VPN(仮 想専用網)サ ー ビス)

6年2月 か らNTTに よ り、契約者相互 で構成 したユーザー グループ

内にお いて、公衆網 を利用 しつつ、利用者に とっては、 あたか も専用線

による自営通信網 を構築 した場合 と同様 の効果 を実現す るサー ビスであ

るVPNサ ー ビスが提供 されている。

(迷惑電話 おことわ りサー ビスの試行)

5年12月 か らNTTに よ り、 いたず ら電話等、受信者が受信 した くな

い通話 を事前 に登録 してお き、 その通話 をブ ロックす るサー ビスである

迷惑電話お ことわ りサー ビスが、利用者数 ・提供地域 ・期 間等 を限定 し

試験的に提供 されてい る。

イ ファクシ ミリ通信 網サ ービス

送信情報の蓄積機能等 の付加機能が ネ ッ トワー クに付 与 され、ネ ッ ト

第1-1-8図 ファク シ ミ リ通 信網サ ー ビス 契約数の 推移
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ワー クが同報通信等のサー ビスを提供す るNTTの ファ クシ ミリ通信網

サー ビスの契約数 は、5年9月 末現在、57万4,357契 約(対 前年 同期 比

12.1%増)で ある。昭和56年9月 にサー ビスを開始 して以来、契約数 の

伸 び率 は鈍化 してい るものの増加傾 向にあ る(第1-1-8図 参照)・

ウ 移動通信サー ビス

(ア)無 線呼 出 しサービス

5年9月 末現在、無線呼出 しサー ビスの総契約数(NTT移 動通信網

㈱等地域別9社 と新 第一種電気通信事業者31社 の合計)は730万459契 約

(対前年同期比15.3%増 、伸 び率 は1.3ポ イン ト増)と な り順調 な増加傾

向にある(第1-1-9図 参照)。 契約数が順調に伸 びてい る理 由 として

は、利用料金等の低廉化、機器 等の機能の高度化 に よる利便性 の向上等

によ り利用す る人が増加 してい るため である と考 え られ る。

総契約数 をNTT移 動通信網(地 域別9社 の合 計)及 び新事業者別 に

第1-1-9図 無線 呼出 し契約 数及 び新事 業者 の シ ェアの推 移
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み ると、NTT移 動通信網(地 域別9社 の合計)の 契約数 は451万8 ,293

契約(同11,5%増)、 新事業者の契約数(新 事業者31社 の合計)は278万

2,166契 約(同22.0%増)で ある。総契約数における新事業者の シェアは、

5年9月 末現在38.1%で あ り、前年同期 よ り2 .1ポ イン ト増加 している。

(イ)携 帯 ・自動車電話サー ビス

(サ ー ビスの動向)

5年9月 末現在、携帯 ・自動車電話サー ビスの総 契約数(NTT移 動

通信網㈱等地域別9社 と新事業 者9社 の合計)は184万6,612契 約(対 前

年同期比18.8%増)で 、伸 び率 は鈍化 している ものの順調な増加傾 向に

あ る(第1-1-10図 参 照)。

総契約数 をNTT移 動通信網(地 域別9社 の合 計)及 び新事業者別 に

第1-1-m図 携帯 ・自動 車電 話契約 数及 び新事 業者 の シ ェアの推 移
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(注)1,携 帯 ・自動車電話サ ービス契約数の合計 であ る。
2,4年 度 からはデ ジタル方式 を含 む契約数である。
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み ると、NTT移 動通信網(地 域別9社 の合計)の 契約 数は110万9,273

契約(同17.4%増)で 、この うち、5年3月 か らNTT移 動通信 網㈱ に

よりサー ビス開始 されているデ ジタル方式の携帯 ・自動車 電話サー ビス

契約数は1,136契 約である。総契約数 に占め る新事業者の契約数(新 事業

者9社 の合計)は 、73万7,339契 約(同21 .1%増)で 、新事 業者の シェア

は、5年9月 末現在39.9%(同0.7ポ イン ト増)と な り、総 契約数全体 の

約4割 を占め るまでになってい る。

アナ ログ方式のサー ビスについては、既に全国でNTT移 動通信網 の

地域別各社 または新事業者のサ ー ビスを選択 す るこ とが可能 となってお

り、 また、通信 品質 の向上、高度 な秘 話通信機能等の特徴 を有す るデ ジ

タル方式につ いては、6年4月 か ら一部 の新事業者 によるサー ビス開始 、

さらに先にサー ビス開始 した事業者による提供地域の拡大 や新 たな新事

業者に よるサー ビス開始等が6年 度 には予定 されている。

一方、6年4月 か らアナ ログ方式及びデジ タル方式 につ いて機器 の売

切 り制が実施 され てお り、利用者 に とって、サー ビス方式、事 業者、機

デジタル携帯 ・自動車電話を利用 したデータ通信
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器につ いて、 自己のニー ズ等に従 って選択 できる幅が広が るな どサー ビ

スの向上が図 られている。

(ト ラ ピックの状況)

4年 度 におけ る携帯 ・自動車電話 の総通話回数 と総 通話時間(NTT、

NTT移 動通信 網㈱ 、新事業 者9社 の11社 ㈹合計)は 、それ ぞれ19.1億 回

(対前年度比37.4%増)、4,770万 時 間(同40.7%増)で ある。

1通 話 当た りの平均通話時間 を加入電話 と比較す ると、加入電話は2

分52秒 であるのに対 して、携 帯・自動車電話 は約半分 の1分29秒 であ り、

携帯 ・自動車電話は簡潔 な通 話に利用 されていることが うかがえる。

また、距離区分別の通話状況 をみ ると、160km以 内の通話では、通話回

数が18.4億 回(総 通話 回数の96.3%)、 通 話時問4,480万 時間(総 通話時

間の93.9%)で あ り、160㎞ を超 える通話 では、通話 回数が0.7億 回(同

3.7%)、 通話時間290万 時間(同6.1%)と なってお り、160㎞ を超 える通

第1-1-11図 携帯 ・自動車 電話 サ ー ビス 距離区 分別通 話 回数及 び通話 時間

160km以 内

18,4億 回

ll8繍問一 ・

郵政省資料によりf乍b曳

(注)NTTは4年4月 ～6月 、NTT移 動 通信 網㈱ は4年7月 ～5年3月 の数値

であ る。
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第1-1_12表 携 帯 ・自動車 電話 と加 入電 話の 相互 通話 状況(通 話 回数)

着信
発信 加 入 電 話 携帯 ・自動車電話 合 計

一

携帯 ・自動車電話 13.0億 回 1.1億 回 14.1億 回

加 入 電 話 5.0億 回 5.0億 回

合 計 13.0億 回 6.1億 回 19.1億 回

郵政省資料によ り作成

話が極めて少な く、近距離の通話 を中心に利用 されて いるこ とが うかが

える(第1-1-11図 参照)。

さらに、携帯 ・自動車電話 と加入電話 との相 互通話 の状況 をみ ると、

携帯 ・自動車電話か ら加入電話へ発信 した通話 回数 は13.0億 回、加 入電

話か ら携帯 ・自動車電話へ着信 した通話 回数 は5.0億 回 となってお り、携

帯 ・自動車電話が発信 中心 に利用 されているこ とが分 か る(第1-1-12

表参照)。

(ウ)そ の他の移動通信サ ー ビス

第一種 電気通信事 業者が提供 す るその他 の移動 通信 サー ビス として

は、従来か らNTTが 提供 している船舶電 話、列車公衆 電話、航空機公

衆電話等のサー ビス と、新事業者が提供 を開始 したサー ビスが あ る。

NTT移 動通信網㈱に よ り提供 されてい る船舶 電話サー ビスの契約数

は、5年9月 末現在、2万3,300契 約(対 前年同期比2.4%増)で 伸 びが

低下 している。 また、昭和61年 にサー ビスが開始 された航空機公衆電話

は、5年9月 末現在204台(同24。4%増)が 設置 され、 さ らに、NTTに

よ り提供 されている列車公衆電話は、昭和40年 に東海道新幹線 において

サービスが開始 された後、山陽、東北及び上越新幹 線等 と利用可能 な列

車が拡大 され、5年9月 末現在1,520台(同11.6%増)が 設置 されてお り、

設置台数が順調 に増加 してい る。
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一 方、新事業 者が提供す る移動通信 サー ビスで あるマ リネ ッ ト電 話

サー ビスは、5年9月 末現在3社 がサー ビスを提供 してお り、総契約数

は3,823契 約(同11.6%増)で 伸 びが鈍化 している。 同 じく、簡易陸上移

動 無線電話(コ ンビニエ ンス ・ラジオ ・フォン)サ ー ビスは、5年9月

末現在7社(同3社 増)が サ ー ビスを提供 してお り、総契約数 は1万667

契約(同45。1%増)と 、会社数 の増加 とともに契約数 も増加傾 向にあ る。

また、6年4月 、マ リネ ッ ト電話及び簡易陸上移動無線の端末機器の売

切 り制が実施 されてお り、この分野において も利用者の利便性向上 が図

られている。

また、元年12月 に 日本 シティメデ ィア㈱がテ レター ミナルシステムに

よりサー ビスを開始 したデジタルデー タ伝送サー ビスの契約数は、5年

9月 末現在 、2,027契 約(同38.2%増)で ある。

工 専用 サー ビス

専用サー ビスには、一般専用サー ビス、高速デ ジタル伝送サー ビス、

映像伝送サー ビス、テ レビジ ョン放送 中継サー ビス、無線専用サー ビス

等 がある。専用サー ビスの分野で新 たにサー ビスを開始 した新事業者 に

つ いては、5年10月 、中国通信 ネ ッ トワー ク㈱が一般専用サー ビス、高

速 デジタル伝送サー ビス、映像伝送サー ビスにつ いてサー ビス提供 を開

始 している。また、5年10月 、NTTに より新 たな超高速 品 目である150

Mb/sの サー ビスが提供 開始 され るな ど各事 業者に よ リサー ビス品 目の

追加が実施 され、サー ビスの多様化が一層進展 してい る。

ここでは、近 年伸 び率 が著 しい高速伝 送が可能 な高速デ ジタル伝 送

サー ビス と、国内専用サー ビスの総回線数の9割 以上 を占め る一般専用

サー ビスについてその動向 を概観す る。

(ア)高 速デ ジタル伝送サー ビス

高速デ ジタル伝送サー ビスは、①デー タ伝送 と電話 を統合 した利用、
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②LAN相 互聞の高速デー タ伝送、③広帯域 を要 す るテ レビ会議等の企

業情報通信 ネッ トワー ク等の回線 として利用 されている。

高速デジタル伝送サー ビスの総 回線数(NTTと 長距離系及 び地域系

新 第一種電気通信事業 者の合計10社 の総数)は 、5年9月 末現在、2万

2,867回 線(対 前年 同期比32。6%増)と 大 きな伸 びを示 して いる。 この う

ち新事業者 の回線数は5,860回 線(同30.1%増)で 、総 回線数 におけ るシェ

アは25.6%(同0.5ポ イン ト減)と 総 回線数の約1/4を 占め るまでに成

長 している(第1-1-13図 参照)。

総 回線数は、伸 びが鈍化 している ものの増加傾 向にあ り、 なかで も回

線数が大 き く伸 びてい る品 目は64kb/s回 線 で9,421回 線(同60.1%増)で

あ り、 また、新事業者のシェアが高い品 目は、1.5Mb/s回 線40.6%(同

2。1ポイン ト増)、6Mb/s回 線47.0%(同5.8ポ イン ト増)と 、全体 とし

千
回
線

25

第1-1-13図 高速デジタル伝送サービス回線数及び
新事業者のシェアの推移
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て高速の回線 品 目の方が シェアが高いこ とが うかがえる。

経済の低迷 の影響等に よ り回線数の伸 び率は鈍化 してい るものの、需

要 は依然高 く、増加傾向にあ る。

(イ)一 般専用サー ビス㈱

一般専 用サー ビスは、① 電話、 ファクシ ミリ通信、② 銀行 の預金業務

のオンライン処理、③航 空会社 の座席予約業務 の リアルタイム処理、④

流通業のPOSシ ステム等 のデー タ伝送、⑤放送業の ラジオ放 送中継等

に利用 されてい る。

一般専用サー ビスの総 回線数(NTTと 長 距離系及び地域系新第一種

電気通信事業者 の合計10社 の総数)は 、5年9月 末現在101万8,870回 線

(対前年 同期比2.9%増)で ある(第1-1-14図 参照)。

第1-1-14図 一 般専用 サ ー ビス回線 数の推 移
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NτT、 新事業者資料に より作成

(注)一 般専 用 サー ビス は、ア ナ ログ伝 送 に よって決 め られ た周 波数 帯 を利 用 で き

る 「帯 域 品 目」と、 デ ジ タル伝 送に よ り一定 の伝 送速 度 を保証 してい る 「符号 品

目」 に大別 され る。
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総 回線数 を帯域 品 目 ・符号 品目別 にみ ると、帯域 品目の総 回線数は68

万5,050回 線(同1,2%増)と 増加傾 向にある。 この うち電話網相 当の規

格 を有す る3.4kHz回 線 と音声伝送 回線が大部分(帯 域 品 目の回線数 の

98.5%)を 占めてお り、 これ らの回線数の合 計は67万4,855回 線(同1.2%

増)で ある。

一方
、符号品 目の総 回線数 は33万3,820回 線(同6.6%増)と 増加傾 向

にあ る。 この うち50b/s回 線が26万3,525回 線(同6.6%増)と 符号 品 目の

回線数 の78.9%を 占めてお り、 また、前年 同期 比で伸 びが 大 きい回線品

目は、9,600b/s回 線で4万444回 線(同14.4%増)と な ってい る。

また、新事 業者の総 回線数は1万2,044回 線で あ り、一般専用線 の総 回

線数におけるシェアは1.2%(同0.3ポ イン ト増)と 小 さい。

帯域 品 目、符号品 目ともに回線数の伸 びは鈍化 してい るものの、回線

数は増加傾向 にある。

オ デジタルデータ伝送サー ビス

NTTの 提供 す るデ ジタル デー タ伝 送サー ビスに は、パ ケッ ト交換

サー ビス及び回線 交換サー ビスがあ る(第1-1-15図 参照)。

パケ ッ ト交換サー ビスの回線数は、5年9月 末現在39万8,741回 線 、(対

前年同期比9。6%増)で ある。特に、加入電話網 を介 してパ ケ ッ ト交換網

に簡単 にアクセスで きる第2種 パケ ッ ト交換サー ビスの 回線数 は、5年

9月 末現在35万6,877回 線(同12.4%増)で 、伸びは鈍化 している ものの

増加傾 向にあ る。 回線交換サー ビスは2年 度以降減少 してお り、5年9

月末現在7,058回 線(同14.2%減)で ある。

一方、新第一種 電気通信事 業者の うち、唯一デ ジタルデー タ伝送サー

ビス を提供 してい る中部 テレコ ミュニケー シ ョン㈱ によるパ ケッ ト交換

サー ビスの回線数 は、5年9月 末現在221回 線である。
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デジ タルデ ータ伝送 サ ー ビス 回線数 の推移

585960616263兀2345.9

年 度 末

NτT資 料 に よ り作 成

カlSDNサ ービス

ISDNサ ー ビスは、音声に よる通信、 ファクシ ミリ、デー タ及び映

像等の情報 を大量に、高品質かつ経済的 に伝送 したい とい う高度化、 多

様化す る情報通信の需要 に応え るため、デ ジタルネ ッ トワー クに より提

供 されている公衆サー ビスであ る。現在、NTTが 提供 してい るISD

Nサ ー ビスには、基本 インタフェー スに よるINSネ ッ ト64と 、 よ り高

速 な通信 も可能 なINSネ ッ ト1500が あ る。 さ らに、通信形態に応 じた

通信モー ドの選択が可能であ り、通信モー ドの種類には、通話、デジタ

ル通信(64kb/sの ほか、1次 群 インタフェー スは384kb/s及 び1.5Mb/s

の選択が可能)、 パケ ッ ト通信 がある。また、通 話中着信通知、フレック

スホン(注D等の電話サー ビスよ りも高度 な付加サー ビス もある。

(注1)INSネ ッ トの 契約 者 が 付 加 機 能 と して受 け られ るサー ビ スで、 コー ル

ウ ェイ テ ィング機 能等4つ の機能 が あ る。
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INSネ ッ トサー ビスの主な利用用途 としては、INSネ ッ ト64に つ

いて は コン ビニエ ンスス トアの売上高 管理 等 のデー タ通信、 高精細 な

フ ァクシ ミリ通信等 を中心 に、 またINSネ ッ ト1500に つ いてはPBX

やデー タ通信等 の企業通信 システム、テ レビ会議等の映像伝 送等 を中心

に利用 されてい ると考 え られ る。

NTTに より提供 されているISDNサ ー ビスは、5年12月 末現在 ・

サー ビス提供地域数(注2}が2,546地域(対 前年 同期 比9.7%増)で 、契約 回

線数 は、INSネ ッ ト64が21万1,436回 線(同55.7%増)、INSネ ッ ト

1500が4,137回 線(同49.4%増)で あ る(第1-1-16図 参照)。

ISDNの 利用は、専 用線のバ ックア ップ としての利用等か ら上記の

第1-1-16図ISDNサ ー ビス回線 数及 び提 供地 域 数の推 移
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(注2)こ の場合 の地域 は 、NTTの 加 入 電話 サ ー ビ スに おけ る電 話加 入 区域 と同
一 の もの であ る

。
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ような利用分野での形態が増えて きてお り、今後 も契約 回線数は増加 し

てい くもの と考 えられる。

キ 衛星通信 サー ビス

衛星通信サー ビスは、衛星 通信が有す るサー ビスエ リアの広域性、回

線設定の柔軟性 、伝達 の同報性等の特徴 を利用 して、従来 よ り離 島通信 、

災害対策、臨時 回線の設定等 に利用 されているほか、 ケーブルテレビ局

向け番組配給、 テレビ中継、 ニュースの現場 取材(サ テライ ト ・ニュー

ス・ギャザ リング(注))、企業 内映像 情報伝送等の多様 なサー ビスに通信衛

星の利用 が進展 してい る。

6年3月 末現在運用 中の通信衛星 は、衛星 を開発 した宇宙開発事業団

と現在利用 して いるNTT等 が共 同所有 している通信衛星3号 一a(C

S-3a)及 び通信衛星3号 一b(CS-3b)、 ㈱ 日本サ テライ トシス

iヤ

輪 一

衛星通信を利用した移動局(奥 尻島)

(注)パ ラボ ラアン テナ等 の送 信機 器 を積 ん だ車 載局 や可 搬局 を取材 現場 に 送 り、

そこか ら通信衛 星 を経 由 して 、送信 ス タ ジオ にニ ュー ス素 材 を送 るシ ステム で

ある。
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テム ズのJCSAT-1及 びJCSAT-2、 宇 宙通 信㈱ の スーパー

バー ドA及 びスーパーバー ドBの6機 であ り、 トランスポンダ(電 波 中

継器)数 は138本 、(CS-3の24本 、JCSATの64本 、 スーパーバー

ドの50本)で あ る。 また、通信衛星 を利用 して情報の送受 信 を行 う地球

局 として無線局免許 を受けている数は、5年12月 末 現在4,142局 であ る。

ク 電報サ ー ビス

NTTに よ り提供 されている電報サー ビス は、5年 度上 半期 の電報通

数が2,166万 通 であ り、昭和61年 度以降総通数の増加傾 向は続 い ていた

が、4年 度の通数が前年 度 よ り減少(対 前年度比0 .5%減)し 、5年 度上

半期 について も対前年度同期比0.7%の 減少 となっている(第1-1-17

図参照)。 昭和60年 度以降にサー ビスが開始 された「メロデ ィ」、「押 し花」

第1-1-17図 電報通 数 の推移
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等の付加価値電報の通数が慶弔電報に 占め る割合 は増加 を続けてお り、

5年 度上半期の付加価値電報の通数 は1,299万 通 で同8.7%増 とな り、慶

弔電報 の通数の65.5%(伸 び率5.1ポ イン ト増)を 占めている。

また、従来、漢字 は、あ らか じめ定め られた文例 でしか利用 できなか っ

たが、6年2月 か ら、受取 人の住所 ・氏名 及び通信文 につ いて任意の漢

字 を使用 で きる漢字電報サー ビスが提供 されている。

ケ ビデオテ ックス通信サー ビス

キャプテン方式に よるビデオテ ックス通信サー ビスがNTTに より提

供 されてお り、 ビデオテ ックス通信サー ビスの利用契約数は、6年2月

末現在15万6,253契 約 で対前年同期比13.4%増 である。

コ オフ トー ク通信サー ビス

オフ トー ク通信 サー ビスは、加入電話等の利用者に対 して、電話等で

使 用 され ていない時の回線 を利用 し、情報提供セ ンターか ら音声等に よ

り情報提供 を行 うためのサー ビスであ る。情報提供 センターにつ いては、

自治体等が運営 して行政情報、防災情報、生活情 報等を提供す るもの、

農協 ・漁協等の協 同組合が運営 して農 ・漁業情報 、市況情報等 を提供 す

るもの、企業等が運営 して趣味 ・娯楽情報、ニュー ス等 を提供す るもの

な どがあ り、地域に密着 した情報提供 の手段 として役立て られている。

NTTに より提供 されているオ フ トー ク通信 サー ビスは、6年1月 末

現在、セ ンター数が159セ ンター、契約数が22万8,210契 約である。

サ 国内電気通信料金

(ア)電 気通信料金の改定

(電気通信 料金の低廉化)

近年、加入電話 サー ビスを中心 として、電気通信の各分野において料

金の低廉化が進んでいる。 日本銀行の 「企業 向けサー ビス価格指数」に

よると、全 サー ビス業の総平均では昭和60年 を100と す ると、5年 の指数
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第1-1-18図 企業 向 けサ ー ビス価 格 指数 の推 移
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「企 業 向 けサ ー ビス 価 格 指 数 遡 及 表」(日 本 銀 行)に よ り作 成

(注>1.図 中 、1、n、 皿 、IVは 、 各 々1～3月 、4～6月 、7～9月 、10～12月 を示 す 。

2,こ こで は 付 加 価値 通 信 とは バ ケ ツ ト交 換 、 回線 リセ ー ル 、 電 子 メー ル 及 び

フ ァ ク シ ミリ通信 で あ る 。

(5年1月 か ら12月 までの平均値)は117.0で あ り17.0ポ イン ト上昇 して

い るのに対 して、5年 の国内電気通信 の指数 は88 .4で あ り、11.6ポ イン

ト低下 している。特に、無線呼出 し(5年 の指数70.0)、 自動車電話(同

73.8)、 専用 回線(同84.6)の 指数 が大 きく低下 して いる(第1-1-18

図参照)。

5年 度においては、電話サー ビス、専用サー ビスの分野 で料金 の値下

げが実施 され ている(第1-1-19表 参照)。

電話サー ビスの料 金の値下げについては、5年10月 、NTTに よ り、

30kmを 超える各距離区分の通話料金にっ いて、平年べ一 スで年2 ,700億 円

規模 の値下 げ(な お、改定区間の ダイヤル通話料収入 に対す る値下げ率

は21,4%)が 実施 された。今 回の値下 げ実施 によ り、① 遠近格差 が15年
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前 と比べ 、平 日昼 間3分 通話 した場合 で1対72か ら1対18へ と4分 の1

に縮小 され、② 距離 区分が簡素化 され10段 階の区分が8段 階にな り、③

第1-1-19表5年 度 にお ける主 な通信 料金 の改定 の状況

珊 事 業 者 実施時期 利 用 料 金 等 の 改 定 の 概 要

電

話

NTT 5年10月19日 電 話サ ー ビスの 市外 通 話料 金

値 下 げ の概 要

・値 下 げ率21 .4%

・最 遠 距 離(160km超 〉を3分 間 当 た り20円 値下 げ

・中距 離(30～160km)を3分 間 当 た り10～60円 値

下 げ

・距離 区 分 を10か ら8段 階に 簡 素化

・深夜 ・早朝 時 間帯 割 引率 の 拡大

第二電電㈱

日本テレコム㈱

日本高速通信㈱

5年11月4日 電話サー ビスの通話料金
・エン ドエン ド料金制度の導入及び料金水準の引

き下 げ

東京通信 ネッ ト

ワー ク㈱

6年3月15日 電話料金体系の変更等
・施設設置負担金(1回 線当た り約7万2 ,000円〉

の廃止

・基本料(1回 線当た り月額1 ,950円)の 新設
・通話料金について、全距離区分 とも通話時間に

応 じた従量料金制に変更
・NTTと の接続通話にエン ドエン ド料金制 を導

入
・深夜 ・早朝割引料金 を新設

専

用

NTT 6年2月1日 専 用 線 サー ビス の利 用料 金

・高速 デ ジタル 伝 送サ ー ビスの料 金 に つ いて 、 平

均10%の 値 下 げ

なお 、 対 象距 離 区分 は 、64kb/s～512kb/sは30

kmを 超 え る もの、768kb/s～6Mb/sは15kmを 超

え る もの が対 象

公

衆

電

話

NTT 6年10月1日 公衆電話 の通話料金
・市内通話料金について、1分 間10円 の通話 とな

るよ うに値上げ(た だし、改定後半年間は90秒

で10円 とす る)
・市外通話料金について、3分 間通話 した場合に

20円相 当額 の値上げ
・160km超える距離区分 については、20円相当額の

値下げ

郵政省資料に より作成
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中距離 の遠近格差 も縮 小 された。

また、長距離系新事業者3社 に よ り、5年11月 、エ ン ドエ ン ド料金の

導入及び料金水準の引 き下げが行われた。

さらに、6年3月 、東京通信 ネ ッ トワー ク㈱ が電話料金体系 の抜本的

な改定 を行 い、施設設置負担金 の廃止、基本料 と通話料か らなる二部料

金制への変更、NTTと の接続通話 につ いてエ ン ドエン ド料金制 の導入、

深夜早朝割引料金 の新設等が実施 され、料 金水準 も引 き下 げ られ た。

移動通信サー ビスの料 金につ いて、携帯 ・自動車電話移動機 の売切 り

制導入に伴い、6年4月 、携帯 ・自動車電話、簡易陸上移動無線電話及

びマ リネッ ト電話の全事業者に よ り基本使用料 の値下げが実施 され た。

専用線サー ビスの料金 にっい て、6年2月 、NTTに よ り高速デ ジタ

ル伝送サー ビスの料金が平均10%値 下 げされ た。 また、6年4月 、長距

離系新事業者3社 に よ り一般専 用サー ビス及 び高速デ ジタル伝送サー ビ

スの料金が値下げ された。

(公衆電話料金 の改定)

5年10月 、NTTに よ り提供 されて いる公衆電話サー ビスの分野で料

金改定が実施 され、市内通話は これ まで3分10円 であった料金 を1分10

円(た だ し、改定後半年 間は90秒10円)に 値上 げ し、市外通話 は3分 問

の通話で20円 相 当額の値上げ(た だ し、160km超 の距離区分 では20円 相 当

額の値下 げ)を 行 った(第1-1-19表 参照)。

(イ)電 気通信 料金の 多様化

電話等の料金の競争 は、従来、料金水準面 を中心 に展開 され て きたが、

加入者交換機のSPC化 の進展に より多様 な料金 を導入 で きる設備面 の

環境が整備 されて きたこ とな どか ら、近年 、利用者のニー ズ、利用形態

の 多様化等に対 応 した多様な料金が設定 され るよ うに な りつつ あ る。

5年 度においては、電話サー ビス、移動通信サー ビス、専用 サー ビス



第1-1-20表

第1節 情報通信サー ビスの動向 一31-

5年 度 におけ る主な通信 料金 の 多様化 の状 況

珊 事 業 者 実施時期 利 用 料 金 等 の 多様 化 の 概 要

電

話

NTT 5年11月19日 電話サー ビスの通話料金
・料金明細の記録可能 な加入電話契約者に対 し、

利用者の選択 により、毎月一定額を支払 うこと

で、通話 した時間帯・曜 日にかかわ りなく、市外

通話料金を一定率(割 引率10%(定 額料550円)、

15%(定 額料1,550円))割 り引 く制度を提供

日本 テ レ コム㈱ 5年12月25日 電 話 サー ビ スの通 話料 金

・利用 者 の選 択 に よ り毎 月一 定 額 を支 払 うこ とで、

通話 した 時 間帯 ・曜 日にか か わ りな く、通 話料

金 を一 定率(割 引率10%(定 額料500円)、15%

(定額 料1,500円)、 ただ し、 第 二電 電㈱ は、 さ

らに12.5%(定 額料1,000円))割 り引 く制 度 を

提供

第二電電㈱

日本高速通信㈱

6年1月1日

東京通信ネ ッ ト

ワー ク㈱

6年3月15日 電話サー ビスの通話料金
・区域 内通話 を除 く直網通話(自 社の網 内で終始

する通話)及 び接続通話につ いて、毎月一定額

(1,500円)を 支払 うことで区域外通話の通話料

金を一定率(割 引率15%)割 り引 く通話料金の

月ぎめ割引制度を提供
・全ての直網通話及び接続通話について、月単位

で一定 時間内定額料 金(40時 間 まで月額2万

6,000円 で、40時間 を超える場合 は10時間 までご

とに6,500円 を加算)と する時間ぎめ定額制の料

金制度 を提供

携
帯
・

自
動
車
電
話

日本 シ テ ィメデ

ィア㈱

5年4月1日 テ レ ター ミナル 通信 サ ー ビスの 利用 料 金

・月 間通信 量 が一 定 の パ ケ ッ ト数 ま では 、通 信料

金が 定 額 とな る定 額料 金(4,600円 、7,600円)

の制 度 を提 供

なお 、 基本 料(2,400円)は 別 途支 払 う
・夜 間 、 深夜 ・早朝 及 び土 ・日 ・祝 日の 利用 区 分

時 間毎 に通信 料 金 の割 引制度 を提 供

専

用

中部 テレ コ ミュ

ニ ケー シ ョン㈱

5年4月1日 専用線サービスの利用料金
・高速 デジ タル伝送サービスの利 用料金 につい

て、割 引率2%、3%、4%の 割 引制度を提供

NTT 6年2月1日 専用線サー ビスの利用料金
・高速デ ジタル伝送サービスの利用料 金にっ い

て、長期継続利用に6年 契約(割 引率11%)を

追加

郵政省資料によ り作成
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の各分 野で、 多様化 した料金が各事業者 にお いて提供 されてい る(第1

-1-20表 参照)
。

電話サー ビスの料金 多様化 として、5年11月NTTに よ り、通話料 金

について利用者の選択 によ り毎月一定額 を支払 うことで、通話 した時間

帯 ・曜 日に係 わ りな く市外通話料金 を一定率割引 く選択 料金が提供 され

た。

また、5年12月 か ら6年1月 に長 距離系新事業者3社 に よ り、通話料

金について利用者の選択 によ り毎月一定額 を支払 うことで、通話 した時

間帯 ・曜 日に係 わ りな く通話料 金 を一定率割 引 く選 択料金 が提供 され た。

さらに、6年3月 東京通信ネ ッ トワー ク㈱ によ り、通話料金につ いて

利用者 の選択 によ り、①毎 月一定額 を支払 うこ とで区域 外通話 を一定率

割引 く通話料金の月 ぎめ割 引制、② 月単位 で一定時間内定額料金 とす る

時間 ぎめ定額制の2種 類 の選択的料金制度が提供 された。

移動通信サー ビスの料金 多様化 としては、5年4月 日本 シティメデ ィ

ア㈱ に より、テ レター ミナル通信 サー ビスの通信 料金につ いて① 月間通

信 量が一定値 までは通信料金 を定額制 とす る料金制度、②夜間、深夜 ・

早朝及び土曜 ・日曜 ・祝 日の通信料金 を割 引 く割 引制度が提供 された。

また、6年4月 、携帯 ・自動車電話 の全事業者、簡易陸上移動無線電話

の㈱ テ レコム青森及び釧路 テレコム㈱ に よ り選択二部料金制㈲が提供 さ

れた。

専用 サー ビスの料金 多様化 としては、5年4月 、中部 テレ コ ミュニケー

シ ョン㈱ によ り、高速 デジタル伝送サー ビスの高額利用者 に対す る割 引

制度 と、6年2月NTT、6年4月 長 距離系新事業者3社 に よ り、高速

(注)選 択 二部 料金制 とは、定 額 の基本使 用 料 を複数 設定 し、それ に対応 した通 話料

を設 定す る もの で、 「高 い基本使 用料 と低 い通 話 料」 と 「低 い基 本使 用 料 と高 い

通話料 」 といった複数 の二 部料 金 を設定 す る もの。
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デ ジタル伝送サー ビスの長期継 続利用に対す る料金割引内容 が拡充 され

た。

② 放送サ ー ビス

5年 度 の放送サー ビス分野の動 向を概観 する と、 まず、衛星放送につ

いては、 昨年度に比べ契約数の伸 びは鈍化 しているものの、NHKに よ

るテレビジ ョン放送 を中心 に着実 な普及がみられ る。

通信衛星 を利用 した放送は、テ レビジ ョンについて10社10番 組、PC

M音 声放送 につ いて4社12番 組 が認定 されている。5年 度には、テレビ

ジ ョン放送について、複数契約時 の割引料金制度が導入 され るな ど普 及

への取組 が進ん でいる。

ハ イビジョン試験放送 についてはハイ ビジョン用 テレビの価格低廉化

等 を受 け家庭への普及が進んでいる。

ケー ブルテレビの分野 では、大規模 ケーブルテレビを中心に施設数 、

契約数の拡大傾 向が続 いてい るほか、大量伝送、双方 向の機能 を利用 し

た新 しいサー ビスの提供に向けた取組がみ られ る。

また、5年 度 は、放送局 の再免許の時期に 当た っていたため、5年11

月に、 日本放 送協会 ・放送大学学園 ・地上系民間放送事業者186社 ・衛 星

系民間放送事 業者5社 に対 して免許が与え られてい る。

ア 放送時 間 ・放送局数 の動向

(ア)放 送時間

民間放送事業者に よる、5年10月 か ら12月 の1日 当た りの総放送時間

は、 テレビジ ョン放送が、2,392時 間(対 前年同期比1.6%増)、 ラジオ放

送 が2,107時 間(同3.8%増)で あ った。 これ を1社 当た りにつ いてみ る

と、 それぞれ20時 間6分(同1分 減)、23時 間9分(同5分 増)と なって

いる。

一方
、NHKの4年 度におけ るチャンネル別の1日 当た り平均放送時
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間は、総合 テ レビジョン放送が19時 間3分(対 前年度比6分 減)、 教育 テ

レビジョン放送が18時 間12分(同7分 増)、 ラ ジオ第1放 送が23時 間26分

(同23分 増)、 ハ イビジョン定時実験放送 の終 了に伴 い放 送時間が延長 さ

れた衛星第2テ レビジョン放送が22時 間39分(同68分 増)等 であった。

(イ)放 送局 数

5年 度末現在 の放送局数(中 継局数 を含む)は 、地上 系及び衛 星系の

合計で、3万8,690局(対 前年度比1.5%増)で あ った。 この内訳は、N

HKが1万8,210局(同0.09%増)、 放送大学学 園が5局(増 減 な し)、 民

間放送が2万475局(同2.8%増)と なってい る。

イ 衛星放送

5年 度におけ る放送衛 星3号(BS-3)に よる衛星放送 としては、

NHK及 び 日本衛星放送㈱(JSB)に よるテ レビジョン放送 、衛星 デ

ジタル音楽放送㈱(SDAB)に よるテ レビジョン音声 多重放送 が行 わ

雛'

/

ペダ

放送衛星(BS-3)
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第1-1-21図 衛 星放送 受信 契約 数の推移
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NHK、 日本 衛 星 放 送㈱ 、 衛 星 デ ジ タ ル音 楽 放 送㈱ 資料 に よ り作 成

れている。

これ らの放送の5年12月 末現在 の契約者数 は、NHKが 対前年同期 比

90万4千 契約増(19.3%増)の558万7千 契約 、JSBが 同26万4千 契約

増(22.3%増)の144万8千 契約 、SDABは 、 同1万7千 契約増(43.1%

増)の5万8千 契約 とな っている(第1-1-21図 参照)。NHK衛 星放

送受信契約数 がNHK受 信 契約総数に 占める割合 をみ ると16.2%(対 前

年同期比2.5ポ イン ト増)で あ り、 また、NHK衛 星放送受信契約数(5

年12月 末現在)を 全 国の世 帯数(住 民基本 台帳に よる。5年3月31日 現

在)と 比較す ると8世 帯に1世 帯程度の比率 になるな ど、衛星放送が社

会に普及 しは じめていることが分か る。

ウ 通信衛星による放送

通信衛星 を利用 した放送については、5年7月 までにPCM音 声放送
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第1-1-22表CS放 送事 業者 の概 要

区分 委託放送事業者名 主 な 放 送 内 容 業 務 開 始 日(有料放送開始 日)

テ

レ

ビ

ジ

ョ

ン

放

送

㈱ スペ ー ス シ ャワ ー
ロック系の音楽

(国内及び海外)

平 成4年5月1日

(4年10月1日)

㈱ ジ ヤパ ン ス ポー ツ

チ ャ ンネ ル
スポー ツ(国 内及び海外)

平成4年5月1日

(4年10月1日)

衛星映画演劇放送㈱
映画(邦 画主体)

演劇

平成4年12月1日

(5年4月1日)

㈱ サ テ ラ イ ト

エ ー ・ピー ・シ ー

関西地方の スポー ツ

上方演芸

平 成6年4月1日

(6年6月1日 予定)

㈱ 日本 ケー ブ ル テ レ ビ

ジ ョン
CNNを 中心 とす る国際ニュー ス

平成4年4月21日

(5年5月1日)

㈱ ス ター ・チ ャン ネル 映画(洋 画主体)等
平 成4年4月21日

(4年5月1日)

ミュー ジ ックチャ ンネル㈱

各 ジヤンルの音楽

(国内及び国外)

音楽情報

平 成4年10月1日

(4年12月 ユ日)

ミサ ワバ ン㈱
学生 ・一般向け教育番組、教養番

組

平 成5年10月1日

(5年11月1日)

㈱衛星チ ャンネル
ニ ユ ー ス ・情 報

(国 内及 び国外)

平 成5年10月1日

(5年11月1日)

㈱ スペ ー ス ビジ ョ ンネ ッ

トワー ク

スポー ツ中継

上方芸能、娯楽

平 成5年10月1日

(5年11月1日)

㈱ ピー シー エ ム ・ジパ ン

グ コ ミュニ ケー シ ョ ンズ

・海 外 ロッ ク

・国 内 ロ ック

・趣 味 ・教 養

平成4年6月18日

(4年12月1日)

ニ ッポ ン ミュー ジ ッ ク コ

ン グ レス㈱

・カ ン トリ～ 音 楽(英 語)

・環 境 音楽 ・クイ ズ等

・国 内音 楽 ・趣味 ・教 養

平 成4年8月18日

(4年12月1日)

P

C

M

音

声

放

送

㈱ ミュー ジ ックバ ー ド

・クラ シ ッ ク(英 語)

・世 界の ヒ ッ ト曲

・若者 向け 音 楽

平成4年8月3日

(5年12月1日)

㈱ サ テラ イ トミュー ジ ッ

ク

・海 外 ポ ツプ ス

・国 内 ポ ップ ス

・ラ イ ト ・クラ シ ッ ク

平成4年8月3日

(5年12月1日)

『 ～
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については4社12番 組、テ レビジ ョン放送については10社10番 組が認定

され、4年4月 以降、映画や音楽、スポー ツといったエ ンター テイメン

トを中心に、有料 の専 門チ ャンネル として既 にサー ビスを開始 してい る

(第1-1-22表 参照)。

通 信衛 星(CS-3)

5年12月 末現在、PCM音 声放送の受信契約数は、約4千 契約(対 前

年同期比100%増)、 テレビジョン放送 の受信契約数 は、約10万6千 契約

(対前年同期 比194.4%増)と なっている。 これ を全 国の世帯数(住 民基

本台帳 による。5年3月31日 現在)と 比較す る と400世 帯 に1世 帯程度の

比率 となる。

また、通信衛 星 を利用 したテ レビジ ョン放送 については、5年9月 及

び11月 に、複数 事業者 と契約す る際の視聴料の割引制度が導入 され、普

及の呼び水 となることが期待 されている。
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エ ハ イビジ ョン放 送

5年 度のハ イ ビジ ョン試験放 送は、㈹ハ イビジ ョン推進協会 によ り、

5年 末 までは1日 平均8時 間、6年1月 か らは1時 間延長 され1日 平均

9時 間の放送が実施 された。 また、6年4月 か らは、1日10時 間程度に

放送時間が拡大 されている。番 組内容 は、スポーツ ・音楽 ・ドキュメン

タ リー ・映画 ・ドラマ等 であるが、特 に5年 度 においては、5年6月 に、

皇太子 ご成婚 の特別番組が、6年2月 には、リレハ ン メル冬季 オ リンピッ

クの放送が実施 された。

ハ イビジョン試験放送は、ハ イビジ ョン用の テレビを購入すれば、各

家庭で視聴す るこ とがで きるほか、全 国の公 開受信会場で視 聴す るこ と

がで きる。ハ イビジ ョン用 のテ レビは、価格の低 廉化が進んでお り、累

計出荷 台数 は、5年12月 末 には21,614台(日 本 電子機器工業会調べ)と

前年 同期(9,386台)の2倍 に伸 びる とともに、ハ イ ビジ ョン放 送 を現行

放送に変換す るM/Nコ ンバー タを含め ると約20万 台の受信機 でハ イビ

ジ ョン番組が視聴 で きるな ど、家庭へ のハ イ ビジ ョンの普及が進 んでい

嘲■匝1

漕7

17ド

条 ピ ー一=一
帰..一 一

、瑠 離 ∵晦 廠
玉 「レ8毒 擁 、

ソ

織 ノ ・嘱.
ハ イ ビジ ョン受信 会場(東 京駅)
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る。 また、公開受信会場数 も、ハ イビジョン試験放 送開始時の3年12月

の139か 所か ら、5年12月 には441か 所 となっている。

オ 地上系民間放送

(ア)地 上系民間 テ レビジ ョン放送

地上系民間テ レビジ ョン放送 は、全 国各地域において最低4系 統の放

送 を受信 できることを 目標 に周波数の割 当てが行 われてきてい る。5年

度末現在、4チ ャンネル以上 の周波数 が割 り当て られてい る地域(予 備

免許 に至 らない もの も含む。)は、33都 道府県(全 国の総世帯数の89.0%)

である(第1-1-23図 参照)。

開局状況についてみると、5年 度には、 山口県(3局 目)、 大分 県(3

局 目)及 び鹿児島県(4局 目)で 新 しい民間 テレビジ ョン放送局が開局

している。

第1-1-23図 地上 系民間 テ レビジ ョン放送 用周 波数割 当 ての 現状

(5年 度末現在)

捌/

Eコ … …6波 地 区(7都 県)

[コ … …5波 地 区(13道 府 県)

[コ … …4波 地 区(13県)

〔コ … …3波 地 区(11県)

饗 目::::::灘膿

懇1__
2,茨 城 及 び栃 木 は、 県 域局 が 予備 免 許 に至 って い ない 。

〆 3,愛 媛 は 、4局 目予 備 免許 中。

4.岩 手 は 、4局 目が 予備 免許 に至 って い ない 。

5.沖 縄 は 、3局 目及 び4局 目が 予備 免 許 に至 って い ない。

6.福 井 、 高知 及 び宮 崎 は 、3局 目が 予備 免 許 に 至 って い ない。

7.徳 島は 、2局 目が予備 免許 に 至 って い ない 。

郵 政省 資 料 に よ り作成
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第1-1-24図 民間FM放 送 用周 波数 割 当 ての現状

(5年 度末現在)

♂群
・・2波 地 区(5都 道府 県)

・・1波 地 区(40府 県)

未割 当 て地 区(2県)

(注)福 島、岐阜、奈良、和歌 山及び岡山は、1局 目が予備免許に至っていない。

郵政省資料により作成

(イ)民 間FM放 送

民間FM放 送は、 その全国普 及 を図 るこ とを 目標 として周波数の割 当

てが行 われて きてお り、5年 度 末現在、45都 道府県(全 国の総 世帯数の

97.1%)に 、民間FM放 送の周波数が割 り当て られて いる(予 備免許 に

至 らない もの も含 む。)(第1-1-24図 参照)。

5年 度 においては、北海道(2局 目)、 福 岡県(2局 目)、 愛知 県(2

局 目)及 び栃木県(1局 目)で 新 しい民間FM放 送局が開局 した。

カ ケ ーブルテ レビ

(ア)施 設数

ケーブルテレビの施設数 は、4年 度末現在 、5万6,437施 設(対 前年度

末比5.3%増)で あるが、 これを規模別 にみ ると、引込端子数50以 下 でテ
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ケ ー ブルテ レビ局

レビジョン放送 の同時再送信 のみ を行 ってい る小規模施 設が2万4,666

施設(同6.5%増)、 引込端子数51～500、 又 は引込端子数 は50以 下だが 自

主放送(テ レビジ ョン放送 の同時再送信以外の放送)を 行 う届 出施設が

3万400施 設(同4.2%増)、 引込端子数501以 上の許可施設が1,371施 設(同

8.7%増)と なってお り、 ケーブルテ レビの大規模化が進 んでいることが

うかがえ る(第1-1-25図 参照)。

また、施設数 を提供サー ビス別にみ る と、再送信のみを行 うものは5

万5,874施 設(同5.2%増)、 自主放送 を行 うものは563施 設(同14.9%増)

であ り、 自主放送 を行 うケーブルテレビの伸 びが大 き くなっている。

自主放送 を行 うものの うち、引込端子数が1万 以上、 自主放送5チ ャ

ンネル以上(自 主放送 のチャンネル数に は、通信衛星に よるテレビジョ

ン放送の同時再送信 のチャンネル数 を含む。)で中継増幅器 が双方向機能

を有す るいわゆる都 市型ケーブルテ レビは、対前年度比11.2%増 の149施

設(6年2月 現在 では158施 設)と なってい る。
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第1-1-25図 ケ ー ブル テ レビ受信 契 約数 及び施 設 数の 推移
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[コ 小 規模施設 〔引込端 ∫数50以 ド)

受信契約数

o

〆 誘!・

劉

一

一

施設数

一NHKの 受信契約総数に対す る 一 一

趣__蕊 　 蝦 　　 薩/
霧 箋

講 緯羅 一
盟

一

一
一

一
一

一 一一 F

-一一一一 一

25

20

15

10

5

謂oo
蕎 ・ ・58596。616263元234・%

年度末

郵政省資料により作成

(イ)受 信契約数

ケーブルテレビの受信契約数 は、4年 度末現在、834万4,188契 約(対

前年度末比12,3%増)で あ り、規模別 にみ ると、小規模施 設が58万314契

約(同5.1%増)、 届出施 設が432万2,999契 約(同4.7%増)、 許可施 設が

344万875契 約(同25.1%増)と なっている。

また、提供 サー ビス別にみ ると、自主放送 を行 うものの 契約数 は187万

914契 約(同34,9%増)、 その うち都 市型 ケーブル テ レ ビの契約 数 は 同

47.3%増 の107万5,365契 約(5年12月 末速報値 では、149万7 ,711契 約)

であ り、許可施設全体 の伸び を大 き く上 回ってお り(第1-1-26図 参

照)、都市型ケー ブルテ レビを中心 とした、自主放送 を行 う大規模 ケー ブ

ルテレビの普及 をうかが うこ とがで きる。
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都 市型ケ ー ブルテ レビの推 移
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(注)6年2月 の欄の契約数 は5年12月 現在 の契約数の速報値。
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(ウ)ケ ーブルテ レビの新 しい展開

ケー ブルテレビの双方向機能 を活用 した新 しいサー ビスとして、 コン

テス トへの投票 等の視聴者参加型番組サー ビス、見たい時にス クランブ

ルを解除 して映画等の番組 を見 るペイ ・パー ・ビューサー ビス、水道検

針サー ビス、MCA/Cシ ステム を活用 した有 線放送電話サー ビス等が

.実施 されている。 また、ケーブルテ レビの上 り回線 を利用 して各家庭 と

ケー ブルテ レビセンター、警備保 障会社の監視 ター ミナル を結合 し、非

常通報等のサー ビスを提供す るホームセ キュ リテ ィ ・サー ビスの実験や

利用者宅か ら血圧 ・心拍数 ・心電図等のデー タを医療機関へ送信す る在

宅医療支援サー ビスの実験、デジタル電話実用化実験等が行 われている。

また、近隣地域のケー ブル テレビ会社の合併 による規模拡大の動 きが

み られ るほか、我が国におけ るケーブル テレビによる高度サー ビス事業
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の提供 を目的 とした国内の商社 と米国の企業 との提携等の動 きが現れて

い る。

キ 放送局の再免許 につ いて

電波監理審議会 での答 申に基づ き、5年11月 、 日本放 送協会 ・放 送大

学学園 ・地上系民間放送事業者186社 ・衛星系民間放送事業 者5社 に対 し・

郵政大臣か ら免許が与え られた。なお、今 回の免許に際 しては、標準 テ

レビジョン放送局 等に対 し、教養番組、教育番組 の比率 等につ いて従 前

どお りの条件が付 されたほか、㈱近 畿放送、衛 星デ ジタル音楽 放送㈱ に

つ いては経営面に関 して、個別 の期 限 ・条件が付 された。 また、全 国朝

日放送㈱ につ いては、5年9月 に開催 された㈹ 日本民間放送連 盟の放 送

番組調査会 におけ る同社報道局長(当 時)の 発言問題 に関 して、 その事

実関係が 明 らかになった時点で、改めて関係法令 に基づ き必要 な措置 を

とる旨の条件が付 され た。

(3)郵 便サ ービス

ア 郵便物数の動 向

5年 度の 内国郵便物数 は、対前年度比0.4%増 の244億 通(個)で あっ

た(第1-1-27図 参照)。

内国郵便物数の98%を 占め る通常郵便物 は、対前年度比0.5%増 の239

億通 となったが、経済が引 き続 き低迷す るなか、対前年 度伸 び率 は4年

度の1.9%を 下 回る低 い伸びに とどまった。

通常郵便物 の うち、普 通郵便 物数 は対 前年 度比0.5%増 の195億 通 で

あったが、郵便料 金改定後の6年2月 、同3月 の普通郵 便物数 は、 それ

ぞれ対前年同月比8.6%減 、7.3%減 となった。

また、通常郵便物の うち、年賀郵便物数 は対前年度比0.3%減 の37億 通

であ り、昭和63年 度以来5年 ぶ りに前年度 を下 回る結果 となった。

さらに、小包郵便物数は対前年度 比6.0%減 の4億100万 個 であ り、昭
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第1-1-27図 内 国 郵 便 物 数 の 推 移
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和58年 度以来10年 ぶ りに前年度 を下回 る結果 となった。

イ 郵便サー ビスの改善

郵政省が5年 度に実施 した郵便サー ビスの改善の うち、主な ものは以

下の とお りで、6年1月 か ら実施 された(第1-1-28表 参照)。

(ア)書 留の損害要償額の限度額の引上げ

現金以外の物 を内容 とす る書留郵便物 の うち、損害要償額の申出の な

いものの損害要償額 の限度額 を1万 円か ら10万 円に引上 げた。

(イ)配 達 日指定郵便制度の改善

利用者 が指定 した 日に郵便物 を届け る配達 日指定郵便 の うち、通常郵

便物につ いては、 これ まで 日曜 日及 び祝 日の配達 日の指定 はできなか っ

たが、今 回のサー ビス改善で、200円 の料金で年末年始 を除 く日曜 日及 び
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第1-1-28表5年 度 に実施 され た郵便 サ ー ビスの 改善 一
改 善 前 改 善 後(6.1.24以 降)

書留の損害要償額の限
度額の引上げ

損害要償額の申出のない書留郵

便物(現 金以外の物)の 損害要

償額の限度額10,00円

損害要償額の申出のない書留郵

便物(現 金以外の物)の 損害要
償額の限度額100,000円

配達 日指定郵便制度の

改善

通常郵 便物 につ いて は、日曜 日、

祝 日(除 振替休 日)、12月26日 か

ら翌 年1月5日 を配達 日 として

指 定 で きない

通常郵 便 物に つ いて も、12月26

日か ら翌 年1月5日 まで を除 く

日曜 日、休 日を配 達 日と して指

定で きる(料 金200円)

配達 日の3日 前 までに

差 し出される電子郵便
の料金設定

1枚 目510円

2枚 目以 降310円

1枚 目

3日 前差 し出 し470円

そ の他580円

2枚 目以 降

3日 前差 し出 し200円

その他200円

身体障害者用書籍小包

郵便制度の改善

図書館 と身体 に重度の障害があ

る者 との間で郵便による閲覧の
ために発受する書籍小包郵便物

が対象

名称を心身障害者用書籍小包郵

便物 とし、図書館 と精神薄弱の
程度の重い者 との間で郵便 によ

る閲覧のために発受す るものも

対象に含める

第一種郵便物及び第二

種郵便物の割引制度の

改善

・利用者区分及び広告郵便物割

引の差出通数の制限

3,000通
・割引率

利用者区分1～13%
広告郵便物9～30%

・利用 者 区分 及 び広告 郵便 物割

引 の差 出通数 の 制限

2,000通
・割 引率

利用 者区分1～13%

広告 郵便 物7.5～30%

料金受取人払制度の改

善

・担保提供額

承認に係 る全部が郵便物 とし

て差 し出される ものとした場

合の料金 と手数料の額

・料金受取人払の手数料
一律15円

・担保提供額

左記の金額 を差 出有効期間の

月数 で除 した金額の2倍 以上

の額(差 出有効期間2か 月に

満たないものは従来 どお り)

・料金受取入払の手数料

郵便私書箱配達 で料金後納 と

するもの10円

郵便私書箱配達 または料金後

納 とする もの15円
その他の もの20円

料金後納制度の改善 担保額を軽減するための期間

3年 以上
担保額 を軽減するための期間

1年 以上

料金別納郵便物の差出

通数の緩和
料金別納 とす ることができる通

常郵便物の差 出通数の制限

50通

料金別納 とすることがで きる通

常郵便物の差出通数の制限

10通

郵便葉書の規格の拡大 私製の通常葉書の長辺及び往復

葉書の短辺14～15cm
私製の通常葉書の長辺及び往復

葉書の短辺14～15.4em ～
郵政省資料に より作成
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休 日に配達 日の指定がで きるこ ととした。

(ウ)配 達 日の3日 前 までに差 し出 される電子郵便の料金 の設定

利用者が指 定す る配達 日の3日 前 までに差 し出された電子郵便 につい

て、 その他 の電子郵便 よ り低 い料金 を設定 した。この結果、1枚 目の料

金 については、3日 前 までに差 し出された電子郵便 が470円 であるのに対

し、 その他 の電子郵便 は580円 となった(従 来は ともに510円)。

(エ)身 体 障害者用書籍小包郵便物制度の改善

身体 障害者用書籍小包郵便物 の名称 を心 身障害者用書籍小 包郵便物 と

し、図書館 と精神薄弱の程度が重 い者 との間 で、郵便 による閲覧 のため

に発受す るものにつ いて も、 この郵便物 の取扱 いをす るこ ととした。

(オ)第 一種郵便物及び第二種郵便物の割引制度の改善

第一種郵便 物及び第二種郵便物について、利用者 が区分等 をして差 し

出 した場合に郵便料金 を割 引 く「利用者区分割引」、広告郵便物 について、

利用者が区分 等 をして差 し出 した場合 に郵便料金 を割引 く 「広告郵便物

割 引」の差出通数 の制限 を3,000通 以上 か ら2,000通 以上 とし、割引制度

の適用範囲 を拡大 した。

(カ)料 金 受取人払制度 の改善

料金受取人払郵便 物に係 る料金 を後納 しよ うとす る場合は、従来、そ

の承認の対象 となった全部 が、郵便物 として差 し出され るもの とした と

きの料金 と手数料の額 を担保 として提供す ることとして いたが、差出有

効期間が2か 月に満 たない もの を除 き、 この担保 の額 を1か 月間に支払

う料金受取人払郵便物の料金 と手数料の額 の2倍 以上 とし、担保提供の

負担 を軽減 した。 なお、1か 月間に支払 う料金受取人払郵便物 の料金 と

手数料の額 は、 これ まで必要 とされていた担保 の額 を差 出有効 期間の 月

数 で除 して算出す る。

また、 これ まで一律 であった料金受取人払 の手数料 に①郵便私書箱 配
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達 で料金後納 とす る もの、②郵便私書箱配達又は料 金後納 とす るもの・

③ その他の ものの区分 を設け、それ ぞれ異 なる手数料 を適用す るよ っに

改善 した。

(キ)料 金後納制度の改善

料金後納郵便物 に係 る料金 を後納す るには、利用 者は1か 月に差 し出

す郵便物の料金及 び特殊 取扱の料金の概算額 の2倍 以上 の額 に相 当す る

担保 を提供す る必要があ る。従 来、3年 以上 継続 して後納料 金 を遅滞 な

く納付 した場合、担保の額 を2分 の1に 軽減 す ることがで きるこ ととし

ていたが、この期 間を1年 以上 に短縮 した。

ウ 郵便 施設の状況

5年 度末の郵便局数 は、対前年度末比0.5%増 の2万4,419局 で あ り、

郵便 ポス トの設置数 は、4年 度 末現在16万3,067本(対 前年度末比0.9%

増)と なってい る(第1-1-29図 参照)。

郵便局数の内訳 をみ ると、普通局が1,328局(対 前年度末比13局 増、 う

ち新 設2局 、集配特定局 か らの局種別変更11局)、 特定局が1万8,475(同

第1-1-29図 郵便 局数 及 び郵便 ポ ス ト設 置数 の推 移

120(昭 和58年度=翼00)

110

100

郵便ポ孔.ノ!

郵便局数

指数。L_
年度末

郵政省資料により作成
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ふ るさと切手

ふるさと切手は、各地の名所 ・行事 ・風物等を題材 とした地方色豊かな

切手として、平成元年から、切手の題材のゆか りの地域を受け持つ各地方

郵政局等管内の郵便局で発行されている。 このふるさと切手は、3年 まで

で全国各都道府県を一巡 した。2巡 目の4年 からは5年 間で全国を一巡す

るように している。

鳩講

欝
黒部峡谷 と黒四 ダム

80こ まや

穫 茎三蓑
孟 ・、

1み{
、 饗

認繕鶯繍
一 茶 の ふ る さ と柏 原

勢 ん1

を 一
づ ロゴ

露
エ

80.こ'レ
N・Fドつ ㌔

出雲の阿国と出雲大社

6年 「ふ るさ と切 手発 行計 画」

発行予定月 日 ふるさと切手の名称 選定題材の都道府県名

3月23日

4月25日

5月2日

5月2日

6月6日

6月7日

6月10日

7月15日

7月22日

8月1日

8月1日

9月1日

9月20日

10月3日

合 計

夢の架け橋

黒部峡谷 と黒四ダム

ー茶のふるさと柏原

出雲の阿国と出雲大社

吹割の滝

エゾシカ

辰鼓櫓(し ん ころう)と 但馬の祭典

和歌浦(わ か うら)と マ リーナシテ ィ

シロチ ドリと二見浦(ふ たみ うら)

阿波踊 り

綱ひ き

気比(け ひ)の 松原

松島

長崎 くんち

14件

東 京 都

富 山 県

長 野 県

島 根 県

群 馬 県

北 海 道

兵 庫 県

和 歌 山 県

三 重 県

徳 島 県

沖 縄 県

福 井 県

宮 城 県

長 崎 県
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84局 増)、 簡易郵便局が4,616局(同19局 増)で あ る。

また、大都 市におけ る郵政 窓ロサー ビスに対す る需要 に応 えるため・

窓 口事務 量の著 しく多い東京都 区 ・横 浜市 ・名古屋 市 ・大 阪市の中心部

に、百貨店 ・旅行代理店 等に委託 して設置 している大都市 型簡易郵便局

(シティ ・ポス ト)は19局 となってい る。

工 郵便料金の改定

郵便料金 は、昭和56年 の改定以降、実質13年 間据 え置か れて きた。 こ

の間2年 度 までの10年 間は、年平均4%の 経 済成長 の もとで順調 な郵便

業務収 入の増加があ り、一方 で郵便事業 の機械化 ・効率化 の推進 に より、

費用の増加 を抑制 して きたこ となどか ら、実質的 な郵便料金の改定 を行

うこ とな く、郵便事業財政 は堅調に推移 して きた。

しか し、昨今の郵便業務収入の伸 び悩 みか ら、費用の増加 を収入 の増

加 で賄 うこ とが できな くな り、郵便事業財政 は3年 度 ・4年 度 と連続で

単年度 赤字 を計上 し、5年 度 も大幅な赤字が見込 まれ てい る。 そ こで、

5年9月 、郵政審議会 に 「郵便事業財政 を改善す る方策 につ いて」諮問

し、郵便料金 については初めての公聴会 の開催等、慎重 な審議の結果、

5年11月 に料金改定 はやむ を得 ない との答 申を得て、通常郵便物 の料金

等 を6年1月 か ら改定 した。 この結果、例 えば25グ ラム までの定型郵便

物及び通常葉書の料金 は、それ ぞれ62円 か ら80円 、41円 か ら50円 となっ

た。

2国 際情報通信サー ビスの動向

5年 の国際情報通信サービスの動向を概観すると、電気通信において

は、利用者のニーズに即 したサー ビスの開発促進及び料金の低廉化、国

際電気通信設備、伝送路等の整備、先端技術の導入等が進展 している。

一方、国際放送では、放送時間の拡充や海外中継局の確保が図 られて
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第1-1-30図 国 際 情 報 通 信 サ ー ビス 需 要 の 動 向

1・000(昭 和58年 度末=100)

500

＼

国際放送時間数

鑑 。 、、一'鯛層層一一二=二翫 ～ …… 一 一 騨 勝 禰
585960616263

年度末

郵 政省資料に より作成

兀234

いる。 また、郵便 においては、国際エ クスプ レス メー ル(EMS)の 取

扱地域の拡大や料金割引制度の拡充等が図 られている。

4年 度末現在の国際情報通信サー ビスの需要動 向は、近年 の国際化 の

進展 に伴 い、概 ね堅調に推移 してい る(第1-1-30図 参照)。

(1)電 気通信 サー ビス

5年 度におけ る国際電気通信サー ビスの動 向 としては、国際電話サー

ビスにおいて、 多様化 ・高度化 す る利用者のニー ズにこたえ、選択制電

話料金サー ビスのメニ'一 の充実が図 られ、利用者のサー ビス選択の幅

が広が った。 また、海事衛星通信サー ビスにおいて、 インマルサ ッ トの

新 たなサー ビスの導入による船舶 設備の小型化 ・高品質 化及び遭難 ・緊

急/安 全通信料金の無料化が行 われた。

また、事業者の合理化 ・効率化等によ り得 られた利益 及び円高差益 を

利用者に還元す るため、国際電話サー ビスの料金値下げが行 われ たほか、

国際 テレビジョン伝送サー ビスにおいて も料 金値下げが行 われ た。
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4年 度 における国際電話サー ビスの総通信分数(KDD及 び新事 業者

2社 の合計)は 、対 前年度比8,9%増 の21億7,500万 分 で あ り、伸び率 は

鈍化 した ものの引 き続 き増加傾 向にある(2年 度の伸 び率 は24.3%・3

年度の伸 び率は18.6%)。

国際専用 回線サー ビスの4年 度末 の総提供回線数(KDD及 び新事業

者2社 の合計)は 、対前年 度比0.7%減 の1,646回 線であ り、僅 かなが ら

も初め て減少 している。

ア 国際電話 サー ビス

我が国におけ る国際電話 サー ビスの取扱地域 ㈱の数は、5年 度末現在

で231地 域 とな っている。この うち、国際 ダイヤル通話 の取 扱地域数 は218

地域 で、全取扱地域 の約94%に 達 している(第1-1-31表 参照)。

また、企業向け国際電話サー ビス として3年 度か ら開始 されてい る国

第1-1-31表 主 な国際 電話 サ ー ビスの取扱 地域 拡 張状 況(5年 度)

サ ー ビ ス内容 拡 張 地 域 名 拡 張
地域数

総取扱
地域数

国際 ダイヤル通話 パ ラ オ 、エ リ トIJア 、ク ロ ア チ ア 、ス ロ ヴ ェ ニ ア 4 218

国際内線電話 ベ ル ギ ー 、 ス ウ ェ ー デ ン 、 ノー ル ウ ェ ー 、

ニ ュ ー ・ジー ラ ン ド、 ブ ラ ジ ル 、 台 湾 、 ス イ

ス 、 リ ヒ テ ン シ ュ タ イ ン

8 22

国際電話が利用 できる

クレジッ トカー ドを用

いた海外から我が国宛

の国際 ダイヤル通話

中国 、マ レ イシ ア、 ポル トガ ル、 マ デ ィ ラ、

ア ゾー ル ス諸 島、 英 国 、 オー ス トラ リア、 ス

ペ イ ン、 スペ イ ン領 北 ア フ リカ、 カ ナ リー 群

島 、 ノー ル ウェー

11 27

海外か ら直接我が国の

オペ レー タを呼 び出す

国際電話

ス リ・ラ ンカ 、 ス イ ス、 リヒ テ ン シュ タイ ン、

南 ア フ リカ、 オ ー ス ト リア 、 ア ラ ブ首 長 国 連

邦 、 ブ イジー

7 61

KDD資 料によ り作成

(注)地 域 とは、国際電 話サ ー ビ スの料 金 区分上 の 区分 け であ り、国又 は州 等 の地域

を指 す。
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際 内線電話サー ビスの取扱地域数は、5年 度末 現在 で22地 域 に拡大 して

いる。

我が国か ら海外への旅行者 ・出張者等 に向けたサー ビス として、国際

電話が利用 で きるクレジッ トカー ドによって、海外か ら国内宛の国際 ダ

イヤル通 話が利用で きる国際電話サー ビスの取扱地域数 は、5年 度末現

在 で27地 域 に拡大 した。 また、海外か ら我が国のオペ レー タを直接呼 び

出し、 日本語に よる対応 で国内宛 の通話 を取 り扱 う国際電話サー ビスの

取扱地域数 は、5年 度末現在で61地 域に拡大 した。 このよ うに、我が国

か ら海外 に出掛け る人々に向けた、国際電話の利用機会の促進や利便性

の向上 も図 られている。

4年 度の国際電話サー ビスの総通信分数 を発着別 にみ る と、我が国か

らの発信分 数は対前年度比10.6%増 の12億8,350万 分、また、着信分数 は

同6.5%増 の8億9,150万 分 と、発着 ともに伸 び率 は鈍化 した ものの、引

き続 き増加傾 向にあ る(3年 度の対2年 度伸 び率 は発信分数23.8%、 着

信分数12.1%)。

第1-1-32図 取 扱地域 別 国際電 話取扱 数比(発 着 信合計 分数)

ドイツ.5【',、

ブラジル2.5%

オース トラリア2.5%

シンガポール3.0%

タイ當.7%

英 国1.0%

香港1,31,り

郵 政 省 資 料 に よ り作 成
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また、総通信分数 に 占め る発信分数 の比率 は59.0%(2年 度 は55.7%、

3年 度は58.1%)と 、元年度以降、発信超過傾 向が続 いている。

取 扱地 域別 にみ る と、前年 度 に引 き続 き米 国 との 通 話 が全 体 の約

28.5%と 最 も多い(第1-1-32図 参照)。 また、上位10地 域 の うち7地

域がア ジア諸 国であ り、全体 の38%強 を占めてい るな ど、我が国 とアジ

ア諸国 との社会的 ・経済的関係が強い ことが うかがえ る。

イ 国際専用回線サー ビス

国際専用 回線 サー ビスの取 扱地域の数は、5年 度末 現在 で103地 域 と

な っている。このほか、既に取扱い を行 ってい る地域 との間 で、中 ・高

速符号 品 目(通 信 速度1,200b/s～6Mb/s:フ ァ クシ ミリ、 デー タ通信、

高速 ファイル転 送、 テレビ会議等 に利用)の 取扱 いが拡張 している。

4年 度末現在 の国際専用 回線サー ビスの提供 回線数 を品 目別 にみ る

と、音声級回線(帯 域品 目:電 話等 に利用)は 対前年度比19%の 減少、

電信級回線(通 信速度200b/s以 下の低 速符号 品 目:テ レタイプ通信等に

利用)も 同10%の 減少であ り、音声級回線は昭和62年 度 をピー クに、 ま

た、電信 級回線は昭和56年 度 をピー クに減少傾 向が続いてい る。

これに対 し、 中 ・高速符号 品 目については、対前年度比15%増 と順調

な伸び を示 してお り、国際専用 回線全体 に 占め る割合 も、対 前年度 比7 .9

ポイン ト増の57.3%へ 増加 してい る。 この ように国際専用 回線サー ビス

においては、音声級 回線及び電信 級回線か ら、利用者 の高速化及 び大容

量化へ の期待 に こたえる中 ・高速符号 品 目への移行 が顕著 な状況 にある

(第1-1-33図 参照)。

取扱地域別 にみる と、3年 度 に引 き続 き音声級 回線及び 中 ・高速符号

品 目ともに米 国 との回線数が最 も多いが、 その品 目別 内訳 では、音声級

回線は対前年度 比24%減 となっている反面、 中・高速符号 品 目は同3 .6%

増 となってい る・ また、2番 目に多い香港 との 回線数にお いて も、音声
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第1-1-33図 国際専用 回 線サ ー ビスの推 移
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(注)1.中 ・高速符号 品目は、昭和59年 か ら提 供が開始 された。

2.(〉 内は、4年 度末現在の国際専用回線全体 に占め る割合 を示す。

3 4

600

500

400

300

200

第1-1-34図

音声級回線

回100

線

0
3年 度4年 度

郵政省資料に より作成

一

539

435

その他

1L_〆 ム

中

/L1
/オ ー

一 英

韓 国

ル赫 一ル

香 港

未 国

中 国

台湾

フ「一ストラリア

英 国

取 扱地 域別 国際専 用 回線数

中 ・高速符号品目
1,000

900

800

700

600

500

400

300

200

回

100線

0

一

943

-

819

その他

4
＼フ

＼韓
τr

一
シン琳 一ル

英 匡1

香 港

米 国

3年 度4年 度

イ、咳 シア

ダ イ

フ ラ ンス

韓 「司

ナー7Lラリア



一56一 第1章 平成5年 情報通信の現況

級 回線 は対前年度 比22%減 となって い る反 面、中 ・高速符 号 品 目は同

7.9%増 と伸 びを示 している。

中 ・高速符号品 目の上位5地 域(米 国、香港、英 国、 シンガポー ル及

び オース トラ リア)の 回線数については、3年 度 は総数 の約85%を 占め

ていたが、4年 度は約80%と 上位5地 域以外の 回線数、特 に、 タイ、韓

国、イン ドネ シア等アジア諸国 との回線数の伸 びが顕著であ る(第1-1

-34図 参照) 。

ウ 国際VANサ ー ビス

国際VANサ ー ビスは、国際特別第二種電 気通信事業者 が国際第一種

電気通信事 業者か ら電気通信 回線 を借 りて、蓄積 パケ ッ ト交換サー ビス、

電子 メール、蓄積交換ファ クシ ミリサー ビス等の付加価値 電気通信 サー

ビスを提供 す るもの であ る。取扱地域数は5年 度にデ ンマ ー ク及 びアイ

ルラン ドが追加 され、23地 域 となってお り、サー ビスの充実や取 扱地域

の拡張等が進展 してい る。

工 国際lSDNサ ー ビス

国際ISDNサ ー ビスは、電話や デー タをは じめ とす る多種 多様 な通

信サー ビスを一つのデジタル回線網 で総合 的に提供す る もので、元年6

月にKDDが 米国及び英 国 との間で世 界に先駆 けて、 また、4年12月 に

ITJ、5年7月 にIDCが 提供 を開始 した。G4フ ァ クシ ミリや テレ

ビ会議等 の利用に加 え、近年では高精細 な静止画伝送や コン ピュー タ間

の高速 デー タ伝 送、国際間におけ る音楽 の生放送 を可能 とす る高 品質 な

音声伝送等、新 しいアプ リケー ションの利用 も増加 してい る。取扱地域

は、5年 度に新 たに3地 域(ノ ール ウェー、カナダ及び台湾)が 加 わ り、

5年 度末現在で22地 域 に拡張 している。

オ 国際テ レビジ ョン伝送サ ー ビス

KDDに よ り提供 され てい る国際 テレ ビジ ョン伝送サー ビスは、放 送
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事 業者の 「衛 星中継」等に よって親 しまれてい るもので、世 界的なイベ

ン トが開催 され るときな どにおける需要 が高 い。

固定設備か らの伝送 のほか、移動式の車載型地球局 を利用 した伝送 も

提供 され てお り、全 国各地か らのニュース等の海外 向け伝送な どに利用

で きるよ うになっている。

これ まで放送事業者 のみが利用す る 「放送用」 と、 それ以外 の 「一般

用」 とに分かれていた料金区分 が再編 され、5年5月 か ら中継伝送路の

種別に よる料金区分 と運用の態様 による料金区分 が新 たに設け られ、利

用者が用途に応 じ選択 できるようになった。 また、同時に、特定衛星利

用に よる随時/定 時伝送サー ビスの提供 等 も開始 され、需要の多い時期

でも確実 に衛星の トランスポンダ(中 継器)が 確保 され るなど、利用者

の選択の機会の拡充及 びサー ビス提供 の安定性が促進 され た。

取扱地域数は、5年 度 にブルキナ ・フ ァソ及びモザ ンビー クが追加 さ

れ、5年 度末現在 で134地 域 となってい る。

力 海事衛星通信サ ービス

海事衛 星通信サー ビスとは、船舶に船舶地球局設備 を搭載 し、赤道上

に打 ち上 げられたインマルサ ッ ト衛星 と海岸地球局 を通 じて、船舶 と陸

地間又は船舶相互 間の通信 を行 うサー ビスである。

本サー ビスでは、 アナ ログ方式の インマルサ ッ トA型 無線設備 を用 い

た国際電話、テレックス、フ ァクシ ミリ及 びデータ通信の提供や、小型 ・

軽量かつデ ジタル方式のイ ンマルサ ッ トC型 無線設備 を用いた蓄積 交換

型デー タ通信等 の提供に加 えて、5年9月 か らテジタル方式の インマル

サ ッ トB型 及 びインマルサ ッ トM型 無線設備 に よる国際電話及 びファク

シ ミリ等の取扱 いが、KDDに よ り開始 されてい る。 これによ り、船舶

との問の通信 が充実 し、船舶 の航行安全、運航管理等に一層の効率化 が

図 られて いる。
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インマルサットM可 搬型地球局設備

また、海上における人命及び船舶の安全に寄与することを目的に、5

年8月 からインマルサットA型 、B型 及びM型 無線設備による海事衛星

通信サービスにおける遭難 ・緊急/安 全通信料金の無料化が図られ、医

療活動が困難な海上における人命救助や医療援助に一層の貢献を果たし

ている。

キ 航空衛星通信サービス

航空衛星通信サービスは、航空機に搭載 した航空機地球局設備により

インマルサット衛星 と航空地球局を通 じて地上 と通信を行 うもので、航

空衛星電話サー ビスと航空衛星データ通信サービスがKDDに より提供

されている。

航空衛星電話サー ビスは、機内の操縦室 と地上の航空会社 との間の通

話や、機内客室の電話機から地上への公衆通話を利用できるものであ り、

太平洋空域及びイン ド洋空域の航空機から、国際ダイヤル通話の取扱い

が可能になっている。
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航 空衛 星デー タ通信サー ビスは、航 空機 が運航 情報や 気象情 報等 の

デー タ伝 送 を地上の航空会社等 と行 うもので、太平洋空域 及びイン ド洋

空域 にお いて取 り扱われてお り、航空機 の運航の安全 と効率化に寄与 し

ている。

ク 国際テ レックスサー ビス及び国際電報サー ビス

4年 度におけ る国際 テレックスサー ビスの取扱数 は1,113万 回(対 前年

度比23.2%減)と 、依然 として減少傾 向にあ る。 また、国際電報サー ビ

スの取扱数 も年 々減少 してお り、4年 度 は対前年度比25%減 の40万 通 と

なっている。

ケ 国際通信 回線設備

5年9月 、我 が国 と台湾、 香港、マ レイシア及びシンガポール を結ぶ

ア ジア ・太平洋 ケーブル(APC)の 運用が開始 された。 これに よ り、

増大す るア ジア地域 の通信 需要に対処す るとともに、同地域の光海底

ケーブルの2ル ー ト化に よって、一層安定 した電気通信サー ビスの提供

が 可能 となった。 また、同年12月 には、我が国 と中国 とを結ぶ 日中光海

底 ケーブルの運用が開始 され、 日中間の国際通信需要の急増に対応で き

るよ うに なるとともに、我 が国 を中継 した中国 と世界各国 との間のネ ッ

トワー ク化 が促進 された(第1-1-35図 参照)。

このほか5年 度において は、第1,-1-36表 にあるとお り、光海底 ケー

ブルの建 設保守協定 が締結 されている。

また、5年6月 に、APC、 日中光海底 ケー ブル及び第5太 平洋横 断

ケーブル(TPC-5:建 設中)を 陸揚げす る、KDD宮 崎海底線中継

所 と同社千倉海底線 中継所(千 葉県)と の間が光海底 ケーブルで結ばれ

るとともに、宮崎～山口間に独 自のデ ジタルマ イクロ波伝送路が開通 し

たことに よって、東 京～宮崎間におけ る国際電気通信事業者直営の伝送

路のルー プ化が図 られた。 この ように、安全性 ・信頼i生の向上 を目指 し
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第1-1-36表
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5年 度 にお け る光海底 ケー ブルの建 設保 守協 定の締 結状 況

年 月 ケー プル 名 回 線 数 敷 設 予 定 区 間

5年4月 UNISUR 7,560 ブ ラジ ル ～ア ルゼ ン テ ィン～ ウル グ ァ イ

6月 RIOJA

R-J-K

60,480

7,560

スペ イ ン ～英 国 ～ベ ル ギー ～ オ ラン ダ

ロ シア,日 本,韓 国

6年3月 T-V-H 7,560 タイ ～ ヴ ィエ トナ ム ～香港

KDD資 料 に よ り作 成

(注)回 線 数 は、64kb/s換 算 の相 当数 であ る。

_重

海底ケーブルの敷設

た国際通信回線設備の増強が、国際電気通信事業者によって積極的に推

し進められている。

コ 国際電気通信料金

国際電気通信料金は、KDDが 昭和54年 に国際専用回線サー ビスの値

下げを実施 して以来、通信量の増大や技術革新によるコス トダウン等に

より、低廉化が進展している。5年 度においては、国際電話サービス及

び国際ISDNサ ービスによる国際通話の料金の値下げが10月にKDD
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によ り(平 均2.4%)、11月 にITJ及 びIDCに よ り(平 均0 .9～1.0%)

行われたほか、5月 にKDDの 国際 テレビジ ョン伝 送サー ビスにおいて

料金 区分の再編に伴 う値下 げが行 われ た。 また、6年4月 にはKDDは

国際総合デ ィジタル通信サー ビス(ISDN)の64kb/sデ ィジタル回線

交換 について、サー ビス開始以来初めて、平均0.8%(3分 間の通信 の場

合)の 値下げ を行 った。

この状況 は、 日本銀行 による 「企業 向けサー ビス価 格指数」 にお いて

も顕著 に現れてお り、昭和60年 を100と した5年10月 ～12月 平均の国際電

気通信全体 の料 金指数 は51.8と なって い る。 サー ビス業 全体 の平均値

(116.8)が 上昇 してい る中で、 国際電気通信 の価格水準 は着実 に下 降 し

てお り、 さらには、国内電気通信全体 の平均値(84.4)を も大 き く下 回っ

第1-1-37図 企業 向 けサ ー ビス価 格 指数 の推 移
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ている。国際電気通信サー ビスは、国内電気通信サー ビス と比較 しても

低廉i化が顕著に進展 してい ることが うかがえる(第1-1-37図 参照)。

また、国際通信料金の支払い方法については、従 来か らの金融機関や

郵便局等に加 え、ライフス タイルの 多様化や生活時間の深夜化 に対応 し

て、全国の主な コンビニエ ンスス トア等へ の支払い窓口の拡大 が図 られ

るとともに、主 な商用 クレジッ トカー ドによる料金決済が可能 になるな

ど、利用者に対 する利便1生の向上が図 られて いる。

② 放送サー ビス

(短波 によ る国際放送)

激動す る国際情勢の中で、諸外国の対 日理解 を促進す るとともに在外

邦 人に対 して必要 な情報 を提供す るため、国際放送の果 たす役割は極め

て重要 とな り、一層の充実 を図 るこ とが必要 となってい る。

我が国では、現在 、NHKが 「ラジオ 日本」 の名称で、短波の ラジオ

第1-1-38表 国際放 送の 中継局別放 送 時間 数(5年 度)

中継局所在地 放送対象地域 放送時間数(1日)

ガ ボ ン 欧州 ・中東 ・北 ア フ リカ向 け

ア フ リカ東 部 向け

ア フ リカ南部 向け

9.5

0.5

2.0

カ ナ ダ 北米東部 向け

北米 中部 ・西部向け

4.0

4.0

仏 領 ギ ア ナ 南米東部 向け

南米西部向け

中米向け

4.0

1.5

2.0

ス リ ・ラ ン カ 南西ア ジア向け

中東 ・北 アフリカ向け

6.0

4.5

イ ギ リ ス 欧州向け 10.0

シン ガ ポー ル イン ドシナ半 島向け 8.0

郵政省資料 により作成

(注)放 送時間数は、通常送信時間数である。
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による国際放送 を日本語及 び各国語 によ り、国 内送信所(茨 城県KD

D入 俣 送信所)か ら直接放 送 を行 ってい るほか、海外 の各 中継局か ら第

1-1-38表 の とお り海外 中継放送 を行 ってい る。

5年 度 においては、 シンガポールにあ るBBCの 送信所 を使用 して、

新 たに中継放送 を開始す る とともに、 カナダ中継局及 び国内送信所 の放

送時間等の拡充 を行 った。 この結果、5年 度末 におけ る我が 国の国際放

送 は、22の 言語 で、1日 延べ60時 間(対 前年度 比7.5時 間増)実 施 され た。

(3)郵 便 サー ビス

ア 国際郵便物数の動 向

5年 度の 国際郵便物数は、対前年度 比2。5%増 の3億5,158万 通(個)

で あ り、対前年度の伸 び率 でみ る と、4年 度 の2.1%を 上 回 った。

これ を差立(外 国あて)と 到着(我 が国あて)で み ると、差立が対前

第1-1-39図 国際郵便 の 引受 郵便 物数 の推 移
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年度比4.3%減 の1億2,851万 通(個)、 到着が 同7.1%増 の2億1,728万 通

(個)で あ り、到着の増加が国際郵便物数 を押 し上 げる結果 となった(第

1-1-39図 参照)。

第1-1-40表5年 度 に実施 され た国際郵 便の サ ー ビス改 善

改 善 前 改 善 後(6.1.24以 降)

国際エ クスプ レスメー

ル(EMS)の 料金割

引制度の拡充

差出個数 の制限

1か 月100個 以上

割引率10%

・差 出の都 度 割 引 を受 け る場 合

差 出個 数 の制 限

1回20個 以上

割 引率'5～15%

(実施 時 期6.1.24)

・月間割 引 を受 け る場 合

差 出個 数 の制 限

1か 月50個 以上

割 引率5～15%

(実 施 時期6.2.1)

エコノ ミー航空(SA

L)印 刷物の重量区分

の細分化

重量 段 階

200グ ラム ま で

200グ ラム を超 える100グ ラ

ム ご とに

重量 段 階

20グ ラム ま で

50グ ラム まで

100グ ラム ま で

100グ ラム を超 え る100グ ラ

ム ご とに

航空点字郵便物の料金
の無料化

船便扱い ものは無料 船便扱いのものに加 え、航 空扱

い ものにつ いても無料

国際郵便料金受取人払

(IBRS)の 郵便物

の料金及び手数料の引

下げ

料 金(書 状)

20グ ラ ム まで180円

20グ ラム を超 え50グ ラム まで

400円

手数 料

一 律30円

料金(書 状)

20グ ラム まで170円

20グ ラムを超え50グ ラムまで

390円

手数料

郵便私書箱配達で料金後納 と

す るもの10円

郵便私書箱配達又は料金後納

とす るもの15円

その他 の もの20円

小包郵便物の料金地帯

区分の簡素化

料金地帯区分

7地 帯

料金地帯区分

4地 帯

郵政省資料に より作成
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差立 の内訳では、国際エ クスプ レスメー ル(EMS)は 、5年 度 の取

扱数 が対前年度比13.8%増 の406万 個 と順調 に伸 びた ものの、通常郵便物

数 、国際 レタックス物数、小包郵便物数 がいず れ も前年度 を下回 った(そ

れぞれ、同4.8%減 、27.5%減 、3.0%減)。

EMSの 取 扱国は5年 度に21か 国増 え、6年3月 末現在 、世 界101か 国

(地域)と なっている。

イ 国際郵便サー ビスの改善

郵政 省が5年 度に実施 した国際郵便サー ビスの改善 の うち、主 な もの

は以下の とお りで、6年1月 か ら実施 され た(第1-1-40表 参照)。

(ア)国 際エクスプ レスメール(EMS)の 料金割引制度の拡充

国際エ クスプ レスメール(EMS)に つ いては、 同時割 引制度 を導入

し、1回 の差 出しが20個 以上あ る場合 には、差 出個数 に応 じて5～15%

の料金割 引を実施 した。 また、月間割 引制度 につ いては、1か 月分 を取

りまとめ た差 出 しが100個 以上 あ る場合 には、従来か ら10%の 料金割 引を

行 っていたが、6年2月 か らは1か 月分 を取 りまとめ た差 出 しが50個 以

上 ある場合には、差 出個 数に応 じて5～15%の 料金割 引を実施 した。

(イ)エ コノ ミー航空(SAL)印 刷物の重量段階の細分化

エ コノ ミー航 空(SAL)郵 便 は、外 国あての郵便物(小 包・印刷物)

を 日本 国内 とあて名 国内で は船 便郵便物 と同様 に取扱 い、 日本か らあて

名国 までの間は航空輸送す るもので、船便 と航 空便 を ミックス し、船便

よ り早 く、かつ、航空便 よ り安 い料金 で小包 ・印刷物 を送達す るサー ビ

スである。

この うち、エ コノミー航空(SAL)印 刷物 につ いて、 よ り細 かい重

量段階(従 来、200グ ラム までが最低重量段階 であったが、①20グ ラムま

で、②50グ ラムまで、③100グ ラム までの区分 を設定 した)の 料金 を設定

し、外国にあてるグリーテ ィング ・カー ド等軽量 の もの に も利用 で きる
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ように した。

(ウ)航 空点字郵便物の料金の無料化

点字郵便物については、従来の船便扱いの ものに加 え、航空扱いの も

のについて も無料化 した。

(エ)国 際郵便料金受取人払の郵便物の料金及び手数料の引下げ

内国郵便の料金受 取人払制度 と同様に、国際郵便物 について も国際郵

便料金受取人払のサー ビスを4年10月 か ら開始 し、6年3月 末現在、ア

イスラン ド ・スウェーデン ・ベ ルギー ・米国等9か 国 との間で実施 して

いる。

今回の改善 で、国際郵便料金受取人払の郵便物の うち書状の料金 を引

き下げ るとともに、①郵便私 書箱 で料金後納 とす るもの、②郵便私書箱

又 は料金後納 とす るもの、③その他の ものの区分 を設け、 これ まで一律

であった手数料 をそれぞれの区分 に応 じた ものに改定 し、引 き下 げた。

ウ 国際郵便料金 の調整

6年1月 の内国郵便料金の改定 に伴 い、書状の低重量段階等 が国内料

金 と同額 になる部分 等については、料金の引上げ を実施す る一方、地帯

区分の見直 しに よ り、ヨー ロッパ地域の料金 については値下げ を実施 し、

国際郵便全体 としては実質的 な料金 の引 き上 げ とな らないよ う調整 を

行 った。この結果、例 えば10グ ラムまでの航空書状 の場合 、アジア地域 ・

北米地域 ・ヨー ロッパ地域 を名 あて地 とす る国際郵便料金 は、それぞれ

90円(改 定前80円)・110円(同100円)・110円(同120円)と なった。
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第2節 情報通信経済の動向1

1事 業者数の動 向

(1)電 気通信事業

5年 度 において も、前年度 に引 き続 き電気通信事業へ の新規参 入は進

展 したが、特に一般第二種 電気通信事業への新規参 入が顕著 にみ られた

(第1-2-1表 参照)。

ア 第一種電気通信 事業の動向

第一種電気通信事業者(注)は、5年 度末現在86社 であ り、この内訳は、N

TT、KDD及 びエ ヌ ・ティ ・ティ移動通信網㈱等9社 のほか、長 距離

系が3社 、地域系が10社 、国際系が2社 、衛星系が2社 及 び移動通信系

が58社 とな っている。

5年 度中に新 たに事業 を開始 したのは13社 であ り、この内訳 は、エ ヌ・

テ ィ・テ ィ北海道移動通信網㈱等8社(5年7月)、 地域系 で専用サー ビ

スを提供 す る中国通信 ネ ッ トワー ク㈱(5年10月)、 移 動通信 系で携帯 ・

自動 車電話 を提供す るアビコム ・ジャパ ン㈱(5年9月)、 簡易陸上移動

無線電話サー ビスを提供す る㈱ テレコム入戸、長 岡移動電話 システム㈱

及びテ レネ ッ ト遠州㈱(5年7月)で ある。

なお、5年8月 に衛星系の 日本通信衛星㈱ と㈱サ テライ トジャパ ンが

合併 して㈱ 日本サテライ トシステムズに、 また同年7月 に東北6県 の無

線呼出 し事業者が合併 し、東北テ レメッセー ジ㈱ に再編成 され た。

(注)第 一種 電気 通信事 業者 とは、 自 ら電 気通信 回線設 備(伝 送路 、 交換機 等)を 設

置 して 、電 気通信 サー ビス を提供 す る事 業者 で あ る。事 業 を行 うには 、郵 政 大 臣

の許可 が必要 で あ る。
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第1-2-1表 主 な通信 ・放 送事 業者数

(単位:社 数)

年度末
区別 4年 度 5年 度 増 減

電

気

通

信

事

業

者

第

】

種

国

内

NTT 1 1
'

一
'ノ

NTT移 動 通 信 網 系 1 k9 十8

新
事
業
者

長距離系

地 域 系

衛 星 系

自動車 ・携帯電話等

無線呼出 し

3

8

3

25

36

r動

10

2

271

31

一

十2

-1

十2

-5

国

際

KDD 1 い レ
一

新 事 業 者 2

、

＼c2
'

ノ
)一

計 80 86 十6

第

二

種

特 別(う ち国際特別) 36(25) 39(27) +3(+2)

一 般
L143 1,550 十407

計 1,179(1,166) 1,589(1,577) +410(+411)

放

送

事

業

者

地上系

NHK 1 1 一

放 送 大 学 学 園 1 1 一

民 間 放 送 180 192 十12

衛 星系

(NHK

を除 く)

放 送 衛 星 利 用 2 3 十1

通

瘍
星
利
用

委

託

テ レ ビ ジ ョ ン 6 10 十4

立 士日 ノコ 6 4 一2

受 託 2 1 一1

都 市 型 ケ ー ブ ル テ レ ビ 141 151 十10

郵 便 事 業 1 1 一

郵政省資料によ り作成

(注)第 二種 電気通信事業者計の()内 の数字は、国際VAN事 業 を営 むことから特

別第二種電気通信事業者の登録 を受け、かつ国内業務 に関 しては法令の定め る規模

に達 していないことか ら一般第二種電気通信事業者 として届 出を行 っている事業者

があ るため、その重複 を控除 した数である。
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イ 第二種電気通信事業の動向

第二種電気通信事業者(注1)は、電気通信サー ビスへ のニー ズの高 ま りや

市場 の拡大等 を反映 して、年 々着実 にその数 を伸 ば してお り、5年 度末

現在 では1,589社 とな り、対前年度末比 で410社 増加 して いる。

(特別第二種電気通信事業 者)

特別 第二種電気 通信事業者 とは、政令 で定め る規模 を超 え るネ ッ ト

ワー クを運用す るか、国際VANサ ー ビス を提供 す る事 業者 であ り、5

年度末現在 で39社 が登録 を行 っている。

なお、前年度 に引 き続 き、 国際VANサ ー ビス を提供 して いる国際特

別第二種電気通信事業 への参入が続 いてお り、5年 度 には3社 が新 たに

登録、1社 が登録 を廃 止 し、5年 度末現在 では27社 となってい る。

(一般第二種 電気通信事業者)

一般第二種電気通信事業者は
、5年 度末現在 で1,550社 が届出 を行 って

お り、対前年度末比407社 増加 してい る。

業種別にみ ると、 オンライン受託 計算サー ビス等が348社(対 前年度比

9社 減)、 電子機器製造 ・販売及び ソフ トウェア開発が153社(同19社 増)、

卸売業 ・倉庫業等 流通関係が76社(同4社 増)、 出版 ・広告関係が29社(同

5社 増)、 宅配貨物等運送関係 が17社(同 増減 なし)、総合 商社 が14社(同

1社 増)、 その他913社(同387社 増)と な ってい る。

電気通信役務別(注2)にみる と、デー タ伝 送 を提供す る事業 者が674社(同

22社 増)、 音声伝送が856社(同383社 増) 、画像伝送 が279社(同47社 増)、

複合が169社(同14社 増)と なってお り、前年 度 と比較 して音 声伝送役務

(注1)第 二種電気通信事業者とは、第一種電気通信事業者の設備を利用して、電気

通信サービスを提供する事業者である。不特定多数向けに、大規模なシステム

及び国際間のシステムを扱う特別第二種電気通信事業者(登録制)と 、それ以

外の一般第二種電気通信事業者(届 出制)と に区分される。

(注2)複 数役務の届出会社があるため、合計は会社数を超える。
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の提供が顕著 に伸びている。

ウ 電気通信事業者 の地域別動向

5年 度末現在 におけ る第一種電気通信事 業者及び第二種 電気通信事業

者の本社所在地 を地域別 にみ る と、全体の32.3%が 東京に集 中 してお り、

4年 度 との比較 において3.3ポ イン ト減少 した ものの、近畿 の19.7%を は

じめ とする各地域 を大 きく引 き離 している。 また、東京に隣接 している

関東 は全体の8.8%と 、近畿(19.7%)、 九州(8.8%)に 次 いで4番 目で

あ り、東京への集中が一層顕著 にあ らわれている。 この状況 は、電気通

信事業法が施行 された昭和60年 度に さか のぼ って も、東京に事業者の本

社全体 の44.4%が 集中 してお り、近畿の12.8%を は じめ とする各地域 と

の格差が歴然 としている(第1-2-2図 参照)。

② 放送事業

ア 地上系放送事業 の動向

地上系放送事業者は、5年 度末現在 でNHK及 び放送大学学園 を含め

194社(対 前年度 比12社 増)で あ る。5年 度において、テ レビジ ョン放送

第1-2-2図 電気通信事業者の地域別本社所在地数比の比較
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事業者3社(山 口県、大分 県及び鹿 児島県)、FM放 送事業者4社(北 海

道、福 岡県、愛知県及び栃木県)及 び コ ミュニテ ィ放送事 業者5社(守

口市、豊橋市、葉 山町、旭 川市及び坂 出市)に 対 し新 たに免許が付 与 さ

れ た。

イ 衛星系放送事業の動 向

衛星系放送事業者は、5年 度末現在 でNHKを 含 め17社(BS放 送事

業者3社 、CS放 送事 業者14社 、対前年度比2社 増)で ある。5年 度に

お いて、通信衛星 を利用す るCS放 送事業者4社 を新 たに認定 した(5

年7月 、CS-PCM音 声放送事業者2社 が業務 を廃止)。

ウ 都市型ケ ーブルテ レビ事業の動 向

都 市型ケー ブルテ レビ事業者は、5年 度末現在 で151社(対 前年 度比10

社増)で あ る。5年 度にお いて、7社(そ の他変更許可3社)に 対 し、

新 たに施設 の設置が許可 された。

2経 営動向

(1)電 気通信事業者

第一種電気通信事業者の4年 度の営業収益 をみると、全体 としては、

前年度と比べて増加 している。特に、携帯 ・自動車電話等の移動体系の

営業収益の伸び率が高 くなっている。

また、昭和61年 度以降の第一種電気通信事業者の電気通信事業営業収

益㈱の伸び率 を他の産業と比較 してみると、第一種電気通信事業者は、他

の産業のような大きな上下変動がなく、比較的安定 して伸びているとい

える(第1-2-3図 参照)。

5年 度上半期 の第一種電気通信事業者の電気通信事業営業収益の対前

(注)第 一種電気通信事業者の営業収益は、電気通信事業営業収益(附帯事業営業収

益を含まず)、他の産業は、売上高(附 帯事業営業収益を含む)で ある。



第2節 情報通信経済の動向 一73一

(%)
16

14

12

10

8

6

4

2

0

.2

第1-2-3図 業種別営業収益対前年度比の推移

弟Ill・li・気 画1■1才

留 乳 一 △

貼P・ 一■

」1製1昌 一☆

国民 ぺhイ ー。□胴 一r吻

'軸 噛 隔

'陶 偶 、

'、
ヤ ー 一 冒 『'

、

ノ ー ロ ー 一 神 一 口 ㍉

～ け 一 一 ・'・㌻ 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一一 一一 一 一 ふ ニ ー 一一 一 一 一

響■

陶 、
噺

腎 隔
、

・/マ ＼ロ、ρ冒'、
ロ印一,,,＼

/vlξ 一一誓ぐ"ロ4
、7-一 一 一 丁'

、

'、

'、

」 、
,、

'、
'

'、
'、

'
t,'、

.＼

」

616263元234
年 年 年 年 年 年 年
度 度 度 度 度 度 度

郵政省資料 、 「法 人企業統計 年報」(大蔵省)に より作成

(注>1,第 一種電気通信事業の数値は、電気通信事業営業収益の対前年度伸 び率である。

2.全 産業、製造業、非製造業の数値 は、売上高の対前 年度伸 び率であ る。

3.国 民総生産は、名 目国民総生産(経 済企画庁5年12月 資料 より)で ある。

年同期 比伸び率 は、全体 としては4年 度上半期の対前年 同期 比 より低 く

なっている。

第二種電気通信事業者の4年 度の営業収益(推 計)は 、前年 度 と比べ

て増加 してい るものの、伸 び率 は低 くなってい る。

また、第一種 電気通信事業者及 び第二種電気通信事業者の設備投資動

向 をみる と、他 の産業におけ る設備投 資額 の実績額対前年度比は、元年

度以降年々減少 しているに もかかわ らず、電気通信事業 においては、安

定 して推移 している(第1-2-4図 参照)。

営業収益及び設備投資額の伸 び率の推移 をみ ると、電気通信事業者 は、
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「通信産業設備投資等実態調査」(郵 政省)、 「法 人企業動 向調査報告」(経 済企画庁)に より作成

(注>1.5年 度 は修正計画額、その他 の年度 は実績額 であ る。

2.国 民総生産 は、名目国民総生産(経 済企画庁5年12月 資料 よ り)で ある。

景気の変動等の影響 をあま り受 けず、安定 的な伸 び を示 してい るといえ

る。

ア 電気通 信事業者の経営状況

4年 度の第一種電気通信事業者の経営状況 につ いてみ ると、電気通信

事業営業収益は前年度比4.7%増 の6兆9,155億 円であ り、 国内第一種電

気通信事業者は、前年度比4.7%増 の6兆6,122億 円、 また、国際 第一種

電気通信事業者は前年度比4.1%増 の3,033億 円であった。

「法人企業統計年報」(大 蔵省)に よる と、全産業 の4年 度 の営業収益

は・前年度比0・7%減 ・製造業 は同3.9%減 、非製造業は、同0.7%増 であっ

た・他 の産業 と比較 して も・第一種電気通信事業者の営業収益 は順調 な

伸びであった といえ る(第1-2-5図 参照)。

5年 度上半期の第一種電気通信事業者の電気通信事業営業収益 は、4
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4年 度 営業収 益対 前年度 比

一7。8

郵政省資料、「法人企業統計年報」(大 蔵省)に よ り作成

(注)1.第 一種電気通信事業の対前年度伸び率 の数値 は、電気通信事 業営業収益、民間放

送事業は営業収益 、他の産業は、売上高 である。

2.第 二種電気通信事業の対前年度伸び率 の数値 は、営業収益であ り、推計値である。

年度上半期の対前年同期 比の伸 び率6.2%に は及ぼなか ったた ものの、4

年度上半期比4,9%増 の3兆5,845億 円 となってい る。 これ を国内電気通

信 と国際電気通信 に分 けてみ ると、国 内は対前年 同期 比4.7%増 の3兆

4,209億 円、国際は同9.1%増 の1,636億 円であった。国内電 気通信事業者

の電気通信事業営業収益 の うち、特に携帯 ・自動車電話、 無線呼出 しな

どの移動系が伸 びている。一方、国際電気通信事業者の電気通信事業営

業収益 の うち、主力であ る電話が順調 に伸 びている(第1-2-6表 参

照)。

また、5年 度上半期 の第一種電気通信事業者の経常利益 は対前年同期

比10.0%増 の1,616億 円 となっている。これ を国内電気通信 と国際電気通

信 とに分けてみ ると、国内は対前年同期比4.1%増 の1,411億 円、 国際は
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第1-2-6表 第 一種電 気通 信 事業 営業 収益 の推 移

(単位:億 円、%)一

5・ 上 半 期年度

区別

3・ 上 半 期 4・ 上 半 期

金 額 金 額 増 減 率 金 額 増 減 率

国 内 電気 通 信
事 業営 業 収 益

30,747 32,667 6.2 34,209 4.7

電 話 24,277 24,704 1.8 24,995 1.2

専 用 2,283 2,628 15.1 2,795 6.4

携帯 ・自動車電話 1,508 2,198 45.8 2,765 25.8

船 舶 電 話 61 68 11.5 62 △8.8

無 線 呼 出 し 715 861 20.4 1,008 17.1

そ の 他 L900 2,208 16.2 2,581 16.9

国際 電 気通 信
事 業 営 業収 益

1,435 1,499 4.5 1,636 9.1

電 話 1,141 1,210 6.0 1,355 12.0

専 用 107 114 6.5 118 3.5

電 報 16 13 △18.8 11 △15.4

テ レ ッ ク ス 62 47 △242 35 △25.5

そ の 他 109 110 0.9 114 3.6

合 計 32,182 34,166 6.2 35,845 4.9

郵政省資料に より作成

(注)1.国 内電気通信事業営業収益のその他は、電報、電信、 デー タ通信等である。

2.国 際電気通信事業営業収益のその他は、デー タ通信、デー タ伝送等である。

3.各 サー ビス別収入の数値 は、億 円未満 を切 り捨 ててあ る。

4.合 計欄 の数値は、億円未満 を切 り捨ててある。

5.増 減率 は、各金額 の百万円単位 で算出 した。

同81.4%増 の205億 円 で あ っ た 。

(ア)NTT

4年 度 のNTTの 経営状況 は、総収益5兆9,580億 円(前 年度比2 .8%

減)、 営 業 収 益5兆8,922億 円(同2.7%減)、 経 常 利 益2,488億 円(同29.5%

減)の 減収減益 であ った(第1-2-7表 参照)。
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NTTの 経営状 況

(単位:億 円)

区 別 元 年 度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度

総 収 益 58,474
(28,598)

60,344

(29,492)

61,275
(30,034)

59,580
(29,958) (29,469)

営 業 収 益 57,692
(28,245)

59,584
(29,098)

60,560
(29,645)

58,922
(29,632) (29.116)

電気通信事業営業収益
54,822

(26,921>

56,553

(27,669)

57,459

(28,153)

55,738

(28,122) (27,593)

電 話 収 入 47,271
(23,351)

48,415
(23,842)

48,481
(23,834)

46,464
(23,466) (22,808)

電 信 収 入 44
(23)

40
(21>

35
(19)

29
(16) (14)

電 報 収 入
544

(241)
582

(265)
670

(306)
751

(340) (369)

専 用 収 入
3,720

(1,807)
3,897

(1,898)
4,014

(1,983)
4,559

(2,224) (2,354)

デー タ伝送収入
401

(192)

438

(215)

476

(237)

483

(244) (233)

無線呼出 し収入
901

(452)
886

(427)
1,019

(489)
279

(279) (一)

そ の 他 の 収 入
1,937

(852)
2,292

(998)
2,760

(1,283)
3,171

(1,553) (1,816)

附帯事業営業収益
2,869

(1,323)
3,030

(1,429)
3,101

(1,491)
3,183

(1,510) (1,523)

営 業 外 収 益
781

(353)
760

(393)
714

(389)
657

(326) (353)

総 費 用
53,627

(26,567)
56,201

(27,942)
57,746

(28,683)
57,091

(28,898) (28,429>

営 業 費 用
51,037

(25,317)

53,794

(26,544)

55,278
(27,519)

55,009
(27,826) (27,468)

電気通信事業営業費用
48,064

(23,826)
50,736

(25,025)
52,232

(25,961)
51,893

(26,261) (25,904)

附帯事業営業費用
2,972

(1,490)
3,058

(1,519)

3,045

(1,558)

3,115

(1,565) (1,563)

営 業 外 費 用
2,589

(1,250)

2,406

(1,397)

2,468
(1,163)

2,082
(1,073) (961)

経 常 利 益 4,847
(2,031)

4,143
(1,549)

3,528
(1,351)

2,488
(1,059) (1,039)

郵政省資料、NTT資 料に より作成

(注)1.億 円未満は切 り捨てである。

2.端 数処理の関係で合計が一致 しないものがある。

3.()内 は上半期の実績値である。

4.昭 和63年7月 にNTTよ りデー タ通信事業本部及び4年7月 に移動体通信事

業本部が分離 し、別会社 になっている。
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この減収減益 の主な要 因は、4年7月 に移動体部 門 を分 離 した ことと・

4年6月 に料金 を値下げ したこ との影響 による ものであ る・

電話役務 営業損益 の うち加 入電話の状況 をみ る と、基本料 は・1兆

1,282億 円の収益(前 年度比3.1%増)に 対 し、1,485億 円の赤字(前 年度

は1,553億 円の赤字)、市内通 話は、1兆6,097億 円の収益(前 年度比2・6%

増)に 対 し247億 円の黒字(同22.6%増)、 市外通話は、1兆1,364億 円の

収益(同11.9%減)に 対 し、6,895億 円の黒字(同15.2%減)と なってい

る(第1-2-8表 参照)。

また、4年4月 か ら事業部制 の導入 ・徹底等が行 われて いるが、 その

事業部制に よる収支状況 をみ ると、地域通信事業部は、1,757億 円の赤字

第1-2-8表4年 度NTTの 電 話役 務損 益 明細 表

(単位:億 円)

役 務 の 明 細 営 業 収 益 営 業 費 用 営 業 利 益

加 入 電 話 41,827 36,207 5,619

基 本 料 11,282 12,768 △1,485

市 内 通 話 16,097 15,849 247

市 外 通 話 11,364 4,469 6,895

そ の 他 3,082 3,121 △38

公 衆 電 話 3,164 3,390 △226

自 動 車 電 話 671 690 △19

そ の 他 の 移 動 体 電 話 59 62 △3

そ の 他 3,259 4,955 △1,695

計 48,982 45,307 3,675

NTT資 料 により作成

(注)1。 「市内通話」、「市外通話」に係 る営業収益は、サンプル調査 によ り推計 された

通信量比に基づ き算出 した。

2.「 自動車電話」及び 「その他移動体電話 」に係 る通話料収入は、発信側の電気

通信設備 に係 る役務の細 目に係 る収 入とした。

3.端 数処理の関係 で合計が一致 しない ものがあ る。
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となる一方、長 距離通信事業部 は、4,547億 円の黒字 となってい る(第1

-2-9表 参照) 。

4年 度の各地域通信事業部の収支状況 をみ ると、東京、関東、関西は、

黒字 であ るが、 その他 の地域は、赤字 となっている(第1-2-10表 参

照)。

4年7月 にNTTか ら分離 したNTT移 動通信網㈱の4年 度の営業収

益 は、3,280億 円、営業費用は、3,098億 円、 経常利益 は、72億 円であっ

た。

5年 度上半期のNTTの 経営状 況をみ ると、営業収益 は、対前年同期

比1。7%減 の2兆9,116億 円、経常利益は同1.8%減 の1,039億 円で、2年

続けて減収減益 となった。

第1-2-9表NTTの 事業 部制収 支状況

(単 位:億 円)

地域通信
事 業 部

長距離通信
事 業 部

パヶット通信

事 業 部
画像通信
事 業 部

電 報
事業部

稼動体通信
事 業 部

NTT全 体

総 収 益 49,712 11,317 620 150 769 1,038 59,580

総 費 用 51,470 6,770 587 283 938 1,072 57,091

経常収支 一1
,757 4,547 33 一133 一168 一33 2,488

郵政省資料 により作成

(注)1.移 動体通信事業部につ いては、NTT本 社からの分離(4年7月)ま での3

か 月間の値。移動体通信事業部は現在廃止 されている。

2,各 事業部の総収益 、総費用には社 内取引分が含 まれてい るため、合計額 はN

TT全 体 とは一致 しない。

第1-2-10表NTTの 各地 域通 信事 業部の 収支 状況

(単位:億 円)

東京 関東 信越 東海 北陸 関西 中国 四国 九州 東北 北海道 全体

総収益 8,478 9,948 L600 5,297 1,060 8,534 2,903 1,453 4,984 3,227 2,224 49,712

総 費 用 7,748 9,183 1,875 5,371 1,342 8,449 3,448 1,798 5,740 3,836 2,674 51,470

経常収支 730 764 一275 一73 一281 84 一545 一345 一755 一609 一450 一1
,757

郵政省資料 により作成
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これ は、電話料金の値 下げ(4年6月 実施)に よる収入減や経済の低

迷等 による新規電話加入増設数 の伸 び悩み等 が原 因 と考 え られる・営業

収益全体 に 占め る電話収入の割合 も78.3%(前 年度79.2%)と 昨年 に続

き0.9ポ イン ト減少 している。

(イ)長 距離系新第一種 電気通信事業者

4年 度の長 距離系新第一種 電気通信事業者3社 の営業収益 は、3年 度

の対前年度比伸 び率 の33,8%増 に対 し、 その合計 は前年度比16.6%増 の

4,746億 円 と約 半分 の伸びに とどまった。

5年 度上半期 の営業収益は、対前年同期 比16.4%増 の2,665億 円、経常

利益 は同0.9%減 の190億 円 となっている。

この うち各社の中間決算 をみ る と、第二電電㈱ の営業収益 は対 前年同

期比19.5%増 の1,326億 円、経常利益 は同1.6%増 の134億 円であった。

これに対 し、日本 テレコム㈱ の営業収益 は同11.8%増 の1,103億 円、経

常利益 は同0.5%減 の106億 円、 日本高速通信㈱ の営業収益 は、 同21.9%

増の235億 円で あるが、経常損失 は50億 円 とな った。

第二電電㈱、 日本テ レコム㈱ の2社 は、4年 度末 までに、 業務 エ リア

の全国拡 充 を終 わらせ てお り、従来の よ うなエ リア拡大 に伴 う増収効果

が鈍 って きている(第1-2-11表 参照)。

(ウ)地 域系新第一種電気通信事業者

4年 度の地域系新第一種 電気通信事 業者の営業収益 の合計は前年度比

29.6%増 の690億 円、また経常利益 の合計 は、5億 円 と初 めて黒字に なっ

た。 これは、 エ リア拡大等に伴 う利用者の増加及び移動通信事業者か ら

の伝送業務受託収入が総収益 の伸 びに貢献 したためで ある。

5年 度上半期 の営業収益 の合計 は、対前年 同期比20.9%増 の384億 円 と

好調な伸び をみせ、経常利益の合 計 も12億 円 と大幅 に増 えている(第1

-2-12表 参照)。



第1-2-11表

第2節 情報通信経済の動向 一81一

長 距離 系新 第一種電 気通信 事業 者の経 営状 況

(単位:百 万円)

区分年度 営 業 収 益 営 業 費 用 経 常 損 益

2年 度 304,281 256,559 31β16

3

年

度

第 二 電 電 ㈱ 199,831
(93,282)

168,022
(78,930)

23,432
(10,742)

日本 テ レコム㈱
173,379
(80,669)

145,443
(67,155)

16,043
(7,939)

日本高速通信㈱
33,780

(16,568)
37,315

(18,427)
△7,099

(△3,858)

計 406,992
(190,519>

350,780
(164,512)

32,376
(14,823)

4

年

度

第 二 電 電 ㈱
230,710

(110,979>
198,487
(93,432)

24,089
(13,242)

日本 テ レコム㈱
203,670
(98,711)

171,596
(82,000)

19,827
(10,685)

日本高速通信㈱
40,277

(19,272)
44,623

(22,251)
△8,101

(△4,729)

計 474,曲

(228,962)

414,706
(197,883)

35,815
(19.198)

5

年

度

第 二 電 電 ㈱
(132,666) (113,898) (13,448)

日本 テ レ コム㈱
(110,376) (94,107) (10,627)

日本高速通信㈱
(23,502) (26,458) (△5,049>

計
(266,544) (234,463) (19,027)

郵政省資料によ り作成

(注)1.2年 度の数値は、第二電電㈱、 日本 テレコム㈱ 及び日本高速通信㈱の合計で

ある。

2.()内 は上半期 の実績値 である。

3,端 数処理 の関係 で合計が一致 しないものがある。
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第1-2-12表 第一種 電 気通 信事 業者 の経 営 状況

(単位:億 円)

NTT 新長 距離系 新 地 域 系 新 衛 星 系

営業収益営業費用経常損益営業収益営業費用 経常損益 営業収益 営業費用経常損益 営業収益 営業費用 経常損益

2年度
(上半期)

59,584
(29,098)

53,794
(26,544)

4,143
(1,549>

3,042
(1,360)

2,565
(1,148)

313
(139)

349
(150)

388
(184)

△109

(△63)

253304
(123)(160)

△51

(△37)

3年度
(上半期)

60,560
(29,645)

55,278
(27,519)

3,528
(1,351)

4,069
(1,905)

3,507(
1,645)

323
(148)

533
(238)

476
(223)

△36

(△31)

271
(132)

265
(131)

6

〔1)

4年度
(上半期)

58,922
(29,632)

55,0⑪9

(27,826)

2,488
(1,058>

4,746
(2,289)

4,147
(1,978)

358
(191)

690
(318)

588
(278)

5

(△8)

328
(160)

358
(170)

△29

(△10)

5年度
(上半期) (29,116〕 (27,468)(1,Q39) (2,665) (2,344) (190) (384) (321) (12) (161) (184) (△23)

新携帯 ・自動車電話 新無線呼出し KDD 新 国 際

営業収益営業費用 経常損益 営業収益営業費用 経常損益 営業収益営業費用経常損益 営業収益営業費用経常損益

2年度
(上半期)

789
(309)

646
(266>

36
(14)

366
(171)

319
(150)

28
(8>

2,407
(1,221)

2,237
(1,120)

259
(124)

288
(120)

373
(165)

△129

(△65)

3年度
(上半期〉

1,316
(579)

1,135
(492)

50
(27)

487
(231)

424
(197)

47
(22>

2,444
(1,236)

2,251
(1,136>

260
(140)

516
(224)

541
(250)

△81

(△51)

4年度
(上半期)

1,832
(864)

1,515

(69ω

164
(98)

629
(298)

528
(249)

82
(38)

2,400
(1,203)

2,230
(1,112)

266
(132)

681
(321)

640
(309)

△21

(△19)

5年度
(上半期) (1,097) (858) (161) (365) (315) (43) (1,245) (1,135) (160) (415) (342) (44)

郵政省資料、NTT資 料、KDD資 料によ り作成

(注)1.億 円未満は切 り捨てである。

2.端 数処理の関係で合計が一致 しない ものがあ る。

3.()内 は上半期 の実績値 であ る。

4.昭 和63年7月 にNTTか らデー タ通信事業本部及び4年7月 に移動体通信事

業部が分離 し、別会社 になっている。

5.新 地域系の数値は、 東京通信 ネッ トワー ク㈱、中部 テレコ ミュニケー シ ョン

㈱ 、大阪メデ ィアポー ト㈱、㈱四国情報通信ネ ッ トワー 久 九州通信 ネ ッ トワー

ク㈱及び北海道総合通信網㈱の6社 であ る。

6.新 携帯 ・自動車電話事業者の数値は、 日本移動通信㈱、関西セ ルラー電話㈱、

九州セルラー電話㈱、中国セル ラー電話㈱、東北セル ラー電話㈱、北海道 セル

ラー電話㈱、北陸セル ラー電話㈱、四国セルラー電話㈱及 び沖縄セル ラー電話

㈱ の9社 の合計 である。

(エ)衛 星系新第一種電気通信事業者

4年 度の衛星系新 第一種電気通信事業者の営業収益 は、前年度比

21.0%増 の328億 円 と、3年 度の前年度 比の伸 び率 に比べ、大幅に増加 し

たが、経常損 失は、29億 円であった。

5年 度上半期 の営業収益 は、昨年 とほぼ同額 の161億 円、経常損失は23

億 円 と な っ て い る(第1-2-12表 参 照)。
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(オ)新 携帯 ・自動車電話事業者等

4年 度の新 携帯 ・自動車電話事業者等17社(携 帯 ・自動 車電話事業者

9社 、簡易陸上移動無線電話事業者4社 、マ リネ ッ ト電話事業者3社 、

テ レター ミナル事業者1社)の 経営状況 は、営業収益が前年度比39 .4%

増 の1,850億 円、経常損益が 前年度の4.9%増 の142億 円の黒字 となった。

また、5年 度上半期 の営業収益は、対前年同期比27.7%増 の1,112億 円、

経常利益 は、73.3%増 の149億 円 となってい る。

営業収益 の大部分 を占め る携帯 ・自動車電話事業者 につ いてみると、

日本移動通信㈱ とセルラー電話 グループ8社 の5年 度上半期 の電気通信

事業営業収益 は、前年度 同期 と比較 して27.6%増 の1,032億 円 と順調に伸

展 した。 これ は、携帯 ・自動車電話市場 の37.3%を 占めてお り、前年度

同期 よ り0.5ポ イン ト増加 した(第1-2-12表 参照)。

(カ)新 無線呼出 し事業 者

4年 度 の新 無 線呼 出 し事 業 者の経 営状 況 は、営業 収 益 は前 年度 比

29.2%増 の629億 円、経常利益は同74.5%増 の82億 円であった。

5年 度上半期 の営業収益は、対前年同期比22.5%増 の365億 円、経常利

益 は同13.2%増 の43億 円 と引き続 き順調に増加 している。

この うち電気通信事業営業収益 の合計は356億 円で、無線呼出 し市場の

35。4%を 占めてお り、前年 度同期 よ り1.5ポ イン ト増加 した(第1-2

-12表 参照) 。

(キ)KDD

4年 度のKDDの 経営状況 は、総収益2,537億 円(前 年度比1.0%減)

営業収益2,400億 円(同1.8%減)、 経常利益266億 円(同2.3%増)の 減収

増益 であった。

5年 度上半期 の営業収益 は対前年 同期比3.5%増 の1,245億 円、経常利

益 は同21,2%増 の160億 円 と昨年 の減収減益 か ら一転 して増収増益 なっ
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第1-2-13表KDDの 経 営状 況

(単位:億 円)

区 別 元 年 度 2年 度 3年 度 4年 度 『 年 度

総 収 益 2,691

(1,363)

2,538

(1,283)

2,563

(1,292)

2,537

(1,268) (1,316)

営 業 収 益 2,587
(1,321)

2,407

(1,221)

2,444
(1,236)

2,400
(1,203) (1,245)

電気通信事業営業収益
2,563
(1,310)

2,371

(1,207)

2,397
(1,212)

2,352

(1,179) (1,221)

電 話 収 入 2,035

(1,043)

1,831

(945)

1,845

(934)

1,826

(913) (967)

テ レ ッ クス収 入
168

(85)

139

(73)

118
(62)

87
(48) (36)

電 報 収 入 38
(19)

35
(18)

31

(16)

26

(13) (11)

専 用 収 入
164

(82)
179

(84)
178

(91)

182
(93) (92)

データ通信収入
39

(18)
45

(21)

53

(26)

53

(26) (24)

デー タ伝送収入
20

(10)
9

(5)

9
(5)

8

(4) (4)

そ の 他 の 収 入
97

(49)
129

(58)

159

(78)

166

(79) (84)

附帯事業営業収益 23
(11)

35
(14)

47
(24)

48

(23) (23)

営 業 外 収 益
103

(42)

130

(62)

118
(55)

136
(66) (71)

総 費 用
2,396

(1,175)

2,278

(1,159)

2,302

(1,152)

2,271

(1,136) (1,155)

営 業 費 用 2β43

(1,158)

2,237
(1.120)

2
(1

251
136)

2,230
(1,112) (1,135)

電気通信事業営業費用
2,312

(1,144)

2,207

(1,106)
2
(1

219
119)

2,198
(1,096) (1,117)

附帯事業営業費用
30

(14)

30

(14)
31

(17)
31

(15) (17)

営 業 外 費 用 52
(16)

40
(39)

51
(16)

40
(23) (20)

経 常 利 益 294

(118)
259

(124)
260

(140)
266

(132) (160)

郵 政 省 資料 、KDD資 料 に よ り作 成 。

(注)1.億 円 未満 は切 り捨 て て あ る。

2.()内 は 、上 半 期 の 実績 値 で あ る。

3.端 数 処 理 の 関係 で 合 計 が一 致 しな い もの が あ る。
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た。 これ は、電話 トラ ピックの伸 びの回復及び為 替差益の増加 によるも

の と考 え られ る。

営業収益 の うち電気通信事 業営業収益 は、1,221億 円(対 前年 同期 比

3.6%増)で あ った。 この内訳 をサー ビス別 に前年度 と比較 してみると、

電気通信事業営業収益の主力 である電話収 入が5.9%と 順 調に増加 して

いる。一方、 テレックス収入 ・電報収入 ・専用収入 ・デー タ通信収入は

減少 している(第1-2-13表 参照)。

(ク)新 国際第一種電気通信事業者

4年 度の新 国際第一種 電気通信事 業者 の営業収益 の合計は前年度 比

32,0%増 の681億 円 となった。経常損失は、21億 円 となってい る。

5年 度上半期の営業収益は、対前年 同期 比29,3%増 の415億 円、経常利

益は44億 円 と事業 を開始 してか ら初めて黒字に なった。

新 国際第一種 電気通信事業 者2社 の中間決算 をみる と、総収益の対 前

年度伸 び率が総 費用の対前年度伸 び率 を上 回ったこ と等に よ り、着実 に

業績 を伸ば した。

国際デ ジタル通信㈱の営業収益 は、対 前年同期 比31.3%増 の218億 円 と

な り、経常利益 は29億 円 となっている。 日本国際通信㈱の営業収益は、

対前年同期 比27.1%増 の197億 円、経常利益は15億 円 とな っている(第1

-2-12表 参照) 。

(ケ)第 二種電気通信事業者

第二種 電気通信事 業者全体の営 業収益 は、4年 度推計で1兆5,716億 円

(対前年度比6.8%増)と 堅調 に増加 している。 これ は、伝 送速度の高速

化等 によ り顧客ニーズに応 えることができたため と思われ る。

この内訳をみ る と、特別第二種電気通信事業者の営業収益は、9,345億

円(推 計、対前年 度比5.1%増)と なっている。 また、一般 第二種電気通

信事業者の営業収益は、6,371億 円(推 計、対前年度比9.4%増)と 順調
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に増加 している。

イ 電気通信事業者の設備投資動向

5年3月 及 び10月 に郵 政省 が実施 した 「通信産 業設備 投 資 等実 態調

査 」(注)等に よる と、電気通信事業者全体 の4年 度 の設備投 資実 績額は、536

社 で2兆6,558億 円であ り、3年 度実績額(合 計497社)に 比べ4.5%増 加

している。

5年 度の設備投資修正計画額は、544社 で2兆8,104億 円で あ り、対前

年度実績額比5.8%増 となっている(第1-2-14表 参照)。

また、 「法人企業動向調査 報告」(経 済企 画庁、5年12月 実 施)に よる

第1-2-14表 電 気通 信事 業 者の 設備 投資 額

(単位:社 、百万円)

回答事業者数 3年 度

実 績 額

4年 度

実 績 額

5年 度

修正計画額3年 度 4年 度 5年 度

第一種 電 気通 信事 業 者 79 75 83 2,371,037 2,473,756 2,579,785

NTT 1 2 10 1,886,839 2,017,012 2,011,665

KDD 1 1 1 58,718 62,027 65,200

新第一種電気通信事業者 77 72 72 425,480 394,717 502,920

第二種電気通信事業者 418 461 461 171,247 182,087 230,584

特別第二種電気通信事業者 30 33 33 145,633 157,637 206,584

一般第二種電気通信事業者 388 428 428 25,614 24,450 24,000

電 気 通 信 事 業 者 計 497 536 544 2,542,284 2,655,843 2,810,369

「通信産業設備 投資等実態調査(5年3月 及び10月 調査)」(郵 政省)等 によ り作成。

(注)1.NTTの4年 度実績額には、NTT移 動通信網㈱ を含む。

2.NTTの5年 度修正計画額 には・NTT移 動通信網㈱ 、NTT北 海道移動通

信網㈱・NTT東 北移動通信網㈱・NTT北 陸移動通信網㈱、NTT東 海移動

通信網㈱・NTT関 西移動網㈱・NTT中 国移動通信網㈱ 、NTT四 国移動通

信網㈱及びNTT九 州移動通信網㈱ を含 む。

(注)郵 政省 の所 管 であ る通信 産業 にお け る設備 投 資等 の 実 態 を把 握 す るため に、

総務 庁承 認統 計調査 として年2回(現 在 は・3月 と10月)実 施 して い る もの で あ

る。
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第1-2-15図 業種 別設備 投 資5年 度 修正 計 画 対 前年度 実績額 比

(嘉126・6

認
1:

2

:捻
一20

-22 .4

愛

「通信産業設備投資等実態調査(5年10月 調査)」(郵 政省)、 「法人企業動向調査報告(5年12月

調査)」(経 済企画庁)に よ り作成

と、全産業の5年 度の設備投資修正計画額は、44兆2,960億 円で、対前年

度実績額比9.6%減 少、製造業は同18.0%減 少、非製造業 は同4.7%減 少

している。 さらに、他の産 業の伸 び率 と比較 してみ ると、経済が低迷す

るなかで、設備 投資の伸び率が減少 してい る産業が多いが、電気通信事

業者は比較的堅 調 といえる(第1-2-15図 参照)。 特 に、元年度 以降の

設備投資実績額(5年 度は修正計画額)を みてみ ると、他の産業 の設備

投資額の伸 び率 は、年々減少 しているが、電気通信事業者の設備投資額

の伸 び率 は、安定的に推移 している(第1-2-4図 参照)。

(ア)第 一種電気通信事業者

第一種 電気通信事業者全体 の4年 度 の設備投資実績額(75社 合計)は 、

2兆4,738億 円(対 前年度実績額比4.3%増 、79社 合計)で あった。 この

内訳をみ るとNTTが1兆8,833億 円(同0.2%減)、KDDが620億 円(同

5.6%増)、NTT移 動通信網㈱が1,336億 円であるのに対 し、NCC(72

社合計)は 、3,947億 円(同7.2%減 、77社 合計)で あ り、第一種電気通

信事業全体 の16。0%を 占めている。これは、サー ビスエ リアの拡大や様々

なニー ズに応え るための設備投資 を進め て きたため と思われ る。
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また、第一種電気通信事 業者 の5年 度の設備 投資修正 計画額 は、2兆

5,798億 円で対 前年度実績額比4.3%増 となっている。この 内訳 をみ る と・

NTTが1兆8,400億 円(対 前年度実績額 比2.3%減)、KDDが652億 円

(同5.1%増)、NTT移 動通信網㈱等地域別9社 の合 計が1,717億 円(同

28.5%増)で あ るのに対 し、NCCは 、5,029億 円(同27.4%増 、72社 合

計)と 高い伸 び率 を示 し、第一種電気通信事業 全体 に 占め る割合 も19.5%

とな り、4年 度 よ り3.5ポ イン ト増加 してい るが、さらな るサー ビスの向

上 に向けて取 り組ん でい るもの と思 われ る(第1-2-14表 参照)。

(イ)第 二種電気通信 事業者

第二種電気通信事業者全体 の4年 度 の設備 投資実績額(461社 合計)は 、

1,821億 円(対 前年度実績額比6.3%増 、418社 合計)で あ った。特別第二

種電気通信事業者(33社 合計)は 、1,576億 円(同8.2%増 、30社 合計)、

一般第二種電気通信事業者(428社 合計)は 、245億 円(同4.5%減 、388

社合計)と なっている。

また、第二種電気通信事業者 の5年 度の設備 投資修 正計画額(461社 合

計)は 、2,306億 円で対前年度実績額比26.6%増 と大 きな伸 び を示 してい

る。 これは、専用線の大容 量化 、高速化 を一層進めてい るため である と

思われ る。 また、第二種 電気通信事業者 の5年 度の設備 投資修正計画額

の うち、特別 第二種電気通信事業者(33社 合 計)は 、2,066億 円(対 前年

度実績額 比31.1%増)と 大 幅に伸 びているが、一般第二種電気通信事業

者(428社 合 計)は 、240億 円(同1.8%減)と なって いる(第1-2-14

表参照)。

② 放送事業者

4年 度の放送事業者全体 の収支状況 をみ ると、民 間放送事業者 は、前

年度 と比べ、減収減益 となってい る。 また、 ケー ブルテ レビ事業者 は、

赤字 は前年度 よ り増 えてい るものの経常収入 は大 きく伸 びている。
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設備 投資額 をみ ると、4年 度の実績額 は、前年度実績額 と比較す ると

0.2%増 加 しているが、5年 度修正計画額 は、4年 度実績額 より2.6%減

少 してい る。

ア 放送事業者の経営状況

4年 度 の放送事業者全体 の収支状況 をみ ると、景気低迷 の影響 を受 け

てか、収益(NHKの 事業収入、民間放送事業者の総収益、ケーブルテ

レビ事業者 の経常収入の合計)は 、前年度比0 .7%減 であった。

一方、支 出(NHKの 事業支 出、民間放送事業者の総費用、ケー ブル

テレビ事業者の経常 費用の合計)は 、1.7%増 加 した。

(ア)NHK

4年 度一般勘定における事業収 入は、前年度比0.7%減 の5,404億 円、

事 業支 出は同4.9%増 の5,080億 円で、この結果事業収支差金は324億 円 と

な り、前年度比46%減 とな った。

事業収入の内訳 をみ ると、交付金収 入 ・財務収 入は2ケ タの伸 びを示

したが、特別収入 は、前年度比83.2%減 と大幅に減少 した。

5年 度の収支予算 は、事業収入5,537億 円、事業支 出5,325億 円、事 業

収支差金212億 円を計上 してお り、事業収支差金 は、前年度収支予算に比

して、60億 円減少 している。

また、6年 度 の収支予算は、事業収入5,667億 円、事業支 出5,522億 円、

事業収支差金145億 円 を計上 してい る(第1-2-16表 参照)。

(イ)民 間放 送事業者

4年 度 の民間放送事業者の収支状況 をみ ると、地上系民間放送事業者

の営業収益は前年度比1.8%減 の2兆1,493億 円、税引前利益 は同39,6%

減の1,198億 円で減収減益 であった。

事業別に4年 度の営業収益の伸 び率 をみ ると、 ラジオ ・テレビジョン

兼営社が前年度比3.0%減 、テ レビジ ョン単営社が同0.8%減 、文字放送
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第1-2-16表NHKの 経 営 状況(一 般勘 定)

(単位:百 万円)

区 別 3年 度決算 4年 度決算 5年 度収支予算 6年 度収支予算

事 業 収 入 544,252

(542,738)

540,360

(540,782)
533,667 566,658

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

財 務 収 入

雑 収 入

特 別 収 入

498,922

1,547

8,040

9,304

815

25,624

515,474

1,806

7,531

10,403

836

4,310

534,212

2,172

7,753

8,702

400

428

545,498

1,820

7,225

8,157

400

3,558

事 業 支 出 484,241

(486,922)

507,976

(513,593)
532,493 552,187

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退職手当 ・厚生費
一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

財 務 費

特 別 支 出

予 備 費

168,310

3,770

46,943

1,456

2,252

5,293

132,615

48,940

11,286

44,186

15,659

3,531

0

184,528

4,125

47,924

1,541

2,411

5,614

137,301

52,309

11β88

43,692

14,113

2,530

0

199,963

4,587

49,487

1,621

2,579

6,024

141,982

48,831

12,605

46,800

13,557

1,457

3,000

214,731

4,643

51,877

1,699

2,667

6,363

144,396

47,715

13,347

48,102

11,928

1,719

3,000

事 業 収 支 差 金 60,011
(55,816)

32,384
(27,189> 21,174 14,471

NHK資 料 に よ り作 成。

(注)カ ッ コ内 は、 予 算の 数 字 で あ る。

単営社が同0・8%増 ・ ラジオ単営社が同3 .8%減 となってい る。

また、4年 度の営業 費用 は、前年度比1 .9%増 の2兆361億 円であ り、

事業別 にみ て もすべ ての ところが前年度 に比べ て増加 している。

衛星系民間放送事業者の営業収益 は349億 円(対 前年度比10 .5%増)、



第1-2-17表 民間放 送事 業者 の経 営状況
(単位:百 万円)

地 上 系 衛 星 系

ラジか テレビジョン兼営社 テレ ビジ ョン単 営社 文字放送単営社 ラジ オ単営 社 計 テレビジョン単営社 音声放送単営 計

総収益

3 (36社>706,357 (79社)1,336,806 (10社>3,726 (48社)187,465 (173社)2,234,354 (1社)32,632 (1社)179 (2社)32,811

4

(計 ・36社)682,162

(VHF・34社)668,862(
UHF・2社)13,300

(計 ・81社)1,324,448

(VHF・14社)941,738(
UHF・67社)382,710

(10社)3,730

2計 ・52社)181,252中波
・11社)96

,252
(短波 ・1社>6,073
(超短 波・40社)78,927

(179社)2,191,592 (1社)35,085 (1社>346 (2社)35,431

営 業
収 益

3 (36社)688,599 (79社>1,312,174 (10社>3,625 (48社)183,190 (173社)2,187,588 (1社)3L466 (1社)170 (2社)31,636

4

(計 ・36社)667,6gg
(VHF・34社)654,471

(UHF・2社)13,228

(計 ・81社)1,301,621

耀 縄騰lll
(10社)3,653 (計 ・52社)176,292

1中波 ・11社)92,945短波
・1社)5

,961(
超短 波・40社)77,386

(179社)2,149,265 (1社)34,607 (1社)335 (2社)34,g42

営業外

収 益

3 (36社)17,758 (79社)24,632 (10社)101 (48社)4,275 (173社)46,766 (1社)1,166 (1社)9 (2社)1,175

4

(計 ・36社)14,463(
VHF・34社)14,391

(UHF・2社>72

(計 ・81社)22,827(
VHF・14社)16,327

(UHF・67社)6,500

(10社)77 (計 ・52社)4,960(
中波 ・11社)3,307

(短波 ・1杜)112(超短波
・40社)1 ,541

(179社)42,327 (1社)478 (1社)11 (2社)489

総費用

3 (36社)655,108 (79社)1,211,841 (10社>3,291 (48杜)165,861 (173社)2,036,101 (1社)51,557 (1社)3,486 (2社)55,043

4

(計 ・36社)652,885(VHF
・34社)639

,120(
UHF・2社)13,765

セ計 ・81社)1,249,542VHF
・14社)895 ,482(

UHF・67社)354,060

(10社)3,319 (計 ・52社)166,091(中波
・11社)89 ,024

(短波 ・1社)5,ア43
(超短波 ・40杜)71,324

(179社>2,071,837 (1社)55,149 (1社)2,531 (2社)57,680

営 業

費 用

3 (36社)642,593 (79社)1,189,197 (10社)3,249 (48社)162,435 (173社)1,997,474 (1社)44,335 (1社)3,104 (2社)47,439

4

(計 ・36社)643,617
(VHF・34社)630,531

(UHF・2社)13,086

(計 ・81社)1,225,694

(VHF・14社)883,891

(UHF・67社>341,803

(10社)3,278 (計 ・52杜)163,503
(中波 ・11社)87,694

(短 波 ・1社>5,681
(超短波 ・40社>70,128

(179社)2,036,092 (1社)45,396 (1社)2,028 (2社)47,424

営業外

費 用

3 (36社)12,515 (79社)22,644 (10社)42 (48社)3,426 (173社)38,627 (1社)7,222 (1社)382 (2社)7,604

4

(計 ・36社)9,268
(VHF・34社)8,589
(UHF・2祉)679

(計 ・81社)23,848
(VHF・14社)11,591
(UHF・67社)12,257

(10社)41 (計 ・52社)2,588

ミ
中波 ・11社)1,330
短波 ・1社)62

(超短 波・40社)1,196

(179社)35,745 (1社)9,753 (1社)503 (2社)10,256

税引前

利 益

3 (36社)51,249 (79社)124,965 (10社)435 (48社)21,604 (173社)198,253 (1社 〉△18,924 (1社 〉△3,307 (2社)△22,232

4

(計 ・36杜)29,277
(VHF・34社)29,742
(UHF・2社)△465

(計 ・81社)74,906(
VHF・14社)46,256

(UHF・67杜)28,650

(10社)411 (計 ・52社)15,161(中波
・11社)7

,228
(短 波 ・1社)330

(超 短波 ・40波)7,603

(179社)119,755 (1社)△20,064 (1社)△2,185 (2社)△22,249

郵政 省資料 に よ り作成

(注)3年 度の ラ ジオ ・テ レビジ ョン兼営社 の数値 は、

超短波 のそれ ぞれの合 計 であ る。

VHF・UHF、 テ レビ ジョン単営社 の数値 は、VHF・UHF、 ラ ジオ単営社 の数値 は、 中波 ・短波 ・

トの

菰

1

響

「
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営業費用は474億 円(対 前年度 比0.03%減)、 経常 損失は222億 円であった

(第1-2-17表 参照)。

(ウ)ケ ーブルテ レビ事業者

営利 を目的 としてヶ一ブルテ レビ事 業 を行 う許 可施設204社 の4年 度

の経 営状況にっ いては、経常収入 は前年度比54.0%増 の670億 円、経常 費

用は同47.9%増 の901億 円であ り、経常損益 は231億 円の赤字 であった。

イ 放送事業 者の設備投資動 向

5年3月 及び10月 に郵政省 が実施 した「通信産 業設備 投資等実態調査」

等によると、NHKを 含めた放送事業者全体 の4年 度の設備 投資の実績

額 は、397社 で2,557億 円であ り、前年度実績額に対 して0.2%増 加 してい

る。 しか し、民間放 送事業者 は、前年度実 績額 に対 して16.1%も 減少 し

た。

5年 度設備 投資修正計画額 は、397社(NHKを 含む)で2,491億 円で

あ り、前年度実績額 に対 して2.6%減 少 している。

これは、業界景 気が低迷 してい ることが設備投資 に も影響 を与 えてい

ると考 えられ る(第1-2-18表 参照)。

(ア)NHK

NHKの4年 度 の設備投資の実績額 は、693億 円であ り、対前年度実績

第1-2-18表 放送事業者の設備投資額

(単位:社 、百万円)

回答事業者数 3年 度

実 績 額

4年 度

実 績 額

5年 度

修正計画額3年 度 4・5年 度

NHK 1 1 56,457 69,323 59,500

民 間 放 送 事 業 者 193 193 136,523 114,553 122,074

ヶ一プルテレビ事業者 187 203 62,231 71,794 67,513

放 送 事 業 者 計 381 397 255,211 255,670 249,087

「通信産業設備投資等実態調査(5年3月 及び10月 調査)」(郵 政省)等 によ り作成
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額 と比べ て22.8%増 加 している。また、5年 度修正計画額 は、595億 円で

あ り、4年 度設備投資の実績額 に対 し14.2%減 少 している(第1-2-18

表参照)。

(イ)民 間放送事業者

民間放送事業者の4年 度の設備投資の実 績額 は、193社 で1,146億 円で

あ り、対前年度実績額 と比べ て16.1%減 少 している。5年 度設備 投資修

正計画額 は、193社 で1,221億 円であ り、前年度実績額 に対 して6.6%増 加

してい る。 これは、本社社屋 の建て替えのため 多額 の設備 投資 を行 った

事業者が あるためである(第1-2-18表 参照)。

(ウ)ケ ーブルテ レビ事業者

ケー ブルテ レビ事業者の4年 度の設備投資の実績額は、397社 で718億

円であ り、対前年度実績額 と比べて15.4%増 加 している。5年 度設備投

資修正計画額 は、203社 で675億 円であ り、前年度実績額に対 して6.0%減

少 してい る(第1-2-18表 参照)。

⑧ 郵便 事業

ア 郵便事業の経営状況

4年 度 の郵便事業 の経営状 況は、収益 が前年度比1 .1%増 の1兆8,950

億円、費用が同3.7%増 の1兆9,631億 円で、差 し引 き681億 円の欠損 を計

上 した(第1-2-19表 参照)。

第1-2一 伯表 郵 便事 業の経 営状 況

(単位:億 円)

区 別 3年 度 決 算 4年 度 決 算 5年 度 予 算 6年 度 予 算

収 益 18,750 18,950 20,522 22,287

費 用 18,923 19,631 21,557 21,762

利益又は欠損 △173 △681 △1,035 525

郵政省資料によ り作成
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収益 は、 その大部分 を占め る郵便業務収 入(1兆7,492億 円)が 、景気

低迷 に よ り、対前年度 比1.3%の 伸 びに とどまったほか、印紙の売 りさば

きの減 少に よ り印紙取扱収入が減少す る等低 い伸 び となった。

費用 において も、前年度 よ りは低 い伸 び に とどまった ものの、 費用の

伸 びが収益 の伸 びを2.6%上 回ったのが、2年 連続の赤字 となった原 因で

ある。

この結果、3年 度末 には511億 円の累積利益金 を計上 していたが、4年

第1-2-20表 郵 便事 業 の定 員 と総 引受 郵便 物数

57年 度

指 数

4年 度

指 数

総 数(千 通) 15,487,573 100 24,399,351 157.5

年 賀 郵 便(千 通) 2,923,008 100 3,699,309 126.6

小 包 郵 便(千 個) 138,537 100 425,995 307.5

定 員(人) 140,234 100 143,331 102.2

郵政省資料 により作成

1」 一
__一 一、b二艶 一一引一 一 一 一

鋤 鋼鯛 ∋ 一一一一一一 ・・一{響r≒=二=
一 一

7ド

函ぞ〆
調1齢

機械による郵便処理
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度末には、61年 度以来6年 ぶ りに、170億 円の累積欠損金 を計上 した。

なお、10年 前の総 引受郵便物数 と郵便事業定貝の関係 をみてみ る と、

物数は、57.5%も 増 えたに もかか わらず、郵便事業定員は、わずか2,2%

しか増加 していない(第1-2-20表 参照)。

これは、郵便番号 自動読取 区分機や小包区分装置等の機械化 を図 り、

事業の効率化 に努めてい るためであ る。

3情 報通信経済の状況

(1)生 産 と雇用等の状況

ここでは、主に産業連関分析の手法 を用 いて、情報通信産業の進展 を

経済的側面か ら とらえる。

この分析 においては、全産業 を「情報通信 サー ビス部門」(付注7参 照)、

「情報通信支援 財部 門」(付 注8参 照)及 び 「非情報通信関連部 門」(付 注

9参 照)の3部 門に分 け、各部 門の構成 を第1-2-21図 の とお りとし

ている。

ア 情報通信産業の生産額の動 向

3年 におけ る我が国経済の国内生産額は906兆9,061億 円であ り、この

うち情報通信サー ビス部 門の国内生産額は51兆1,433億 円(国 内生産額の

5.6%)、 情報通信支援財部門の国内生産額 は43兆1,724億 円(同4.8%)

であった。この2部 門 を合わせ た情報通信産業 の国内生産額 は94兆3,157

億円で、我が国経済の国内生産額の10,4%を 占めてお り、昭和60年 と3

年の国内生産額 を比較す ると、我が国経済の国内生産額 は35.2%の 増加

であるのに対 して、情報通信産業の国内生産額 は71.9%と 大 き く増加 し

てお り、我が国経済の国内生産額 に占め る割合 も2.2ポ イン ト増加 してい

る(第1-2-22図 参照)。

また、情報通信産業の中の各部 門別 の国内生産額 をみる と、昭和60年
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第1-2-21図 情報通 信経 済 の部 門構成

一…(情 報 通信産業)

郵便

郵便付帯サービス

国内第一種電気通信1電信・電話〕

国内第一積電気通信【その他}

国内第二種電気通信

その他の電気通俗サービス

国際亀気通信

公共放送

民間放送

有線放送

ソフトウェア業

映像情難ソ7ト 業

膏声情報ソ7ト 業

新聞

印刷 ・製版 ・製本

出版

悔報サーピス
ニユース供給・興`言戸斤

広告

映画館 ・劇場藁

〔15部門)

電子計算機・同聞連機器賃貸業

事務用機器賃貸藁〔除電算機)

(注)情 報通信機器製造業の15部 門の産業は、事務用機械、電気音響機器、 ラジ

オ・テレビ受信機、磁気録画再生装置(VTR)、 電子計算機本体 、電子計算

機付属装置、有線電気通信機器、無線電気通信機器、その他の電気通信機器、

電子応用装置、半導体素子 ・集積回路 、電子管、電気音響 機器部分 品 ・付属

品、その他の電子 ・通信機器部分品 ・付属品、通信 ケーブルである。

第1-2-22図 情 報通 信産 業 と我が 国経 済 の生 産額 の推 移

昭 和60年 に お け る 国 内生 産額

・11青幸臣這豊f言「聖業

54りL8.692f意F「1

3年 における国内生産額

情報通信

サー ビス部門

25蓼E5,697f意円

我 が国 経 肖全 体

67{}り巳9,7851畠F]

郵 政 省 資 判 、 産 業関 連 表Il総 務ll

情報 通信

サ ー ビス部門

1兆1,433億 円

情 報 通 信 産 業

943く3,i57{意Fll

我 が 国 経 済 全 体

906り 」9.〔〕6肖意「リ

砿 「延1乏 産 業 連 関 剤[通 商 産 業 省 痔 に よ:1ド1成
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通 信
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サービス

情報通信

機器賃貸

業

貸業

設

昭和

60年
3年

3年 に
おける

構成比

昭和60年1

3年 の比

情報通信産業 54,869 94,316 100.0 1.72

情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス
部
門

通

信

郵便 1,231 1,682 1.8 137

郵便附帯サービス 6 9 0.0 1.50

第一種電気通信 4,737 5,972 63 1.26

第二種電気通信 521 1,685 1.8 3.23

国際電気通信 218 267 0.3 1.22

その他の電気通信 70 176 0.2 2.51

放

送

公共放送 337 506 0.5 1.50

民間放送 1,090 1,678 1.8 1.54

有線放送 55 138 0.1 2.51

情報ソフ ト業 1,425 5,410 5.7 3.80

情報関連サービス 15β80 33,619 35.6 2.12

支情
援報
財通
部信
門

情報通信機器製造業 27,185 38,995 41.3 1.43

情報通信機器賃貸業 1,412 3,571 3.8 2.53

電気通信施設建設 703 606 0.6 0.86

昭和60年3年

郵政省資料、「産業連関表」(総 務庁)、 「延長産業連 関表」(通 商産業省)等 に より作成

と3年 の国内生産額 を比較 して、国内生産額の伸 びが特に大 きい部門は、

第二種電気通信、情報 ソフ ト業等 であ り、 これ らは3倍 以上 の伸び を示

している(第1-2-23図 参照)。

イ 情報通信産業の雇用動向

情報通信産業 とそれ以外 の産業の雇用者 を合計 した3年 の総雇用者数

は、5,357万 人 であ ワ、昭和60年 と比較 して約738万 人の増加(16,0%の

伸 び)と なっている。 この うち、3年 の情報通信産業の雇 用者数は388万

人 で、同様 に昭和60年 と比較 して約81万 人の増加(26.5%の 伸 び)と な

り、情報通信産業の雇用者数の伸 びが、我が国の総雇用者の伸 びを上回っ

ているこ とが うかが える。 このため、情報通 信産業の雇用者数が我が国
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第1-2-24図3年 の 情報通 信産 業 の雇 用者 数 の構成

放送17併

1占幸艮通信
支援 材

3f1の 清報通信 部門

、・礫 の1縄 撒3889b

388万 人

晴報 関 連 サ ー ヒス 部 門

3549乏

郵政省資料 、「産業関連表」(総務庁)、「労働 力調 査年報」(総務庁)等 によ り作成

の総雇用者数に占める3年 の割合は7.3%と 昭和60年 と比較 して0.7ポ イ

ン ト増加 し、我が国の総雇用者数に占める情報通信産業の雇用者数の構

成割合が増加 している(第1-2-24図 参照)。

ウ 経済波及効果

主に産業連関分析の手法を用い、情報通信分野の事業 ・施設整備及び

郵政事業の施設整備 を取 り上げ、その事業等が我が国経済にもたらす経

済波及効果を概観する(第1-2-25表 参照)。

(ア)マ ルチメディア・パイロッ トモデル事業(新 世代通信網パイロッ

トモデル事業)の 経済波及効果

当事業では、家庭 ・企業等の利用者が用いる端末機器、伝送設備やセ

ンター設備等の各種機器、センター設備等を設置す る建物等が整備され、

これら施設整備に要す る事業額の2.16倍 の国内生産が誘発される。この

中で最 も大 きく経済波及効果が及ぶ分野は情報通信機器製造業であり、

誘発される総国内生産誘発額の44,3%に 及ぶ と算出される。
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第1-2-25表 情 報通 信 分野 ・郵政 事業 の主 な経済 波及 効果

項 目
国内生産
誘発係数 国内生産波及の大 きな分野 と割合 主な整備対象施設

マ ル チ メデ

イア・パ イロ

ッ トモ デル

事 業(新 世

代 通信 網 パ

イロ ッ トモ

デル事 業)

2.16 情報通信機器製造業44.3%

情報関連以外のサー ビス25.1%

情報通信機器以外の製造業21.1%

家庭 ・企業等の利用者の端

末、伝送設備、センター設

備、建物 等

沖縄県先島

地区民放 テ

レビ放送難

視聴解消事

業

2.08 情報通信機器製造業33.8%

情報関連以外のサー ビス25,1%

情報通信機器以外の製造業24.2%

海 底 光 ファ イ バー ヶ一 ブ

ル 、 マ イ クロ波 回線 施 設、

テ レ ビ放送 中継施 設

4年 度の電

気通信 ・放

送事業の設

備投資

2.07 情報通信機 器製造業32,6%

情報 関連以外のサー ビス21.9%

情報通信機器以外の製造業20.5%

電気通信施設建設14.2%

・電気通信サービスを提供

す る交換機、伝送設備等
・放送サー ビスを提供する

スタジオ設備、中継局等

都市型ケー

ブルテレビ

局開局時の

設備投資

2.06 情報通信機器以外の製造業29.3%

電気通信施設建設24.2%

情報関連以外のサー ビス20.6%

情報通信機器製造業20.2%

送信 設 備 、伝 送 ケー ブ ル、

伝 送 設 備、 セ ンター 設備 、

建 物 等

郵政事業の

施設整備

2.07 情報通信機器以外の製造業26.6%

電気通信施設建設以外の

建設26.3%

情報通信機器製造業20.9%

情報関連以外 のサー ビス20.7%

郵便事業、郵便貯金事業、

簡易保険事業の事業運営に

必要 となる設備機器、局舎

設備 等

郵政省資料、「産業連関表」(総務庁)、 「延長産業連関表」(通商産業省)等 により作成

(注)国 内生産誘発係数 とは、施設整備や設備投資等の需要 によって、その需要額の何

倍の生産が、究極的に国内産業に誘発 されるか を示す係数。

(イ)電 気通信格差是正事業の経済波及効果

電気通信格差是正事業の中か ら、4・5年 度に実施された沖縄県先島

地区民放テレビ放送難視聴解消事業を取 り上げてみると、この事業では、

伝送路となる海底光ファイバケーブルやマイクロ波回線施設、テレビ放
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送中継施設が整備され、これら施設整備に要する事業額の2.08倍 の国内

生産が誘発される。この中で大きく経済波及効果が及ぶ分野は情報通信

機器製造業であり、誘発される総国内生産誘発額の33.8%に 及ぶ と算出

される。

(ウ)4年 度の電気通信 ・放送事業の設備投資の経済波及効果

この設備投資は、電気通信事業者及び放送事業者が通信や放送の各設

備を整備するものであ り、産業連関分析によると、4年 度の電気通信 ・

放送事業の設備投資額は2兆8,838億 円であり、この設備投資は、投資額

の2.07倍 の5兆9,818億 円の国内生産 と29万4千 人の雇用及び2,985億 円

の輸入を誘発すると算出される。誘発 される国内生産が大 きく及ぶ分野

は情報通信機器製造業で、誘発される総国内生産誘発額の32.6%に 及ぶ

と算出される。

(エ)都 市型ケーブルテレビ局開局時の設備投資の経済波及効果

この設備投資は、都市型ケーブルテレビ事業者が放送局を開局す る時

に放送施設、伝送施設、センター設備、建物等を整備するものであり、

これら設備投資に要する事業額の2.06倍 の国内生産が誘発される。この

中で大きく経済波及効果が及ぶ分野は情報通信機器等の製造業、電気通

信施設建設等であり、製造業全体に誘発 される生産額は全体の49.9%、

電気通信施設建設については24.2%に 及ぶ と算出される。

(オ)郵 政事業の施設整備の経済波及効果

郵政省では、所管する郵便事業、郵便貯金事業及び簡易保険事業の郵

政事業が運営されてお り、事業に必要となる設備等を購入するなど施設

整備 が行われている。4年 度の郵政事業の施設整備について我が国経済

に対する経済波及効果をみると、総施設整備額3 ,111億円の2.07倍 である

6,453億 円の国内生産 と252億 円の輸入が誘発される。誘発される国内生

産が大 きく及ぶ分野は情報通信機器製造を含めた製造業であ り、製造業
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全体に誘発 され る生産額 は全体 の47.5%に 及ぶ と算 出され る。

② 個別産業の動向

ア 通信機器製造業

通信機械工業会資料 によると、5年 の通信機器の受注 ・出荷額は2兆

7,792億 円(対 前年比G.6%減)で あった(第1-2-26図 参照)。

これ を機種別 の内訳 でみ ると、有線通信機器が1兆9,471億 円(同1.7%

減)で あ り、無 線通信装置が7,439億 円(同5.9%増)、 衛星通信装置が882

億 円(同22.0%減)で あった。

また、通信機器の需要先別 でみ ると、NTTが7,461億 円(同2.5%増)、

NTTデ ー タ通信 が23億 円(同3.8%増)、KDDを 含め たその他の第一

種 電気通信事 業者は1,781億 円であった(同14.8%減)。

イ 通信ケー ブル製造業

㈹ 日本電線工 業会資料に よると、5年 の銅線 ケーブル(通 信用電線 ・

ケーブル)の 出荷額は、1,504億 円(対 前年比6.6%減)で あった。

一方、通商産業省の 「資源統計 月報」 による と、5年 の電線 ・ケープ

第1-2-26図 通信機 器 受注 ・出荷額 等

(千億円)

25

20

15

10

5

057585960616263

通信機会工業会 、(社)日 本電線工業会資料 によ り作成
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ル用光 ファイバー製品の生産量 は281万9千 キロ メー トル コア(対 前年比

34.1%増)で あ り、 この うち光 フ ァイバー ケー ブルの生産 量は258万 キロ

メー トル コア(同37.5%増)で あった。

ウ 電子計算機器製造業

通商産業省 の 「機械統 計月報 」に よる と、5年 の電子 計算機 及び関連

装置の生産額 は4兆7,904億 円(対 前年 比15.6%減)で あ った。

工 広告業

「平成5年(1993年)日 本 の広告費」(㈱ 電通)に よ ると5年 の総広告

費は、5兆1,273億 円(対 前年比6.1%減)で あった。 これ を メディア別

にみる と、放送系の広告費では、テレビ広告 費が1兆5,891億 円(同3.8%

減)、 ラジオ広告 費が2,113億 円(同10.1%減)で あった。 また、ダ イレ

ク トメール広 告費は2,254億 円(同1.4%増)、 電話帳広告 費は1,715億 円

(同7.2%増)で あった。 また、 ケーブルテ レビ ・文字放 送 ・ビデオテ ッ

クス等のニュー メディアに対す る広告費は119億 円(同4.4%増)で あっ

た(第1-2-27表 参照)。

第1-2-27表5年 の メデ ィア別 広 告費

広 告 費(億 円) シ ェ ア(%) 対前年増加率(%)

テ レ ビ

ラ ジ オ

新 聞

雑 誌

ダ イ レ ク ト メ ー ル

電 話 帳 広 告 費

一 ユー メデ イア広 告 費

折 込 み 、 屋 外 、そ の 他

15,891

2,113

11,087

3,417

2,254

1,715

119

14,677

31.0

4.1

2L6

6.7

4.4

3.3

02

28.7

一3
.8

-10 .1

-8 .9

-7
.4

1.4

7.2

4.4

-7
.9

合 計 51,273 100.0 一6
.1

「平成5年(ユ993)日 本の広告 」(㈱ 電通)に よリ作成

(注)ニ ューメデ ィア広告費 は、 ケープルテ レビ、ビデオテ ックス、文字放送等の メデ ィ

アに投 入され た広告費であ る。
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オ 新聞業

㈹ 日本新聞協会資料 による と、同協会の会 員である新 聞社 の発行 する

一般 日刊紙の総発行部数 は
、5年10月 現在5,243万 部(対 前年 同期比1.0%

増)で あった。 これは1世 帯 当た り1.22部 、人 口1千 人当た りでは581部

が読 まれ てい ることになる。

力 出版業

出版年鑑(㈱ 出版ニュー ス社)に よると、4年 における書籍及び雑誌

の推定実売金額は2兆3 ,847億 円(対 前年比4.9%増)で あった。 これ を

書籍 と雑誌の内訳でみる と、書籍 の推定実売金額は9,581億 円(推 定発行

部数14億358万 部)、 雑誌が1兆4,266億 円(推 定発行部数 は、月刊誌が26

億4,301万 部、週刊誌 が21億1,364万 部)で あった。

キ 通信販 売業

㈹ 日本通信 販売協会調査 に よる と、4年 度 の通信販売業の売上高は対

前年 度 比4.5%増 の1兆8,400億 円 であ り、対 前 年度 増加 率 は3年 度

(7.3%)を 下 回 った。

ク 映像 ソフ ト業

㈹ 日本 ビデ オ協会 資料 によ ると、同協会会 員に対す る調査 で回答 の

あった会員(上 期48社 、下期47社)の 集計 では、5年 の ビデオカセ ッ ト

の個人向け販売本数は1,757万 本(対 前年比7.8%増)、 同 レンタル店用販

売本数 は830万 本(同16.2%減)、 ビデオデ ィス クの個 人向け販売枚数 は

1,175万 枚(同5.7%減)で あった。

また、5年 の全 国映画館の入場者数 は、対 前年比4.1%増 の1億3,072

万人(㈹ 日本映画製作者連盟 資料)で あ り、5年 の邦画及 び洋画のテレ

ビジョン放送 におけ る放送本数(地 上系:NHK及 び民間放送事業者の

合計)は 、対前年比6.9%減 の1,107本 、延べ放送 回数は同5.3%減 の1,159

回(㈹ 映画産 業団体連合会資料)と いずれ も減少 した。一方、NHK及
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びJSB資 料 に よる と、5年 度 の衛星放送におけ る邦 画及 び洋画の延べ

放送 回数は、2,956回(4年 度2,786回)で あ った。
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第3節 情報化の動向

社会経済の発展に伴って、社会のあらゆる側面で情報化が進展してお

り、情報に対するニーズも高度化 ・多様化している。

本節では我が国の情報化の動向を、情報流通の動向及び家庭 ・産業 ・

社会の各分野における情報化の進展等の面から概観する。

1情 報流通の動向

(1)全 国の情報流通の動 向

流通す る情報量 の把握 による情報化の定 量的 な分析 として、郵政省で

は 「情報流通センサ ス」 を昭和49年 度以降毎年実施 している。

「情報流通センサ ス」 とは郵便 ・電話 ・テ レビジ ョン放送等、多様な

情報通信 メディア を通 じて流通す る情報量 を共通の尺度 を用いて計量す

るものである。 この計量の単位 として、 日本語の1語 に相当す る 「ワー

ド」を用 いてい る。情報流通センサスでは、原発信情報量・発信情報量 ・

選択可能情報量 ・消費可 能情報量 ・消費情報量 という情報量の概念 を設

定 し、 これ らにつ いて、 それぞれ計量 を行 ってい る(各 情報量の概念に

ついては、付表1、2参 照)。

ア 概 要

5年 度 に実施 した4年 度分の調査結果 に基づ き、昭和57年 度 を基準 と

して各情報量 を指数化 した ものが第1-3-1図 、調査結果 の概要 をま

とめた ものが第1-3-2表 で ある。

昭和57年 度か らの10年 間の年平均伸 び率 は、原発信情報量 が11.2%、

発信 情報量が8.5%、 選択可能情報量が8,3%、 消 費可能情報量が5.7%、

消費情報量が4.0%で あ り、消 費情報量 を除 き、同期間の実質 国民総生産
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第1-3-1図 情 報流 通量 等 の推 移
(昭和57年度=100)
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第1-3-2表 情報 流通 セ ンサ ス調査 結果 の概 要(4年 度 分)

(単位:ワ ー ド)

全 メディア

(昭和57年 度比)

[前年度比増加率%]

電気通信系

(昭和57年 度比)

[前年度比増加率%]

輸 送 系

(昭和57年 度比)

[前年度比増加率%]

空 間 系

(昭和57年 度比)

[前年度比増加率%]

原 発 信
情 報 量

6.61×1015[6,5]

(2.89倍)

4.21×10'5[9.5]

(30.76倍)

4.82×1013[-3.9]

(2.85倍)

2.34×1015[1.7]

(1.10倍)

発信情報量
9.49×1015〔3.8]

(2.26倍)

4.22×1015[9.5]

(30.31倍)

2.92×10'5[-1.9]

(1.52倍)

2.35×10'5[1.7]

(1。10倍)

選択 可能
情 報 量

3.34×1017[5.1]

(2.22倍)

3.21×10'7[5.4]

(2.32倍)

2.80×10且5[-2.0]

(1.52倍)

9.84×10'5[0.1]

(0.97倍)

消 費可能
情 報 量

7.10x10互6[4.6]

(1.75倍)

5.84×1016[5.8]

(2。03倍)

2。80×10且5[-2.0]

(1.52倍)

9.84×10L5[0.1]

(0.97倍)

消費情報量
1.86×1015[2.6]

(1.48倍)

1,11×10且6[2.9]

(1.84倍)

9.03×10'4[3.6]

(1.98倍)

6.51×10'5[1.8]

(1.08倍)

蓄積情報量
L43×10且5[2.0]

(1.50倍)

1.85×1014[19.6]

(3.78倍)

1.25x1015[-0.1]

(1.38倍)

5.38×10'o[-0.4]

(LO5倍)
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第1-3-3図 情 報 選 択 係 数 の 推 移

1.49(昭和57年度二1 ,00)

数こ___ 一一
585960616263兀234

の伸 び(4.0%)を 上 回って いる。

各情報量の伸 びをみ る と、選択可能情 報量の伸びに比べ、消費情報量

の伸 びが小 さ く、実際の消費 を上 回って、情報の選択が可能 となってい

ることが わか る。情報選択係数 を用 いて この動 きをみた ものが第1-3

-3図 である。情報選択係 数は各年度の選択可能情報量/消 費情報量の

値(情 報選択倍数)を 基準年度(昭 和57年 度)を1.00と して指数化 した

もので、消費に対 してどの程度 の情報が提供 されたか をみ る指標 であ る。

4年 度の情報選択係数 は1.49(情 報選択倍数 は18.0倍)で あ り、昭和57

年度以降増加 してお り、情報 の多様化 が進展 していることが うかがわれ

る。

イ 各情報量の メデ ィア構成

各情報量のメディア構成 比をみ たのが 第1-3-4図 であ る。

原発信情報量 では、電気通信系の割合が高 く、全体の63.8%を 占めて

いる。なかで も、高速 ・大容量のデータ通信 回線の普及 を反映 し、専用

サー ビス中のデー タ伝送 の占め る割合が高い(全 体の60.3%)。 発信情報

量 では、原発信情報量 と同様 に電気通信系の割合 が高 く、次いで新聞 ・

雑i誌 一書籍等輸送系の割合 が高い。
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選択可能情報量では、電気通信 系の割合が全体 の96.2%と 圧倒的に高

く、なか で も地上系テ レビジ ョン放送(全 体 の53.8%)・ ケーブルテレビ

放送(同25.1%)・AMラ ジオ(同8.6%)等 、放送 によるマスメデ ィア

の割合 が 高 い。昭 和57年 度 の構 成 比 では、地 上 系 テ レ ビ ジョン放 送

66.9%、 ケー ブルテレビ8.1%で あったが、近年のケーブルテ レビの普及

を反映 し、 ケーブルテ レビの増加 が顕著 となっている。

消費可能情報量では選択可能情報量 と同様 に、電気通信 系、 とりわけ

放送に よるマ スメデ ィアの割合 が高いが、 そのほか、対話や コンサー ト

等の空間系の割合が13.9%を 占め る。昭和57年 度の構成比 との比較では、

選択可能情報量 と同様 、ケー ブル テレビの増加が顕著 となっている(昭

和57年 度4.7%か ら4年 度9.7%)。

消費情報量 では、電気通信系の割合が60.0%と 高 く、 なかで も地上系

テレビジ ョン放 送(全 体 の28.6%)、 専用 サー ビス中のデー タ伝 送(同

21.5%)の 割合が高 く、次 いで空間系の割合 が全体 の35.1%と 高 くなっ

ている。

② 地域の情報流通 の動向

ア 地域別情報流通 センサスか らみた地域の情報流通の動 向

郵政省 では全国 を対象 とした 「情報流通セ ンサス」の手法 を用いて、

昭和62年 度か ら都 道府 県別 の情報流通量 を把握するため、「地域別情報流

通 センサ ス」の計量を行 っている。 ここでは5年 度 に実施 した4年 度分

の調査結果に基づ き、都道府県別 の情報化の現状 を概観す る(31の 計量

対象 メディアについては付表3、4年 度の発信情報量 ・選択可能情報 量

(供給情報量)・ 消費可能情報量 ・消費情報量については付表4を 参照)。

(ア)発 信 情報量

4年 度 にお いて、各県内の情報発信者か ら県内外 に発信 された地域別

発信情報量の総計は、5.03×1015ワ ー ドであった。地域別 の シェア をみる
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第1-3-5図 都 道府 県別発 信 情報 量
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東大神愛埼北千兵福静京広茨新長宮岐群栃福岡三熊鹿山愛奈長青岩山滋大石沖秋富和宮香福山佐徳島高鳥
奈 海 児 歌

京阪川知玉道葉庫岡岡都島城潟野城阜馬木島山重本島口媛良崎森手形賀分川縄田山山崎川井梨賀島根知取

と、東京のシェアが19.8%と 突出 してお り、次 いで大阪(シ ェア7.4%)・

神奈川(同5.7%)・ 愛知(同5.2%)・ 埼玉(同4。5%)と 続いてお り、上

位7都 道府県 で全体 の半分 以上 が 占め られ てい る(第1-3-5図 参

照)。 東京のシェアが突出 しているのは、新 聞 ・雑誌 ・書籍 等が 多 く出版

されてお り、輸送系 メデ ィアによる情報発信 が他 の地域 と比べ て突出 し

て大 きい(シ ェア28.3%)た め である。

各県の順位 ・シェア とも前年度 とほぼ同 じであ り、大 きな変動 はみ ら

れ ない。

(イ)選 択 可能情報量(供 給情報量)

4年 度 において、 各県 内の情報の受 け手に対 して県内外か ら提供 され

た地域別選択 可能情報量の総計は、3.25×1017ワ ー ドであ った。各地域の

選択可能情報 量 を県民一人当た りでみ ると、 山梨(3年 度4位)が 全県

平均の1.77倍 で、東京 に代 わって1位 となった。次 いで東 京(全 県平均

の1.52倍)・ 長野(同1.44倍)・ 神奈 川(同1 .43倍)・ 埼玉(同1.36倍)の

順 となってい る。



第3節 情報化の動向 一111一

第1-3-6図 都道府 県別 一人 当 た り選択 可能情 報 量

5D

40全 県

・・ 焉

叢、。 ㎜

隼
度 上0

0
109山 東長神埼千三大茨栃愛奈群京岡香兵滋福岐北和静福鳥新広島宮石徳富高福長青熊岩愛佐山山大秋鹿宮沖

7梨 京魂 轍 城木知良馬都山川庫賀井編 岡岡取潟鰍 川島山麟 森本手媛賀形。分,臨
ド0

α5

昭
和
57上0

年
度 上5

ao

一

一
一 一

一 一
一

　 一 一 一 一 一
一 一 一 一 一 一

一 一

}
一 一 一 一 一 』

T-一棚 「

一

一 } 一
一 一

一
一

}

}

一

一 }

一

　 一 　
　

一

一

一

一

一
一

一
一 一 　

一

一
一

一 一

一

一 一

一

一
一

一

ゴ ー

全

県
平

均

上α7

また、一人当た り選択可能情報 量を昭和57年 度 と比較す る と、大 きな

伸び を示 した都道府 県 として、山梨(昭 和57年 度の5.14倍)・ 長野(同3.13

倍)・長崎(同2.85倍)・ 福井(同2.79倍)・ 佐 賀(同2.76倍)が あげ られ

る(第1-3-6図 参照)。

4年 度の県民一人当た り選択可能情報量の うち、電気通信系 メデ ィア

をマスメデ ィア とパー ソナル メデ ィアに分 類 し、縦軸に一 人当た りのマ

スメディアの情報量、横軸 に一人当た りのパー ソナルメデ ィアの情報 量

をと り、各県の位置 をプ ロッ トしたのが 第1-3-7図 であ る。

マスメディアの情報量、パー ソナルメディアの情報量 ともに全県平均

を大 き く上 回っているの は東京である。 そのほか、大阪 ・群 馬 ・栃木 ・

神奈川・埼玉 ・愛知等において両 メデ ィアの情報量 とも全県平均 を上 回っ

てお り、東京 ・大阪 ・愛知の3大 都市及び関東地方にマ スメデ ィア とパー
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第1-3-7図 電気通 信 系マ ス ・パ ー ソナル別
一人 当た り選 択 可能情 報 量
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パ ー ソ ナ ル メ デ ィ ア

第1グ ループ(12)マ スメデ ィア 、パー ソナル メデ ィア とも平均 以上

栃木 群馬 埼 玉 千葉 東京 神 奈川 福井 長野 愛 知 京 都 大阪 岡山

第2グ ループ(7)パ ーソナル メデ ィア平均以上 、マスメディア平均未満

宮城 山形 富山 石川 鳥取 広 島 福岡

第3グ ループ(19)マ スメデ ィア、パー ソナ ルメデ ィアとも平 均未満

青森 岩手 秋 田 福島 新潟 静岡 和歌山 島根 山 口 徳 島 愛媛 高知

佐 賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

第4グ ループ(9)マ スメディア平均以上 、パ ーソナルメディア平均未満

北海道 茨城 山梨 岐阜 三重 滋賀 兵庫 奈良 香川

()内 の数は各 グループに属する都道府県の数

ソナル メデ ィアがバ ランス よ く発達 してい る県が 多い こ とがわか る。

マ ス メデ ィアの情報量 は全 県平均 を上 回 って い るが、パー ソナ ル メ

ディアの情報量 は全県平均 未満 であるのは 山梨 ・三重 ・茨城 ・奈良等で

あ り、特 に山梨 はマ スメデ ィアの情報量が、全県平均 を大 き く上回 って

いる。 これはケーブル テレビの普 及が進 んだ結果 による もの と考 えられ
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る。

パー ソナ ル メデ ィアの情報量 は全県 平均 を上 回って い るが
、マ ス メ

ディアの情報量 は全県平均未満 であるのは山形 ・福 岡等 であるが、 この

グループでは、特に突出 した県は見当た らない。

マスメディアの情報量、パー ソナルメデ ィアの情報量 ともに全県平均

を下 回っているのは沖縄 ・宮崎 ・鹿児島 ・秋 田 ・大分等であ り、九州地

方の県が多い。

マスメディア、パー ソナル メデ ィアの普及状況 には、都道府 県 ごとに

上記のよ うな格 差が み られ、今後両 メデ ィアをバ ランスよ く普 及 し、情

報流通 の地域問格差 を是正す る必要があ るもの と思われる。

(ウ)消 費情報量

4年 度 において各県内で実際 に消費された、地域別消費情報量の総計

は、1.31×1016ワ ー ドであった。地域別 シェアをみ ると、東 京(シ ェア

10.2%)・ 大阪(同6.9%)・ 神奈川(同6.4%)・ 愛知(同5.5%)、 埼玉(同

5.1%)の 順 で続 いてお り、東京の シェアが最 も高 くなっているが、他 の

情報量 と比較す るとシェアは小 さ くなってい る。

また、各地域の消費情報量 を県民一 人当た りでみ ると、栃木(全 県平

均の1.06倍)・ 北海道(同1.06倍)・ 東京(同1.06倍)・ 茨城(同1.05倍)・

山梨(同1.04倍)の 順 とな ってお り、地域的 な差異はほ とん どみ られ な

い 。

(エ)地 域 における情報流通格差

一人 当た り発信情報量及 び一人当た り選択可能 情報量につ いて
、それ

ぞれの変動係数㈱ をもとに、地域 間格差 をとらえることとす る。

(注)変 動係 数 は各量 の標 準偏差 を平 均値 で割 った もの で、 デー タの散 らば り具 合

を数値化 す るため の指 標 であ る。 この値 が 大 きい ほ ど地 域 間 の格 差 が 大 きい こ

とを表 して い る。
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一人 当た り発信情報量の変動係数については、 わずかなが ら増加 の傾

向にあ り、一 人当た り選 択可能情報量の変動係数 についてぽ、2年 度 ま

では増加 または横ばいであったが、 その後は低下 してい ることがわか る

(第1-3-8図 参照)。 一人当た り選択 可能 情報量 の変動係数 の近年 の

低下は、地方 での地上系 テ レビジ ョン放 送、FMラ ジオ等放送系 マスメ

ディアの開局 によるもの と考 えられ、一人当た り選択可能 情報量 の地域

間格差の縮小 に放送系マス メデ ィアが貢献 してい ると考 え られ る。

変動係数の推移及び水準 をみ る と、一人当た り発信情報量 は10年 前に

比べ、地域間格差が拡大 している。 また一 人当た り選択可能情報 量は、

10年 前に比べ、地域間格 差はわずかに縮小 してい るものの、変動係数 の

水準は他 の情報量の それ を上 回ってお り、地域 間格差 が最 も大 きいこ と

が うかがわれる。今後 とも通信 ・放送施 設整備 等に よ り、地方の発信情

報量 を確保す るとともに、選択可能情報 量の地域 間格差 の一 層の縮小 を

図 る必要 がある。

第1-3-8図 一 人 当た り情 報 流通 量の 変動係 数の 推移
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イ トラヒックか らみた地域の情報流通の動向

ここでは、「トラピックか らみた電話の利用状況」(郵 政省)に 基づ い

て、国内加入電話及 び携帯 ・自動車電話 それぞれについて地域の情報流

通動向につ いて記述す る。

(ア)加 入電話

(MA内 通 話終始率)

各MA(注}か ら発信 される総通話回数 の うち、 同一MA内 に向け られ る

通話回数 の比率 は、全国平均 で65.2%で あ る。 また、隣接MAに 向け ら

れる通話 回数の比率 は13.8%で あ り、全体 の約8割(79.0%)の 通話が

隣i接MAま での範 囲で行 われ る近 距離通話 であ る(第1-3-9図 参

照)。

また、地域ブ ロック別 に同一MA内 に終 始する通話の比率 をみ ると、

関東 ・東 海 ・近畿では低 く、北海道 ・四国 ・九州 ・沖縄 では高 くなって

い ることがわか る(第1-3-10図 参照)。 関東 ・東海 ・近畿での同比率

が低 いのは、 これ らの地域 では東 京特別区 ・名古屋市 ・大阪市か ら受け

る影響が強 く、 自MA以 外に これ ら大都 市MAと の通話交流が頻繁 に行

われてい るため と考 え られ る。一方、北海道 ・四国 ・九州 ・沖縄での同

第1-3-9図 同一MA内 に終始 す る通話 の比 率(全 国平均)

G重言舌回数)

全国平均
MA内 通話

65.2%

隣 接

13.8%

その他

21.0%

郵政 省資料 によ り作成

(注)MA(単 位料 金 区域)と は 「その 地域 の社会 的経 済的諸 条件 、地勢 及 び行 政区

画 を考 慮 して通 話の交 流上 おお むね一体 と認め られ る密接 な関 係 に あ る地域 か

らなる もの」(NTT電 話サー ビス契約約 款)で あ り、全 国 に567あ る。 同一MA

内の通話 は、距 離に関 わ らず、3分10円 の最 低通 話料金 が適 用 され る。
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第1-3-10図 同一MA内 に終始 す る通 話の 比率(地 域 ブ ロ ック別平 均)
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旺1地 域 フロ ノク別の隣接 通話の中には、隣接MAと の通話の ほか、料金が

隣接MA扱 い ヒされている離島MAに 係る通話が 含まれ ている

比率が高 いのは、強い影響 を受 け る大都市が近隣に な く、通話交流がM

A内 に限 られる傾 向が あるため と考 え られ る。

(都道府県内通話終始率)

同一都 道府 県 内に終始 す る通 話 の比率 み る と、全 国平 均 で81.3%と

なってい る。 これ を都 道府 県別 にみ る と、北海道 ・沖 縄で95%超 と高 く

なる一方、埼玉(69.8%)・ 奈 良(72.0%)・ 千葉(73.5%)を は じめ、

首都圏、近畿圏 で低 くなってい る(第1-3-11図 参 照)。 首都 圏、近畿

圏で同比率が低 いのは、これ らの地域 では東京 と大阪の影響 が強 く、県

間通話が頻繁 に行 われてい るため と考 え られ る。
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第1-3-11図 同一都道府 県 内 に終始 す る通話 比 率
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(地域間 トラ ピック交流状況)

一定割合以上 の トラピックが ある都 道府県相 互間 を線で結 び、各県 を

結ぶ線の太 さで関係 の強さを表 したものが第1-3-12図 であ る。

これをみ ると、東 日本は東京、西 日本は大 阪、九州 は福 岡 を中心 に通

話圏が形成 されてお り、北海道 と沖 縄はそれぞれ通話 圏 として独 立 して

い るこ とがわか る。 さらに、東京 ・大阪 を中心 とす る枠 のなかで も、広

島 ・愛知 ・宮城 はそれ ぞれ 中国 ・東海 ・東北の各県に影響 を及ぼ してお

り、 これ らの都市 を中核 とす る地域 ごとの通話圏が形成 されてい るこ と

が わか る。 また、関東で は神奈川や埼玉 、近 畿では京都 が近隣県 に影響

を及ぼ してお り、 これ らの県が東京 ・大阪に準 じる都市機 能 を有 してい

ることをうかが わせ る。

さらに、国 内加入電話の トラピック交流状況 を地域ブ ロック単位でみ

る と、圧倒的 に地域ブ ロック内での通話の比率 が高いが、各 ブ ロックと

も関東 または近畿が上位 に きてい る(第1-3-13図 参 照)。 中国・四国・

北陸は近畿へ の通話の比率 が高 く、他の地域 では関東へ の通話の比率 が

高 くなってい る。特に関東向けの通話の約6割 が東 京向けの通 話であ り、

東京の影響力が際立 ってい る。 これ を地域 ブ ロック間の トラピック交流

状況が公開 され た元年度 と比較す る と関東 と近 畿、 と りわけ関東へ の通

話比率 が増加 してお り、関東の影響力が一層 強 まった ことが うかがわれ

る。全 ブロックのなかで、信越が通話の比率 の変化 が最 も大 き く、地域

ブ ロック内 の通 話 の 比率 が 減 少 す る一 方(元 年 度89 .0%か ら4年 度

88.3%)、 関東へ の通話の比率が増加 した(同7 .3%か ら同7.9%)。

(イ)携 帯 ・自動車電話

(都道府 県内通話終始率)

同一都 道府 県内に終始 す る通話 の比率 み る と、全 国平均 で79 .0%と

なって い る。 これ を都 道 府 県別 に み る と、北 海 道(95.9%)・ 沖 縄



第1-3-12図 都道府 県間 トラ ピ ック交流状 況(通 話回数 ベー ス)
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(注1)高 さは、相手側都道府県の電話の発信または着信のいずれかで2%以 上のシェアを占める場合)。

〈注2)破 線は矢印方向で閾値を超える場合(矢 印の発 している都道府県が矢印方向の都道府県に対 し、発信または着信のいずれかで2%以 上のシェアを

占める場合)。 実線は双方向で閾値を超える場合(双 方の都道府県ともに、着信または発信のいずれかで、お互いに相手側都道府県の2%以 上のシ
ェアを占める場合〉。 一方のみのシェアが2%以 上の場合。一一… … 双方のシェアが2%以 上5%未 満の場合。 双方のシェアが2%

以上、かつ、少な くとも一一方のシェアが5%以 上の場合。
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=
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第1-3-13図 地域 ブ ロ ック間交流 状況
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〔注)1数 字は各地域ブ ロックへ の発信比率(%)
2関 東の()は 関東の うち東京への発信比率(%)

3[]内 の数字は各地域 ブ ロック内で終始す る通話の比率

(91.0%)・ 広 島(90.4%)で 高 く な る 一 方 、奈 良(63.7%)・ 埼 玉(63.9%)・

茨 城(64.1%)を は じめ 、 首 都 圏 、 近 畿 圏 で は60%台 の 県 が 多 くみ ら れ

る(第1-3-11図 参 照)。
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2情 報化の進展状況

(1)家 庭の情報化

ここでは、家庭の情報化の進展状況 を指標 によ り概観 す るとともに、

近年、家庭及 び個 人消費者層へ の普及が進んで きてい ると言われ る主 な

情報通信 サー ビス ・機器 として、無線呼出 し、 ファクシ ミリ及 びパ ソコ

ン通信 に関 し、その普及の動 向、新 たな利用 の傾向等につ いて紹介す る。

ア 情報化 指標の動向

家庭におけ る情報化の進展状況 を、情報の入手手段 の多様化 、情報 を

入手するために支 出 した費用及 び各種情報通信 メデ ィアか らの情報提供

の3つ の面か ら指標 によ りとらえたものが、第1-3-14図 である(付

表5参 照)。

(ア)情 報装備指標

情報装備指標 は、家庭 におけ る情報入手手段 の多様化 の推移 を表す も

のであ り、情報通信機器 の保有数 と情報通信 ネ ッ トワー クへ の加入率 に

第1-3-14図 家庭の情報化指標
(昭和58年=100)

200

150

100

情報入手可能性指標

↓一一.

情報支出指標

姦。L_
年

「家庭及び社会における情報化 に関す る調査研 究」(郵 政省)に よ り作成
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より構成 されている。

昭和58年 を100と した4年 の指数は、前年 比11.5ポ イン ト増 の181.3と

なってお り、昭和60年 以降の高 い伸 びが持続 している。 これは、主 とし

て情報通信機 器保有数 の伸びが要因 となって いる。

(イ)情 報 支出指標

情報支 出指標は、家計消費支 出におけ る情報通信 関連 支 出の推移 を表

す もの であ り、情報通信 機器 の購入、情報通信 ネ ッ トワー クへ の加 入 ・

継続及 び情報 ソフ トウェアの購 入に係 る実質購入費に よ り構 成 されてい

る。

我が国の4年 におけ る家計消 費支出は、対3年 比で実質0.4%の 増加 と

なっているが、情報支出指標 は、昭和58年 を100と した指数でみ る と、4

年 は対 前年比1.3ポ イン ト減の113.7と なってい る。 この 内訳(第1-3

-15図 参照)を みる と、本指標 を構成 してい る3指 標(情 報通信機器系、

情報ネ ッ トワー ク系及 び情報 ソフ トウェア系)が ともに減少 してお り、

第1-3-15図 情報 支 出指標 を構成 す る各 系の 推移

(昭和58年=100)
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複
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.ズ 全醐 離 支出
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585960616263

年

「家計調査年報(平 成4年)」(総 務 庁)に よ り作成



第3節 情報化の動向 一123一

とりわけ情報通信機器支 出指標 の減少(対 前年比38.6ポ イン ト減)が 著

しい。 また、4年 の家計消 費支 出に 占め る情報通信 関連(機 器 、ネッ ト

ワー ク及び ソフ トウェア)支 出の割合 は、対前年比0.1%減 の4.1%と なっ

ている。

(ウ)情 報 入手可能性指標

情報入手可能性指標は、家庭 において入手可能 な情報量の推移 を表す

ものであ り、 テ レビジョン、 ラジオ、パ ッケー ジ系 メデ ィア(音 声系 ・

映像系ソフ ト)、新聞及び書籍 ・雑誌か らの提供情報量 によ り構成 されて

いる。

昭和58年 を100と した4年 の指数は、対前年比4.2ポ イン ト増の126.8と

なってお り、昭和60年 以降の伸 びが持 続 して いる。これ は、指標 を構成

しているパ ッケー ジ系 メディアの伸 びが顕 著 であ るため であ る(第1

250

200

150

第1-3-16図 情 報 入 手 可 能 性 指 標 を構 成 す る各 系 の 推 移

(昭和58年=100).

パッケージ系/

レ/

./ラ ジ オ系 テ レビ系

仁
　　

複・「一 一
年度

「日本民間放送年鑑」・「民放便覧」(日 本民 間放送連盟〉、「日本の レコー ド産業」(日 本
レコー ド協会)、 「統計調査報告書」(日 本 ビデオ協 会)、 「新聞年鑑」(日 本新聞協 会〉 、

「出版指標年報」(全 国出版協会出版科学研究所)、 「国民生活時間調査」(NHK)に よ り

作成
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一3-16図 参照)
。

イ 家庭におけ る情報メデ ィアの利用動向

5年11月 、郵政省郵政研 究所が委託調査 に よ り、約6千 世 帯の世帯員

を対象に実施 した「家庭におけ る情報化の動 向に関す る全 国調査」(付 注

10参 照)に 基づ き、情報 メディア機器の保有動 向 ・家庭 におけ る情報の

流れに関す る調査結果にっいて記述す る。

(ア)世 帯における情報 メデ ィア機器の保有動 向

世帯 におけ る情報 メデ ィア機器 の保 有 または保有 意向 の動 向 をみ る

と、衛星放送受信設備 を保有 または保 有の意向があ るとす る世帯 が約7

割 と最 も多 く、次 いでパ ソコンが約5割 とな ってお り、以下、 ファ クシ

ミリ(38.8%)携 帯電話(29.7%)の 順 となっている(第1-3-17図

参照)。情報 メデ ィア機器 の保有 または保有 意向の動 向 を都 市規模別 にみ

ると、郡部 では携帯電話(33.9%)、 自動車電話(16.7%)が 、10万 人以

上30万 人未満 の都市 ではパ ソコン(53.2%)、 無線呼出 し(29.8%)が 、

政令指定都 市ではファクシ ミリ(48.1%)が 、それぞれ高 くなっている

(第1-3-18図 参照)。

第1-3-17図 世帯 に おけ る情報 メデ ィア機器 の保 有動 向

衛星放送受信設備

パ ソ コン

ファクシ ミリ

無線呼出 し

携帯電話

自動 車電話

OlO2030405060

(注)衛 星放送受信設備の保有は、CATVや 共同受信設備等に

より衛星放送が受信可能な場合を含む。

一 保有または保有意向あ り 必要を感しないi旺[口P

礁8111コ ・1・ 洲
一

…1・Nレ71
一

認・1…1・ ・
一

ゐ・1邸 ・1・ ・1
一

凶・161gl・ ・1
一

14・1・6・1・ ・1

708090100

[サ ンプル数:2,128世 帯]

郵 政 省資 料 に よ り作 成



(%}70

60

50

40

30

20

10

0

第1-3-18図

第3節 情報化 の動向 一125一

情報 メデ ィア機器 の都市 規模 別保有 動 向
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(イ)家 庭 におけ る情報の流 れ

電話及び郵便の発信 ・着信 の交流先 につ いて、調査対象世帯 におけ る

5歳 以上の世帯員 を対象に調査 を行 った ところ、電話 は、発信 ・着信 と

も友人 ・知人 ・仲 間 との間の通信が全体 の4割 を占め、 これに、親類及

び家族を含め ると、全体 の4分 の3に 達す る。 また、郵便は、発信につ

いては友人 ・知 人 ・仲間 と事業所がそれぞれ3分 の1を 占める一方、着

信 については、事業所が7割 と高 い値 になってい る(第1-3-19図 参

照)。

同様 に、電話発信 の交流先 を地方別 にみる と、関東、東海等 の都 市圏

では、その他 の地方 に比べ、友人 ・知 人・仲間 との交流割合 が大 きくなっ

ている反面、 家族 ・親類 との交流割合 が小 さ くなっている(第1-3-20

図参照)。

また、都 市規模別に見 ると、大都市 ほ ど友人 ・知人 ・仲 間 との交流の

割合が大 き く、親類 との交流割合が小 さ くなってい る(第1-3-21図

参照)。
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第1-3-19図 電話 ・郵便 の通 信 先構 成比

(電話:通 信回数、郵便:通 数)

電 話(発 信)

電 話(着 信)て 二〉
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郵政省資料により作成
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第1-3-20図 電話の地方別の通信先構成比
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第1-3-21図 電話 の都 市規模 別通 信先構 成比

〔9a50

政 令 指30～100

[サ。プル数]定 獅 励 肺 翼謡市
5953回

郵政省資料 によ り作成

〔発 信:通 話 回 数1

その他の隣 人
友人・友達・仲間

麹類

近所の 人

ウ サービスや機器の新たな普及 ・利用の状況

近年の家庭の情報化 におけ る特徴 として、専 らビジネスの分 野で活用

されてい る機器やサー ビスの家庭への普及が進んでお り、従来想定 され

ていなかった新 しい利用方法 も現れている。

ここでは、 そ うした主 なサー ビスや機器 として、無線呼 出 し、ファ ク

シミリ及びパ ソコン通信 を取 り上げ、郵政省 の委託調査 を通 じて行 った、

サー ビスや機器の提供者への ヒア リングや利用者に対す るインタビュー

の結果 を参考 とし、家庭 におけ る普及動向や使 われ方の特徴 について紹

介す る。

(ア)無 線呼 出 し

昭和43年 に提供が開始 された無線呼 出 しサー ビスは、昭和62年 に事業

者間の競争が始 まった。契約数の対前年 同月比は19%を 越え る伸び を見

せ たが、3年 度末 は16%台 、4年 度末 は13%台 と、契約 は増加 してい る

ものの、 その伸 び率 は低下 していた。

しか しなが ら、5年6月 か ら、毎 月の対前年 同月比が再び上昇 に転 じ、
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第1-3-22図 無 線 呼 出 しサ ー ビス契約 数 の推 移
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12月 末においては18%強 の伸 び となっている(第1-3-22図 参照)。

ある無線呼出 しサー ビス提供事業者へ の ヒア リングに よる と、全契約

者数 に占め る個 人契約者の割合 は1割 ～2割 程 度 であ るが、5年 の新規

契約者における個人の割合 は、概 ね7割 を占めてお り、上 述の契約数の

伸 びは この ような個人契約 者の急増 のため に生 じて いる もの と考 えられ

る。

また、同 ヒア リングに よると、 この よ うな最近の家庭 及び個人への無

線呼出 しサー ビスの普及 は、20歳 代の若年層が 中心 となって いるほか、

女子 高校 生 な どを中心 とした20歳 未満 の層 に対 して も急激 に進 んでい

る。

無線呼出 しサー ビスの個 人利用者への インタビ'一 等 による と、無線

呼 出しサー ビスに よ り、 日常生活 にお いて、家族に気兼ねな く友人等 と

の連絡 を行 った り、通学や 遊びに伴 う頻繁 な移動に対 して も、仲 間 との

待 ち合 わせ の約束や、「お しゃべ り」等 を一層 自由に楽 しむための利用 を
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無線呼出 しのユニークな利用

最近、10代 ～20代 の若年層を中心に、無線呼出しの利用が急速に増加 し

ていることか ら、通信事業者においても、無線呼出 し市場の拡大の観点か

ら、このような若年層市場を重視 した販売施策を展開 し、若者が多く集ま

る場所における販売の強化や、端末の色 一デザイン等を若者向けにするな

どの取組をしている。

無線呼出しの若年利用者層を中心に、業務上の利用者層にとっては思い

もよらないユニークな利用方法が生み出され、楽 しみながら利用されてい

る。例えば、数字等の組み合わせによる 「語呂合わせ」のメッセージを、

無線呼出しに表示 してコミ,ニ ケー ションが行われている。

無線呼出しの 「語呂合わせ」のメッセージの例

49-85

0840

0833

724106

4510

3341

至急、(渋谷の)ハ チ公(の 所へ来て)

おはよう

おやすみ

何 してる?

仕事

さみしい

無線呼出し
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行 って いるもの と考 えられ る。

更 に、無線呼 出 しの メッセー ジ表示機 能 を活用 し、数字 等の組 み合 わ

せ によ り、語 呂合わせや、仲間 内だけに通 じる暗号 等に よ り、仲 間同士

の連絡 に利用す るほか、特 に相手への連絡 を目的 としない意思 表示 等、

遊 び感覚 の コミュニケー シ ョンを楽 しんでいる。

この ような無線呼出 しサー ビスの利用の進展の背景 としては、一般 の

電話サー ビスよ り安 い費用 で契約及び利用が可能 であ ること、 メッセー

ジ表示機能 の活用に よって、必要最低 限の コ ミュニケー ションが行 える

こ と、 また呼 び出しがあ った際、相手 と連絡 を取 るか否 かの選択 を、受

信者側 がで きるこ とな どが挙 げられ る。

(イ)フ ァクシ ミリ

4年 度末の我が国におけ るファ クシ ミリの設置台数 は、全体 としてお

よそ530万 台 と推定 されてお り、近年、急速に設置台数 が伸 びてい る(第

第1-3-23図 フ ァクシ ミリ設 置台 数の 推移

500
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「ニューメデ ィア白書」(郵 政省)に より作成
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1-3-23図 参照)。

ファクシ ミリの家庭への普及の推定 に関 しては、経済企画庁の 「家計

消費の動 向」に よれば、4年 度末現在の調査世帯 におけ る保有率が6.7%

となってお り、3年 度末の5.5%か ら1.2ポ イン ト増加 している。

これは、近年、10万 円前後 ない しそれ以下へ の低価格化、機器の小型

化 を図 るとともに、簡便 な操作 性等を図 った、 いわゆる 「家庭用 ファク

シ ミリ」端末の商品化が機器 メーカー等において進め られてい ることが

背景 となってい ると考 えられ る。

家庭におけ るファクシ ミリ利 用者 に対 して行 ったインタビューによる

と、ファクシ ミリの家庭 におけ る利用 目的 としては、勤務先 との業務連

絡、単身赴任世帯等におけ る家族間の連絡、サー クルや 同好会におけ る

連絡、子供 同士の勉 強や遊 びに関す る情報交換等が挙 げ られてい る。 ま

た、簡易 な複写機 としての利用 も挙げ られている。

家庭におけるフ ァクシ ミリの普及 を背景に、 ファクシ ミリを導入 して

いる家庭 を対象 としたサー ビス等 も様々 な分野 で広が ってお り、放送番

組におけ る視聴者の声等の収集や、学習塾におけ るテス トの添削、地域

の商店における商品注文の連絡 な どのサー ビスが現れてい る。

また、最近 ファクシ ミリによって観光、商品販売、公共関係等の情報

を案 内す るサー ビスが進展 してお り、 ある電気通信事業者が推進 してい

るサー ビスでは、推計利用 回数 が、4年 度 には169万 回 と、3年 度(70万

回)に 比べ、倍増以上 の伸び を示 して いる。

このサー ビスを通 じて、例 えば、 スキー場 の現地案 内、 中古車販売、

旅行者向けの海外の治安状況等 の最新の情報が、個々の情報提供者によ

り提供 されてい る。

(ウ)パ ソコン通信

商用パ ソコン通信 サー ビスを提供す る大手事業者2社 の合計利用者数
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家庭 の イ ンテ リジ ェ ン ト化

ホームバスシスァム

従来、家庭においていろいろなサー ビスを利用 しようとすると、個別の配

線が必要であった り、異なるシステムは接続 しにくいなどの問題があった。

ホームバスシステム(HBS)と は、多様な製品や システムを結びつけ

て、システム化するもので、住宅の情報化、家庭のインテリジェン ト化 を

図るものとして大 きな期待が寄せ られている。

郵政省、通商産業省、建設省の支援の もと63年8月 に、住宅の情報化 を

推進する企業 ・団体により設立された住宅情報化推進協議会では、住宅の

情報インフラとしてホームバスシステム規格の検討を行 ってきている。

同協議会では、4年6月 にHBSの 暫定規格 を制定するとともに、5年

3月 には、住宅建築時に行 う配線がHBS規 格 どお りにできているか どう

かについて簡単に検査できる機器を完成 している。さらに、6年5月 には、

千葉県の幕張新都心住宅地域において、集合住宅へのHBS先 行配線の導

入が予定 されてお り、HBSの 普及による家庭のインテ リジェント化が推

進されている。

の推計 は、事業者の発表 による と、5年3月 末現在 で約102万 人 に達 して

い るといわれ、前年 同月末現在 か らお よそ41%の 高 い伸 びが見 られ てい

る。

当該2事 業者のサー ビスは、我が国におけ る商用パ ソ コン通信サー ビ

スの利用者全体 の半数以上 をカバー している といわれて いるが、 この利

用者全体 に 占め る個人の割合 は徐 々に高まっている。同事 業者 によれば、

5年 時点 におけ る利用者全体 の約7～8割 が個 人 であ る とい われてい

る。

個人利用 者へ のインタビューに よると、パ ソコン通信 によって、生活

地域 一性別 ・年齢 ・利用時間等 を越えた通信 ネ ッ トワー ク上の コ ミュニ

ケー シ ョンが進展 してい る もの と考 え られ る。
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例 えば、家庭 内にいる時間が比較的長い、育児 に携わる人同士が、パ

ソコン通信 によって互 いに情報交換す るこ とに よって、居 なが らに して、

身の回 りの出来事 に関す る 自由な意見交換や 、育児等の相談 を容易 に行

うことがで きる といった点 において効果があ り、家庭生活 におけ る通信

手段の一部 として も、普及が進展 して きてい るこ とが うか がえる。

こうしてパ ソコン通信サー ビスにおけ る個 人利用が伸 びて きた背景 と

して、特定の趣味や 関心 を持つ利用者同士の交流の場であ る、 いわゆる

「SIG」(SpecialInterestGroup)が パ ソコン通信サー ビスの メニュー

の中で伸 びて きた ことが挙 げ られ、 これ までパ ソコン愛好 者が中心 と

なってい た個 人利用者層が、初 めてパ ソコンを利用す るような層にまで

広がって きているもの と考 えられ る。 また、近年のハー ドウェアの低価

格化 も一翼 を担 っている もの と考 えられ る。

② 産業の情報化

産業分野においては、各企業 等が業務の効率化 ・省力化 を図 るととも

に、高度化 ・多様化 す る消費者の需要 に迅速かつ柔軟に対応 しつつ、競

争力 を強化す る目的か ら、社 内外 におけ る情報 を有効 に活用す る手段 と

して、通信 回線や情報通信機器 を積極 的に装備 し、有効 に活用 している。

ここでは、①通信 ネ ッ トワー ク化の動向、②企業のオフィス外の業務

における情報通信利用 の高度化 の状況につ いて概観 し考察す る。

ア 通信ネ ッ トワーク化の動向

企業等にお いて進 め られている企業 内通信 ネ ッ トワー ク化の動 向につ

いて、①利用の状況、②LANの 導入状況、③関係経費の状況、④ ネ ッ

トワー ク化投資に期待す る効果 、⑤推進上 の問題点につ いて、郵政省が

全国の常雇規模300人 以上の企業 を対象に実施 した「通信 ネ ッ トワー ク調

査」(付 注11参 照)に 基づ いて考察す る。
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(ア)通 信ネ ッ トワークの利用状 況

企業にお いて通信 ネ ッ トワー ク(付 注12参 照)を 利用 してい る割合 は、

全産業 でB6.1%と なっている。 この うち、音声 ネ ッ トワー クの利用率は

67.9%、 データネ ッ トワー クの利用率 は77.2%で ある。

デー タネ ッ トワー クを利用 している企業について、各業務 毎 にデータ

ネ ッ トワー クを利用 してい る比率 を第1-3-24図 に示 してい る。

ネ ッ トワー クの利用率が高 い業務は、販売 ・在 庫管理(93.3%)、 受発

注 ・商品取 引(90.3%)、 経理 ・財務管理(85.0%)、 物 流管理(82.1%)、

情報検索(80.9%)と なって いる。

第1-3-24図 デ ー タ ネ ッ トワ ー ク に よ る 業 務 処 理 の 割 合

020406080100(%)
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「通信 ネ ットワーク調査」(郵 政省)に より作成

(注)各 業務 毎に、社 内にその業務 が存在す る と回答 した企業数

に占め る、その業務 にデー タネ ットワークを利用 している

企業数 と利用 してい ない企業数の比率であ る。
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(イ)LANの 導入状況

企業におけるLANの 導入状況をデー タネ ッ トワー クを利用 してい る

企業 を対象 に してみ ると、第1-3-25図 に示す よ うに、全産業 では、

半数 を超え る51.3%がLANを 導入 している。導入率が高いのは、サー

ビス業 ・その他(69.0%)、 製造業(60.1%)、 建設業(55.7%)と なっ

ている。

(ウ)通 信ネ ッ トワーク構築 にかかわる関係経費の状況

通信 ネッ トワー ク関係 の経費についてみ る と、第1-3-26図 の よう

に、全産業で1社 当た り平均 の年間経費 は、3億5千 万円であるが、業

種別に見 る と、サー ビス業 ・その他 と金 融 ・保 険業が約10億 円 と突出 し

て多いこ とがわかる。金融 ・保険業では、回線使用料が2億2千 万円 と

第1-3-25図LANの 導 入状 況

置團 導ノ、Lて.る 國 則 仰'/に11㌣、'斤定

〔]具 体的な)～定 なし[コ1・ 斗[11塔
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飲食店 その他

「通信ネ ノトワーク調査」(郵 政省)に よ り作成
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第1-3-26図 通信 ネ ッ トワー ク構 築 にかか わ る関係 経 費の状 況
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「通信 ネ ッ トワーク調査」(郵 政省)に より作成

(注)通 信 ネ ッ トワーク構築 にか かわる関係経費 について全産業及び各産業毎 に1社

あた りの年 間平均 金額 を算 出 したもの である。

多いこ とも特徴 でATM、CD等 のオ ンラ イン利用が 多いため と考 えら

れ る。 その他 の業種 では、年間経費の平 均は不動産業 を除 き、1億8千

万円か ら2億5千 万 円の範囲 にある。

(エ)通 信 ネ ッ トワーク化投資に期待 す る効果

第1-3-27図 に、各企業 において通信ネ ッ トワー ク化 投資 を行 うに

あたって期待す る投資効果 を示 してい る。

全産業でみる と、 「事務 ・業務処 理の迅 速化」 が最 もポイン トが高 く、

3番 目に ポイン トが高 い 「事務 ・業務処理 の省力化」 とあわせ て、 ネッ

トワー ク化 を図 るこ とによる事務 処理 ・業務処理 の改善 が期待 されてい

るこ とが分 か る。

「通信 費用の節減」が2番 目に ポイン トが高 くなってお り、経済 の低

迷 を受けて、事務処理 ・業務処理の改善 を図 りなが ら、 費用 を併せ て節
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第1-3-27図 通信 ネ ッ トワーク化 投資 に期待 す る効果

(単 位:.占)
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「通信 ネッ トワーク調査」(郵 政省)に より作成

(注)通 信 ネ ットワー ク化投資 に期待 する効果 としてあげ られた回答(順 位 をつけて3つ まで

選択)に つき、 もっとも重視する項 目を3点 、次 に重視する項目を2点 、3番 目に重視
する項目を1点 として集計 した。

減す ることを期待 して いることが分か る。さらに続 いて、「データの有効

活用」が あがってお り、通信ネ ッ トワー クの活用による情報 の有効 活用

や共有化 によ り生産性向上 等 を図 ることへ の期待 が大 きいことが うかが

える。

(オ)通 信ネ ッ トワー ク化推進上の問題点

第1-3-28図 に、各企業が今後通信 ネ ッ トワー ク化 を推進 してい く

上で企画上 と運用 ・管理上 の問題点にな ると考 えられる項 目を示 してい

る。

企画上 の問題 点 としては、全産業でみる と、「通信 ネ ッ トワー クに詳 し

い人材の不足」が最 もポイン トが高 く、「設備投資額が増加 」がそれに続

いている。

運用 ・管理 上の問題点 としては、「運用 ・管理者の人材不足」が最も高
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無線LAN

無 線LANは 、 従 来 ケー ブ ル(有 線)で 接 続 して い た 同一 室 内 の 端 末 、

プ リン ター 等 を無 線 機 を介 して 結 ぶ もの で 、 無 線LANを 有線 のLANと

っ な ぐこ とに よ り、 他 室 や 他 フ ロ ア ー を結 ん だ 統 合 的 なLANを 構 築 す る

こ と も可 能 で あ る。 端 末 間 の 配 線 が 不 要 に な る こ とに よ り、 レ イア ウ ト変

更 が 容 易 に な るこ とや オ フ ィス の美 観 等 の環 境 の 維 持 ・向上 に役 立 っ な ど

の効 果 が 期 待 さ れ る。

郵 政 省 に お い て は 、 事 務 の 効 率 化 、 情 報 の 迅 速 ・確 実 な 伝達 及 び レ ス ・

ペ ー パ ー 化 に寄 与 す る こ と等 を 目的 に 、 国 内 で初 め て の 本 格 的 な 「無 線L

AN」 を採 用 した 高 速 ・高 機 能 なLANシ ス テ ム を郵 政 本 省 内 に 構 築 し、

6年4月 か ら運 用 を開 始 して い る。

郵政 省本省LANシ ステム の概 要
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第1-3_29表 企 業 の オフ ィス外 の業務 にお け る情報 通信 利 用の 高度 化 事例

適 用 業 務 利用業種 効 果 利用 メデ ィア

販売 ・査定 金融 ・保険

部品製造

製薬

飲料製造

化粧品製造

家電量販

販売員の情報武装化

販売の生産性向上

業務の効率化

情報の共有化

顧客信頼度の向上

直行直帰型の販売

携帯 ・自動車電話

公衆 回線

ISDN回 線

小電力無線

受注 ・発注 製薬

薬品卸

化粧品製造

飲料製造

百貨店

リー ドタイムの短縮

業務精度の向上

入力事務の省力化

実績管理の簡便化

MCA無 線

テ レター ミナル

公衆回線

ISDN回 線

貨物輸送 ・荷物集配 運送 積載効率の向上

集配の迅速化

集配の効率化

GPS及 び衛星を利用

した双方向陸上移動体

デー タ通信

MCA無 線

配送 飲料製造 配送効率の向上

売上実績の把握と活用

MCA無 線

テ レター ミナル

公衆回線

配車 タ クシー 配車の迅速化 ・効率化

配車事務の省力化

AVM

GPS

業務用無線

運行管理 バ ス 管理事務の省力化

顧客サー ビスの向上

誘導無線

業務用無線

保守 電力

ガス

緊急時の対応の迅速化

作業の効率化

携帯 ・自動車電話

テレター ミナル

くなってお り、これ に 「通信 費用 が増加」が続 いて いる。

これ らの結果か ら、人材の不 足が大 きな問題 となってい るこ と、及び

経済の低迷 を反映 して、設備投資や通信 費用 等の経 費の負担感が各企業

ともに大 き くな っているこ とが分か る。

イ 企業のオ フィス外の業務 における情報通信利用 の高度化の状況

企業 においては、業務 の迅速化 ・効率化や 高度化 を目的 として、通信
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ネ ッ トワー クの積極的 な整備 を進め、 オフ ィス内の情報化が進め られて

きたが、オフィスの外 において進め られ る業務 において も、近年の移動

通信系のサー ビスの多様化や携帯型端末の小型化 ・操作性向上等が進 ん

で きたこ とか ら、通信 ネ ッ トワー ク利用の高度化 を進め ることによ り、

高度なサー ビスを迅速かつ効率 的に提供 し、高度化 ・多様化す る顧客 の

需要に対応 している先進 的な事例 が現 れて きている。

ここでは、郵政省の委託調査 によ り実施 した企業 のオフィス外の業務

におけ る情報 通信利用 の高度化 の状況 につ いての ヒア リング等 の結 果

(第1-3-29表 参照)の 中か ら、注 目され る と思 われ る販売 ・査定 ・輸

送業務 におけ る先進的 な事例 をとりあげ概観す る。

(ア)販 売業務 ・査定 業務 における利用事例

(販売業務の高度化 ・効率化)

医薬品業界 において、販売貝が情報 を有効 に活用 して 高度な販売 を展

開す ることや業務 の効率化 を図 るこ とを目的 として、携帯 型の端 末 と

ネ ッ トワー クを利用 して、発注 システム、情報検索 システム及び営業 日

報や会社か らの連絡事項等の交換 を行 う電子 メール システム等 を複合的

に組 み合わせ て、販売員の営業 活動 を支援す るシステムを構築 している

例がみられ る。

この例 では、医薬 品の販売員 が携帯す る端末か ら公衆 回線やISDN

回線を介 して営業所等 のオフ ィスのデー タベー スにア クセスして、商品

情報や売行 き情報等の検索 を行 い、顧客 に有益 な情報 を提供 しなが ら販

売 を進めている。受 注 した場合 には、同 じ端末か ら社 内の発注 システム

に即座に発注デー タの伝送 を行 うことが可能 となっている。 また、同 じ

端末か ら双方向の電子メール機 能 を利用 して営業 日報や顧客情報等のレ

ポー トを会社 に送 った り、会社 か らの指示や連絡事項 を入手 した りす る

ことも可能 である。この結果 、情報提供型の販売 による他社 との差別化、
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納 品の迅速化 、伝票発行等 の事務処理の省 力化 等が図 られてい る。また、

この例で は、販売員の うち約半数 が会社 に立 ち寄 らず に 自宅か ら販売先

に直行す る形態で販売 を進めてい るが、商 品の発注や会社への報告等 を

ネ ッ トワー クを介 して行 うことが可能 となったこ とに よ り、販売業務 の

効率化 が図 られてい る。

(査定業務の効率化)

ある損害保険会社 では、 これ までは、 自動車事故 の損害査定 を行 うに

あた り、査定員が査定 の現場(自 動車修理工場)で 事故車 の状況 を確認

した上 で、 オフ ィスに戻 り修理 額の査 定 を行 い、再度、 自動車修理工場

側 と修理額決定の交渉 を行 っていたが 、 これを効率化す るため、査定貝

がオフィスに戻 るこ とな く、その場 で査定 と交渉 を行 うこ とを可能 とす

る査定業務支援 システムを構築 してい る。 この例では、査定員は事 故車

の状況 を確認 した上 で、携帯す る端末 と携帯電話 を利用 してオフ ィスの

デー タベースか ら、修理部品価格 ・工数等の査定に必要 な情報 を検 索 し

て、 その場で査定額の算出 をす るこ とが可能 となってい る。 また、査定

に関す る留意事 項や技術情 報等 の ノウハ ウがデー タベ ース上 に整理 さ

れ、蓄積 されているため、これ らを参照す るこ とに よ り.、査定の正確性

も向上 してい る。

(イ)輸 送業務 におけ る利用事例

(貨物輸送業務の効率化)

貨物輸送業務にお いては、車両の積 載効率 を高め、効率 的な車両運行

を図 ることが コス ト削減 のための重要 課題 とな ってい る。長 距離路線輸

送において、サー ビスエ リアが広 く、全国 をカバー す るこ とが可能 な、

衛星 を利用 したサー ビスを利用 して車両の位 置 を把握 し、運行管理 を効

率 的に行 うシステムの利用例 が現れてい る。この例 では、GPS(グ ロー
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バル ・ポジショニ ング ・システム)㈱ の測位デー タを利用 して車両の位置

情報 を把握 ・管理す るとともに、5年7月 か ら開始 された衛星通信 を利

用 した双方向陸上移動体 デー タ通信サー ビスを利用 して車両に集荷指示

を与えるシステムの利用 を始めている。 これによ り、路 線の途 中の支店

や営業所 で臨時に集荷す る必要 が発生 した場合 でも、臨 時便 を仕立てる

ことな く、付近 を走行 中で積載状況 に余裕 のある車両にセンターか ら集

荷指示 を出す こ とが可能に な り、車両の積載効率 を高め、 コス ト削減 を

図 ることが可能になっている。

(配送業務の効率化)

清涼飲料等 の販売における自動販売機 による売上比率 は高まる傾 向に

あるが、 自動販売機 に商 品を補充する配送業務 は、各 自動販売機の在庫

情報を把握す る仕組 みが これまではなか ったことか ら、担当者の経験 と

勘に頼 ってお り、効率化が課題 となっていた。この ため、各 自動販売機

の売上げ ・在庫等の情報 を事前に収集す る自販機POSと 呼ばれ るシス

テム を導入す るこ とに よ り効率 化 を図ってい る例 が現れて きている。

自販機POSシ ステムは、各 自動販売機 とセン ターの間 を公衆 回線 ・

テレター ミナル ・MCA方 式の無線等で結ん で、各 自動販売機 か ら売上

金額 ・商品毎 の販売数 ・在庫数 ・故障の有無等の情報 を収集す るシステ

ムであ り、配送業者等はそのデー タを利用 して、商 品の最適な配送計画

や配送ルー トを予めたてるこ とが可能 となる(第1-3-30図 参照)。 公

衆 回線 を利用 した自販機POSシ ステム を採 用 している例 では、約5千

9百 台の 自動販売機 をネ ッ トワー ク化 して配送業務 の効率化 を図るとと

(注)GPS(全 世 界測位 システ ム)は 、米 国国防 総省 が運行 ・管理 す るNAVST

AR衛 星 の信号 を利用 す るシス テムで 、地球 の上 空約2万kmの6つ の軌 道 を 回

る24個 の 周回衛星 の うち、 もっ とも受信 しや す い3個 以 上 の衛星 の 電波 を受 信

し、 その伝 搬遅延 速度 を測 定す るこ とに よ り、受信 点の位 置(緯 度 ・経 度 ・高度)、

移動 方向及 び速 度 を計 算す るシス テムであ る。我 が国 では、カー ナ ビゲー シ ョン

システム、船 舶 の航法 装置 等に利 用 されて い る。
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第1-3-30図 自販 機POSシ ス テ ム の イ メ ー ジ 図
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もに、集計 された売上 デー タを利用 して、 自動販売機設置計画や販売計

画等 に活用す るこ とも可能 となってい る。

③ 社会の情報化

地方公共団体 に よって導入及び開発 が行 われてい る情報通信 システム

の総数 は、5年4月1日 現在、5,873件 となっているが、この うち、件数

の 多い ものにつ いて分野別 に見 ると、 防災情報 シス テムが1,688件 、医

療 ・保健 ・福祉分 野のシステム(緊 急通報 システム、保健 医療 情報 シス

テム、救急医療情 報 システム及 び福祉 活動支援 情報 システム)が1,109件 、

行政情報提供 システムが746件 となってお り、これ らで全体 の半数 以上 を

占めている(自 治省 「地方公共団体におけ る地域情報化施 策の概 要」に

よる)。

この うち、医療 ・保健 ・福祉分野 のシステム は、他 と比較 して、近年

の取組 が際 立って多いことが うかがえる(第1-3-31図 参照)。

この ことの背景 としては、同分 野に対 し、 国民の期待が大 きくなって

いることが考 え られ、総理 府の「国民生活 に関す る世論調査」(5年5月
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第1-3-31図 地方公 共団 体 によ る主 な情 報通信 シス テムの開始 年

一昭 不1163年 元 年

↓ ↓

2年3{卜4年5{1二 、

↓ ↓ ↓ ↓

緊急通報システム 239 120176 218 15988

保健医療情報システム 288 6848 322 96178

救急医療情報システム 61う 107107535367

福祉活動支援情報システム204 82122143 245 204

医療・保健柵 分野司 ・6911111152 2L7 1・・ 」1・41

防災情報 システム 517
14gl・41851・ ・1188

行政情報提供システム 502 7310177106141

0102030405060708090100%

「地 方公 共 団 体 にお け る 地 域 情 報化 施 策 の概 要 」(自 治省)に よ り作 成

実施)に お いて も、政府 に対す る要望(複 数 回答)と して 「医療 ・福祉 ・

年金の充実」が61.1%と 最 も多 く、次 いで 「高齢者 ・障害者介護 など福

祉の充実」が47.2%と 続 いてい る。

この ように医療 ・保健 ・福祉分 野の情報化 は、今後 も重要度が増すで

あろ うと考 えられ ることか ら、 ここでは同分 野におけ るい くつかの先進

的な事例 を紹介す る。

ア テ レラジ オロジー

北海道の小樽市には、2つ の市立病院があ り、4年12月 か らこの2つ

の病院 をISDN回 線 で結んで、遠隔地にい る専 門医がネ ッ トワー クを

利用 して伝送 されて きたCT(X線 診断用装 置の一種)画 像等 をみて、

画像 を伝 送 して きた医師に対 しコンサル ティングを行 うテ レラジオロ

ジーが実用化 されている。

小樽 市の2つ の病 院では専門領域 を機能分担 してお り、例 えば、交通
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事故で整形外科 を担 当す る病 院に運 ばれ て きた患者が頭部に も怪我 をし

ていた場合 、その患者のCT画 像 を脳神経外科 を担 当す る病院 に伝送す

る。脳神 経外科 を担 当す る病 院では、専 門医が伝送 され て きた画像 を見

なが ら、整形外科 を担当す る病院 の医師 にア ドバ イスを行 い、応急処置

の指示 をす る。

従来は、電話 による音声 のみ のや りとり、 または、非専 門医が専門医

の ところへ わざわざ車でCT画 像等 を運んでい たが、 この シス テム を導

入す るこ とによ り、画像 を直接相手の病 院に伝送 す ることがで き、専 門

医は、画像 を見 なが らすみやか に適切な指示 を与え ることがで きるよう

に なっている。

τ二 野

』1,

1}も
べ

蓄

沸 ン 〆 ▼

1,燕
ず

テ レラジ オ ロジー にお け る利 用
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イ3者 間通信 による救急救命 体制の整備

神奈川県横浜 市では、3年8月 に救急救命士法が施行 され たの をうけ、

4年7月 か ら救 急救命士(注1)を高規格 救急車(注2)に乗務 させ、6年3月 現

在では36台 の高規格救急車 に救急救命士 を乗務 させ ている。

横浜市では、5年8月 か ら、消防指令 センターの救命指 導医、救急車

に同乗す る救急救命士、 さらには、病院 の間で迅速 かつ適切 な連絡 ・指

示が行 えるようにす るため、 これ ら関係者間 を3者 通話機能付 きの電話

で結んでい る。 この3者 通話機 能付 きの電話は、3者 間で同時に通話 が

できるものであ る。

このシステムを導入す るこ とに より、救命指導医が救 急救命士に指示

をしてい るの を、病 院の医者が聞 きなが ら、受け入れ態勢 を確立するこ

とができるの で、消 防指令 セ ンターか ら救急救命士へ連絡 し、その後病

院へ連絡 す る といった時間 を省 略す るこ とが可能 となった(第1-3

-32図 参照) 。

ウ 救急医療情報 システム

救急医療情報 システムは、救急指定 医療機 関等か ら収集す る空 きベ ッ

ド等の情報 を、運用主体 が通信ネ ッ トワー クを介 し、地域の消 防本部 、

救急医療関係機関等に提供す ることか ら、住 民か らの救急患者発生等の

問い合わせに迅速に対応 し、救急医療の効率 的運用に貢献するシステム

である。

昭和57年 末に システムを導入 した三重県では、県下15か 所の消防本部

及 び システム参加 医療 機 関 に設置 され た コン ピュー タ とホ ス トコン

(注1)3年 に成立 した救 急救 命士 法に よ り制 度化 され た医療 関係 職種 。 医師 の具

体 的指示 の下 に、搬送 途上 にお いて、心 肺機 能停 止状 態に ある重度傷 病者 に対

して一定 の方 法に よ り除 細動(電 気 シ ョック)・気 道確保 ・静 脈路確 保 のため

の輸液 を行 うこ とが で きる。

(注2)従 来 の救 急車 よ りも車 内が 広 くな り、生 命が 危険 な状 態 に あ る傷病 者 に対

し、救 急救 命処 置が で きる装 置 を積 載 して い る救 急車。
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第1-3-32図3者 間通 信 に よ る救急 救命 体 制の シ ステ ム図

國
3
1①119番 通 報

⑦3者 通話

⑥病院連絡(搬送連絡)

*④ ～⑦ は、救急車の 自動車電話、指導医専用電話、医療機 関の ホッ

トラインを使用す る。

ピュータを電話回線によりネッ トワー ク化 している。住民から急病人等

の発生に係る問い合わせがあった場合、各地域の消防本部は、医療機関

の救急患者への対応の可否等の情報を検索し、住民に案内している。そ

の際、あらか じめ患者の病気やけがの重さにより対応する医療機関を3

段階に階層化 し、最寄 りの地域で対応可能な医療機関を、救急車の出動

の要否 も含め案内しており、全 国的にも上位の運用実績を上げている。

一方、佐賀県では、3年 度末に新 しい救急医療情報システムへの置換

を行っている。新 しいシステムでは、住民からの問い合わせ対応を行 う

消防本部のみならず、救急医療情報を入力 ・送信する医療機関側の端末
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において も、他 の医療機 関の空 きベ ッ ド、 当番医等の状況が検 索できる

ようにな り、医療機関同士 が行 う診療科 目に関す る照会の手間が省け る

な どの効率化 が図 られてい る。 また、 この システムでは、 システム運用

実績等の統計情報 を作成で きるこ とによ り、 デー タに基づ く正確 な統計

情報が得 られ、救急医療情報 システムの運用改善等に役立 てられている。

工 福祉支援システム

広 島県宮島町では、高齢 者宅 に設置 されている緊急通報用電話機に、

「非常 ボタン」にあわせ 「相談 ボタン1が 配置 されている。相談 ボタンと

いうのは、ひと りぐらしの高齢者等が福祉相談等に使用す る ものである。

この福祉支援 システム では、高齢者が相談 ボタンを押す こ とによって

町の社会福祉協議会 に接続 される。社会福祉協議会 では、 コンピュー タ

に高齢者 の氏名 ・住所 ・年齢 ・健康状 態 ・かか りつけの医師 ・その他 の

最近の生 活状況がデー タベース として蓄積 されてお り、高齢者が相談ボ

タンを押す ことに より、その利用者の情報が 自動的に リス トア ップされ、

その内容 を見なが ら社会福祉協議会の職貝が相談に応 じる とい うもので

あ る。 また、希望者 には、社会福祉協議会が毎朝(土 曜、 日曜、祝 日を

除 く)安 否確認の電話 を し、健康状態な どを把握す るこ とが行 われてお

り、必要 に応 じてホー ムヘルパー等 を緊急派遣す る。実際、高齢者の声

の調子か ら、社会福祉協議会 の職員が異常 を感 じ、適切 な処置 をとるこ

とによ り効果 を上 げた実例 がある(第1-3-33図 参照)。

オ 緊急通報システム

緊急通報 システムは、 多 くの 自治体 等によ り運用 されてい るが、宮城

県で導入されてい るシステム例 では、ひ とりぐらしの高齢者等 が身体 に

異常 を感 じた り、突発的な事故等 で緊急に救助 を求めたい ときに、緊急

通報機器 のボタン(ペ ンダン ト型小型無線発信器や家庭用緊急通報機器)

を押す と24時 間体制 の緊急通報受信セ ンター(以 下 「センター」とい う)
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第1-3-33図 広 島県 宮 島町の シ ステ ム図
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に通報 され る。セ ンター では、発信 者に確認 の電話 を入れ、応答 がない

場合 は、協力員 を派遣 した り、救 急車 の出動等 を要請す るな どの救援体

制 を支援す るとい うもの であ り、宮城 県では全 県をカバー してい る。

この システムの特徴は、通常 の緊急通報の みな らず、 セ ンサー による

安否確 認機能 が付加 されてい ることであ る。 これは、高齢者宅の トイレ

や寝室な どの ドアにセ ンサー を設置 し、一定 の時刻 を基準 に直近の24時

間の間に開 閉され たか どうかをセンター に定時に 自動通報 し、開閉 され

なかった場合は、セ ンターか ら高齢者宅へ確認の連絡 を行 うとい うもの

であ る(第1-3-34図 参照)。

(4)意 識調査にみ る地域の情報化

5年11月 、郵政 省郵政研 究所が委託調査に よ り、約6千 世 帯の世帯貝

を対 象に実施 した「家庭 における情報化の動 向に関す る全 国調査 」(付 注
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第1-3-34図 宮城 県 仙台市 の シ ステム図
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10参 照)に 基づ き、情報入手環境 におけ る東京 との格差意 識及び不 足感

のある情報 の種類に関す る調査結果について記述す る(そ れぞれの設問、

集計方法につ いては付表6参 照)。

ア 情報入手環境 におけ る格差意識

東京 と比べた 自市区町村の情報入手環境(メ デ ィアの普及、情報の質・

量、情報提供の機関 ・施設等)に 関す るアンケー トの設問 に対 して、東

京 より 「劣 ってい る」 または 「やや劣 っている」 と回答 した人の割合 を

道府県別 、都市規模別 にみたのが第1-3-35図 、第1-3-36図 であ

る。

東京 を除 く46道 府県の うち、32県 で同割合が70%を 越 えてお り、全体

として情報入手環境 におけ る東京 との格差意識が強いこ とがわか る。 ま

た、各県 ごとの違い をみ る と、神奈川 ・大阪では同割合 は40。8%、 愛知 ・

埼玉 ・北海道で60%前 後 と政令指定都 市 を含 む県や 関東近辺の県にお い

ては格差意識が弱 くなってお り、宮崎(97.3%)・ 大分(88.5%)・ 沖縄

(88.2%)等 の地方の県において格差意識が強 くなる傾向が ある。

また都市規模別 にみる と、政令指定都 市では 自市区町村の情報入手環

境が東京 より 「劣 っている」 または 「やや劣 ってい る」 と回答 しだ人の
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第1-3-35図 情 報 入手環 境 に おけ る道府 県 別 の格 差意 識(対 東京)
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第1-3-36図 情 報入 手環境 にお け る都 市規模 別 の格 差 意識(対 東 京)
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割合 は43,9%と 半分 以 下 で あ るが、30～100万 人未 満 の 市 で69.4%、

10～30万 人未満の市 で72.7%、10万 人未満の市で78.0%、 郡部で80.2%

となってお り、政令指定都 市 とそれ以外の都市の間で違 いが顕著 となっ

ている。

イ 日常生活上の不足情報

同調査 では、 日常生活において 「地元地域 に関す る情報」・「国内に関

する情報」・「海外 に関す る情報」それぞれにつ いて、政治・行政、産業 ・

経済、社会 ・生 活、健康 ・医療等の情報の うち、 どのような情報が不足

しているかにつ いて質問 している。その質問に対す る回答の集計結果 を

みると、何 らかの情報不足 を感 じている人の割合 は、「地元地域 に関す る

情報」については62.6%、 「国内に関す る情報」につ いて は54.5%、 「海

外 に関す る情 報」については49.6%と なってお り、「地元地域に関す る情

報」に対する不足感が最 も強い(第1-3-37表 参照)。 これは、身近 な

情報に対す る関心が高いため と思われる。 これ を都市規模別 でみて も、

各情報 についての不足感 には大 きな差 異はみ られ ない(第1-3-38図

参照)。

また不足感 の強 い情報 の種類 をみ ると、「地元地域に関す る情報」では

第1-3-37表 日常生活における情報の不足感に関する意識調査の結果概要

回答

設問

合 計

㈲

無 回答

(B)

情報は不足
していない

(C)

情 報 の不 足

を感 じる

(A)一(B)一(C)

(1)地 元地域に関す る情報で

不足 している情報

回答者数(人) 5,817 269 1,905 3,643

割合(%) 100.0 4.6 32.7 62.6

② 国内に関す る情報 で不足

している情報

回答者数(人) 5,817 458 2,190 3,169

割合(%) 100.0 7.9 37.6 54.5

(3)海 外に関する情報で不足

している情報

回答者数(人) 5,817 585 2,346 2,886

割合(%) 100.0 10.1 40.3 49.6

郵政省資料によ り作成 〔サ ンプ ル数:5,817人 〕
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健康 ・医療、政治 ・行政 、教育 ・文化の順 で不足感が強 く、「国 内に関す

る情報」では政治 ・行政、健康 ・医療 、教 育 ・文化の順 、「海外に関する

情報」では社会 ・生活、教育 ・文化の順 となってい る(第1-3-39図

参照).こ の うち、全体 として不足感 の強 い 「地元地域 に関す る情報」に
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(注)都 市規模別に、無 回答 及び 「情報 は不足 していない」 と回答 した人 を除い た人数の

割合を算出 し、情報 の不足感があ る人の割合 と した。

第1-3-39図 情 報の種 類別 にみ た不足 情報
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っ いて、不 足感の ある情報 の種 類 を都 市規模別 にみた ものが 第1-3

-40図 である。 この図か らみる と、都市規模別に不 足感のあ る情報の種

類に大 きな差異はみ られ ない。
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